
別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

0 3 0 3 0 2 0 1 2 9 7 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？
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1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

福祉総務課

藤崎　秀明

所属課健康福祉部

庶務係

（目標値)

生活保護法による保護を受けている世帯に属する学童・生徒、及びその世帯。

（当初予算)

38

50

％

人

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
（目的）
生活保護法による保護を受けている世帯に属する学童・生徒に対して、現金を支給することにより、その学童・生徒の健全育成及びその者の属する世帯の自立助長を図ること。
（対象）
生活保護法による保護を受けている世帯に属する学童・生徒。
（事業の種類）
①夏季健全育成費支給事業②学童服及び運動衣購入費支給事業③自立援助金支給事業④修学旅行参加支度金支給事業

千円 698 675 774

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）
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成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

生活保護世帯数
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受給者数

（決算）
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正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市生活保護受給世帯の学童・生徒に対する法外援助事業実施要綱法令根拠

12

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

①夏季健全育成費支給事業　40名　132,000円　②学童服及び運動衣購入費支給事業　37名　505,100円　③自立援助金支給事業　0名　0円④修学旅行参加支度金支給事業　11名
72,500円

子どもをもつ世帯（保護者）が、地域の中で子育てをしている。
就学前の乳幼児・義務教育の児童生徒（公立、市立を問わず）・１８歳までの子どもが、心身ともに健やかに育つ

前年度と同様。

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

子育てしやすい環境が整っていると思う
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千円

648

平成24年度

％

平成22年度
（決算）（Ａ）

50

648000

65

10

時間

千円

人

千円

千円

千円

50
人

平成26年度

809000

学童・生徒が健全に育つことができる。また、その者が属する世帯の自立が助長され
る。

88 9278 87

（決算見込み)（Ｂ）
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子どもの成長に関して悩みや不安を抱
える保護者の割合
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％

分担金及び負担金
使用料及び手数料
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千円

千円

千円

事業コード

国庫支出金
都支出金

世帯

人

円

人

維持補修費

扶助費

その他

補助費等
繰出金

千円

724

千円

✔
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0
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0
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←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

648 625 724 709 809 0

0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

生活保護制度によっても補うことができず、かつそれを支給しなければ学童・児童の健全な発育を阻害するよう
な金銭的需要については、公費で行う必要性が高いと思われる。また、生活保護受給世帯を対象とした当該施
策の実施に関しては、生活保護制度の実施機関である市区町村が行うことが効率的であると判断されるが、そ
の費用については東京都の経費補助金交付要綱によって全額補助金が交付されている。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

事業の性質上、成果を測ることは非常に困難である。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

生活保護制度以外に類似する制度がない。

事務事業名

政策名

施策名

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

特になし

生活保護制度内でカバーできるようになった場合。

特になし

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

すでに最低必要限度の給付を行っている。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

特になし。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

生活保護受給世帯の経済的な需要に対応しており適切であると判断される。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

× ×

今後ともその時々の社会情勢の変化に対応して、生活保護世帯の学童・児童の福祉増進に資すると思われる経費について、同事業の支給対象となり
得るか検討していく必要性がある。

生活保護受給世帯における福祉の増進に寄与しており、廃止、休止した場合には子どもの健全な育成に影響
が出ることが考えられる。

成
果

向
上

維
持

低
下

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

生活保護受給世帯に対する金銭給付に関する事業であり、また、業務形態的にも一時的な業務で従事時間数
も限られているため、正職員で対応することが望ましいと考えられる。

×



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

0 4 1 0 2 0 1 3 0 1 0 0
✔  単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

・他課との連携調整
・人材の確保

①1歳親子教室については、発達段階について中立な立場の専門家から助言をもらい、グループワークをしな
がら学ぶ機会ははないため、廃止した場合影響が出ると考えられる。
②離乳食教室③育児相談④ウェルカム赤ちゃん教室については、他で一定水準を保った事業を展開している
ものがない、子を産み育てるのに必須の事業と考えられるため、廃止した場合影響が出ると考えられる。

○

×
成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

母子バック封入、新生児訪問時に配布、市報掲載によって、利用可能な全ての対象者に事業のお知らせして
いる。その中から利用者が選択し、申し込み、受付を行っていることから公平・公正であると考えられる。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

最小限の人数で実施している。

1歳親子教室と完了期の離乳食教室の統合を24年度は図った。それ以外の事業については他で一定水準を
保った事業を展開しているものがない。

コスト
削減 維持 増加

核家族化などにより、育児技術が継承されず、情報が氾濫している現代
において、中立な立場である行政による育児支援事業は重要な役割を果
たしている。
現在は、市報などの公募で実施しているが、本事業の利用が必要である
がサービスを活用することに消極的な対象にもアプローチしていきたい。
また、具体的な技術だけではなく、親性育成にも役立てる場にしていきた
い。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

１歳親子教室は託児付きで事業を実施している。現在、個人委託の専門職等がその託児を担当しているため、
これを臨時職員・子育てボランティア・民生委員等で実施できれば事業費の削減は可能と考えられる。しかし、
その場合、安定した人材確保は難しいと考える。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

子育ては、生まれてからその経過を見守っている地域（市町村）で実施されている。その子育ての基盤である地
域で各教室（離乳食教室・育児相談・１歳の親子教室・ウェルカム赤ちゃん教室）等を開催することは、地域・住
民の特性・地域の人々とのつながり・成長の経過を踏まえた関わりが持てることから、市の行う事業として妥当性
があると考えられる。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

各教室の休日開催を実施すれば、働いている方での参加が可能となり参加人数の向上が予想される。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

490

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 1,816 2,306 0 0

0

490
0

0

0

0

0

0
0

0
0

0 0 0

00 0

千円

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

3928 3947

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

件

人

％

人

100%

子どもの成長に関して悩みや不安を抱
えており、身近に相談相手がいない保

0

0

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

536

100

589

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

0

0

0
22

平成23年度
（決算）

577

100

平成25年度

3011 2909

3943

6868

平成26年度

必要な時期に適切な情報を選択し相談できる。

68

千円

千円

0
人

7

0

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

乳幼児保護者の育児支援事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

0

％

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

子育てしやすい環境が整っていると思う
市民の割合

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

妊婦とそのパートナー、及び乳幼児とその保護者

0

（当初予算)

100

2

6,095

1,219

70% 62%

6,095

526

0

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

・１歳親子教室
・離乳食教室（5～6か月児対象）・離乳食フェア・育児相談
・ウェルカム赤ちゃん教室

●子育ち・子育てしやすい環境の中、保護者がいきいきと地域の中で子育てをしています
●子どもたちが心身ともに健やかに育っています

・サービス活用に消極的な市民にも事業参加を促す。
・親性育成の場として活用をしていく。

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
母子保健法法令根拠

健康増進課

尾崎重明

所属課健康福祉部

保健事業係

0

6,095

2,306

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

乳幼児者数

妊娠届出数

ウェルカム「イメージできた」を選んだ率

育児相談　個別相談人数

0

6,095 0 0

6,095

0

目標年度

0 0
0 0

0
0

0

0

（目標値)

（決算） （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

開催回数

延べ参加数

回

7

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
○1歳の赤ちゃん教室は11年度より実施。乳幼児の発育発達過程を理解し、親子の関わりの大切さを認識する。また、母親同士が育児について感じることなどを共有し、前向きな育児を支
援する。（手順）市報で広報し、往復はがきで申込受付、返信。おおよそ30組定員。3ヶ月毎の生まれ月のお子さんと保護者を集い、心理相談員・保健師等がファシリテーターとなり教室を運
営。　　　　　　　　　　　　○離乳食教室　２３年度から、５～６か月の乳児を対象に離乳食教室を実施。毎月１回　定員は２０名×２回（計４０名）。スタッフは、栄養士２名と事務１名で実施。（手
順）４か月児健診時に申込み受付をしている。託児はなく、抱っこひも着用で事業を実施している。２６年度は、毎月１回・定員３０組で実施予定（２３年度は、申込者が３０名以上にならなかっ
たため人数を減らし１回のみの実施と変更している。）
○22年度まで個々に実施していた1歳赤ちゃん教室と離乳食教室は対象者がほぼ同じであることから、1歳赤ちゃん教室とパクパク離乳食教室を統合し、「1歳の親子教室」と名前を変更し、
23年度から新事業として実施。託児時間の前半を1歳親子教室のグループワーク、後半を離乳食教室とする。（手順）市報で広報し、往復はがきで申し込み受付、返信。対象者11～13か月
の乳児・幼児、年4回、定員30組。スタッフは栄養士、保健師、看護師、臨床心理士、幼児指導員、民生委員で実施。
○育児相談 9年度より毎月第一金曜日午前午後開催、計測後、希望者に個別相談を実施。個別相談には保健師・栄養士・助産師が対応。（手順）業務担当保健師が母子カードを準備し、
収納する。育相終了後データを入力。
○23年度より離乳食フェアを実施。育児相談と同日に行い、育児相談に来た乳児への離乳食について具体的に説明出来るよう、離乳食の形態、進め方等を試食や展示コーナーを設置。

千円 0 0 6,095

差額

1,219

差額
（決算） （決算）（Ａ）

0

（決算見込み)（Ｂ） （当初予算)

一般

時間

00

0
0

7

0
嘱託職員人件費計（Ｅ） 0

0 0

時間 0

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

千円

1,219

6,095 6,095

0

0

0
0

0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料

0

物に係るコ
スト

0
00

0

0 6,095
支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

1,816

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -4,279 -3,789

その他 千円

1 ひとを育てる、守る

-6,095 0 490

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

0 4 0 1 0 1 0 1 3 0 1 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

新生児訪問は基本的に第一子が対象であるため、こんにちは赤ちゃん事業で第二子以降は訪問を実施してい
る。任意の予防接種等や子育ての情報は刻一刻と変化している為情報提供の廃止や休止は市民生活に影響
が出ると思われる。また、出産後のライフスタイルの大きく変化する時期や乳幼児期の成長発達の著しい時期
の訪問相談事業は、市民が健やかに生活する為にとても重要である為、影響が出ると思われる。

×

特になし

成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

全戸を対象としているため公平・公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

看護職へ委託している。

こんにちは赤ちゃん事業では、基本的には第二子以降の乳幼児のいるお宅への訪問し、全戸訪問を目指して
いる為、統廃合はできない。

コスト
削減 維持 増加

平成２５年の「こんにちは赤ちゃん事業」は高い率で訪問が実施できてい
る。保護者の仕事の都合で訪問ができない場合もあるが、ほとんど拒否
されることなく実施できている。以前と比べると出生通知書の回収率が増
えており、新生児訪問とこんにちは赤ちゃん事業にきちんとつながってい
る。今後は出生通知書の回収がより確実になれば、より効率的に訪問事
業が実施できると思われる。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

出生通知書の回収率を上げ、訪問日程を確実にし訪問の効率を上げることで経費を削減できる。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

平成２０年度より、乳児がいる全家庭を訪問し、様々な不安や悩みを聞き、子育て支援に関する情報提供を行う
とともに、親子の心身の状況や養育環境等の把握や助言を行い、支援が必要な家庭に対しては適切なせービ
ス提供に結びつけることを目的とし、開始された。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

こんにちは赤ちゃん事業とし、市民に定着してきつつあるため、突然の訪問であっても拒否されることが少なく
なった。仕事を持つ母が増え、生後４カ月未満でも仕事の為平日の訪問ができないケースも増えてきている。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

-397

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 397 0 0 0

0

0
0

397

0

0

0

0

0

0

0
0

0
0

千円

0 0

0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

569 611

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

％

#DIV/0!

児童虐待新規発生件数

0

0

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

-397
0

0

97.2

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

0

0

99

611

平成25年度

600545

平成26年度

子育てサービスを知ることができる。子育ての不安が軽減できる。

594

0

千円

千円

0
人

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

こんにちは赤ちゃん事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

件

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

子育てしやすい環境が整っていると思う
市民の割合

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

生後４か月までの乳児

0

（当初予算)

0

3
（目標値)

500

84% 100%

2,500

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問する出生通知票などから対象を把握し、できるだけ事前連絡をいれ訪問をする。訪問後、訪問定例会を実施、事後支援の必要性などを検
討する

●子育ち・子育てしやすい環境の中、保護者がいきいきと地域の中で子育てをしています
●子どもたちが心身ともに健やかに育っています

25年度同様

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
児童福祉法法令根拠

平成20

健康増進課

尾崎重明

所属課健康福祉部

保健事業係

0

2,500

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

生後４か月までの乳児

訪問実施率

0

0

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

訪問件数（前年度１２月生まれから当年
度１１月生まれに実施した件数とする）

件

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、様々な不安や悩みを聞き、子育て支援に関する情報提供等を行うとともに、親子の心身の状況や養育環境等の把握や助言を行い、支
援が必要な家庭に対して適切なサービスに結びつけることを目的として実施する。訪問は保健師、看護師が主に実施する。
（実施方法）出生通知票などから事前電話連絡→訪問日を調整し訪問実施→訪問記録の作成→訪問報告会にて報告

千円 0 0 2,500

差額

（決算）

0 0 0

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

2,500 2,500

0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

0 0

3
500 0

0

0

0
0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

物に係るコ
スト

0
00 0

0 2,500
支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -2,103 -2,500

その他 千円

0 0 -397

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

0 4 0 1 0 2 1 3 0 1 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

国立市はグレーケースの母子が多い傾向がある。グレーケースにアプローチし早期発見・早期支援を目的とし
ている虐待予防スクリーニングシステムの子育てアンケートを中止すると、援助が必要な保護者が孤立し、乳
幼児の心身健やかな発達を妨げる。

×

グレーケースが多い国立市において、育児不安群にアプローチをすることを目的とした虐待予防スクリーニングシス
テムの導入は要支援者の早期発見・早期支援として効果的に実施できている。
親性育成が必要な要支援者が増えているため、虐待予防検討会にて、保健所・保健師（精神分野）・精神保健福
祉士・精神科医師のスーパーバイズを受けながら親性育成について学びを深めることで、より効果的な早期支援に
つながると考えられる。

成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

３～４ヶ月健診対象となる全員に郵送し実施しているため、公平・公正であると考えられる。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

３～４ヶ月健診のスタッフのマンパワーを利用しながら、虐待予防スクリーニングシステムに不可欠な子育てアン
ケートの問診・虐待予防要因一覧点数化の作業分のみの増員としている。
また、精神的支援を必要とするケースが増えているなかで、検討会でケースアセスメントする際に精神科医師は
不可欠であるため削減の余地はない。

コスト
削減 維持 増加

グレーケースが多い国立市において、育児不安群にアプローチをすること
を目的とした虐待予防スクリーニングシステムの導入は要支援者の早期
発見・早期支援として効果的に実施できている。
親性育成が必要な要支援者が増えているため、虐待予防検討会にて、保
健所・精神科医師のスーパーバイズを受けながら親性育成について学び
を深めることで、より効果的な早期支援につながると考えられる。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

対象の９５％以上が保健センターに来所する３～４ヶ月健診の場を利用し、アンケート結果がハイリスク判定で
あったり・支援方針が決まらない点に絞ることで効率的に実施しているため、事業費の削減余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

すべての乳児が対象であり、早期からの子育ち・子育て支援は、その後に大きな影響を及ぼすので、市が実施
しなけらばならない。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

子育てアンケート・検討会がその後の支援に反映できているかを評価するには、検討会後の実際の支援実施状
況や対象の経過を見る必要がある。親性育成が必要な要支援者が増えていることが分かってきた。虐待予防検
討会の参加者が、精神科医師や保健所のスーパーバイズを受けながら親性育成について具体的に学びを深
めることで、より効果的な早期支援が行えると考えられる。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

-110

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 424 314 367 0

0

0
0

424 314 367

0

0

0

0

0

0

0
0

0
0

千円

0 0

0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

557 609

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

人

71%

児童虐待新規発生件数

0

0

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

-110
0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

0

0

8

29

630

平成25年度

630548

平成26年度

・必要な子育て支援情報が得られる。
・必要な相談ができる。

592

0

千円

千円

0
人

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

虐待予防事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

件

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

子育てしやすい環境が整っていると思う
市民の割合

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

・すべての乳児およびその保護者

0

（当初予算)

1,250

7
（目標値)

250

60% 75%

1,050

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

・乳児健診で子育てアンケートを実施　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・ケースアセスメントをし、適切な支援を行うため虐待予防検討会を月1回実施
・検討会後地区担当保健師の個別援助を実施　　　　　　　　　　　　　　　　・精神疾患を持った母親、多問題家族の増加

●子育ち・子育てしやすい環境の中、保護者がいきいきと地域の中で子育てをしています
●子どもたちが心身ともに健やかに育っています

・親性育成が必要とされケースが増えている。虐待予防検討会を通して、親性育成について具体的に学びを深めていく。
・精神疾患がある母親、多問題家族が増加している傾向があり、支援内容・方法の充実。
・精神保健福祉士によるスーパーバイズを拡充

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
法令根拠

平成20

健康増進課

尾崎重明

所属課健康福祉部

保健事業係

0

1,250

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

乳児数

検討会後訪問件数

0

0

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

アンケート回収数

検討会対象人数

人

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
○子育てアンケート
乳児健診の案内に子育てアンケートを同封し郵送
主に子育てを行っている保護者が子育てアンケートを記入し、３～４ヶ月児健診時に持参する。
子育てアンケート等をもとに問診を行い、虐待要因一覧表に点数を入れ、定量的スクリーニングを実施する
○虐待予防検討会
虐待予防検討会で、子育てアンケートの定量的スクリーニングの結果をもとにアセスメントをし、援助の要否の判断・援助目標及び援助の具体的内容を検討し決定する。
参加者：精神科医師、保健所保健師、保健師（精神保健、地域保健担当）、子ども家庭支援センター地域支援ワーカー、保健センター保健師・助産師・看護師・栄養士
○個別援助活動 　　虐待予防検討会の後、地区担当・事業担当保健師が支援活動に入る。

千円 0 0 1,050

差額

（決算）

1,250 0 200

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

1,050 1,250

0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

1,250 0

8
210 40

200

0

200
0

7
250

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

物に係るコ
スト

0
00 0

0 1,250
支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -626 -936

その他 千円

-883 0 -310

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

0 4 0 1 0 2 1 3 0 1 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標 ✔  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-4,650 0 0

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -3,532 -3,532

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 4,650

0

物に係るコ
スト

0
0150 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

5
900

4,650 0

100

5
900

嘱託職員人件費計（Ｅ） 150
時間 100

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

4,500 4,500

100

0
11

4,650 0 0

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
こどもが健やかに育つために実施している健診後、疾病や異常の早期発見や発育・発達段階に応じた援助を実施する。
【事業の内容】
○健診後の個別フォロー（心理相談・個別訪問・保健師栄養士相談）・・・心理相談員による月1回の個別相談、地区担当保健師による個別相談・訪問、栄養士による個別相談
○健診後の集団フォロー教室（くれよん・ぱすてる）・・・くれよん年4クール、ぱすてる年1クール実施（小児神経医師、心理相談員、保健師、幼児指導員によるグループ遊びを通しての発達
支援および相談）
○健診後の継続フォロー健診（経過観察健診・発達健診）・・・経過観察健診月1回医師会小児科医師による実施、発達健診月1回個人委託小児科医師による実施

千円 0 0 4,650

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

相談者数

実施回数

人

150

00 0 0 0

4,650

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

乳幼児数

精密検査受診率
経過観察になった人のフォローできた割
合

健康増進課

尾崎重明

所属課健康福祉部

保健事業係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
母子保健法法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

こども相談30回 、訪問相談、1.6健診フォロー教室「くれよん」24回、くれよん個別相談36回、３健診フォロー教室「ぱすてる」6回、経過観察健診12回、発達健診12回

子育ち・子育てしやすい環境の中、保護者がいきいきと地域の中で子育てをしています
子どもたちが心身ともに健やかに育っています

グループの中で発達支援室の紹介をする等連携を図っていく。

（決算）
単位

5
（目標値)

900

76% 76%

4,650

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

0歳から就学前の子どもとその保護者

0

（当初予算)

1

4,500

件

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

子育て士y水環境が整っていると思う市
民の割合

千円
0

乳幼児健診後のフォロー事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

（決算）（Ａ）

0

千円

千円

0
人

平成26年度

250

乳幼児健康の保持および増進が図れる
子育ての不安が解消できる
保護者が子の健康状況を理解し、その子どもにあった関わりをもつことができる

639 600561

257 255

3943

平成25年度平成23年度
（決算）

0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

児童虐待新規発生件数

0

0

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

回

％

％

✔

3928 3947

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

0 0 0

0

0

0

0

0
0

0
0

1,118 1,118

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 1,118 1,118 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

母子保健法に基づく支援であり市が実施することになっている

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

児童青少年課、子育て支援課、障害者支援課との連携によって、フォローの場を充実させることができる。
親との関係づくり・連携が、子への継続的な支援につながる。そこに重点を置き取り組むことで成果を向上させ
ることができる。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

他部署との連携、職員のケースワーク力

現在の専門性の高さを維持すること

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

フォローの必要な親子なので専門職の委託は必要であり、教室運営にも独自配慮が必要なので、事業費の削
減はできない

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

母子保健法に基づく事業であり、支援が必要な親子への支援であるた
め、公平公正である。健診後のフォローは専門的な支援が継続して必要
なため、その専門性を維持していくことが重要。しかし、集団フォロー事業
については、他の部署に同じような事業があるため、連携し分担すること
ができるのではないか。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

母子保健法に基づく事業であり必要な親子への支援であるため、公平・公正である

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

健診フォローは継続性があり職員の関わりが不可欠

集団フォロー教室については他部署に同じような事業を実施しているところがあるため、連携が必要

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

他部署との情報の共有と連携の強化

母子保健法に基づく支援であり、廃止、休止すると親と子の一連の流れを受けたフォローの場がなくなり、子の
健やかな健康の保持が妨げられる。

○



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

2 4 1 1 5 0 2 2 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-37,092 0 -5,611

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

37,295

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -31,811 -37,422

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 113

37,295

0

0

物に係るコ
スト

25
3838 0

36,960

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 14

千円

うち委託料 千円

-10

-13

0

-50
0

7
15

113 0

25

8
25

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間 0

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

125 75

25

0
10

37,092 0 5,541

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

国保

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
（事務事業の内容）
 国民健康保険被保険者が出産したときに一時金を支給する。
  1．直接払い①被保険者が出産した医療機関が連合会に直接請求する。②連合会が保険者に請求。③資格確認して、支払い事務。出産費用が支給金額に満たない場合は、差額を支給
（世帯主に勧奨して申請による口座振込）。
2．直接払いを利用しない医療機関には世帯主申請により口座振込。　　①申請受付②資格、収納状況確認、③支払い事務
(予算の内訳）
　負担金、補助及び交付金

千円 0 0 31,881

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

38

00 0 0 0

19

37,422

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

健康増進課

坂本 茂樹

所属課健康福祉部

国民健康保険係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市国民健康保険条例法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

1．直接払い①被保険者が出産した医療機関が連合会に直接請求する。②連合会が保険者に請求。③資格確認して、支払い事務。出産費用が支給金額に満たない場合は、差額を支給
（世帯主に勧奨して申請による口座振込）。
2．直接払いを利用しない医療機関には世帯主申請により口座振込。

出産しやすい環境をつくることができる。

前年度と同様

（決算）
単位

7
（目標値)

15

100% 100%

125

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

国民健康保険加入者

0

（当初予算)

0.70%

1

75

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

出産育児一時金支給事業

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

14
14

（決算）（Ａ）

31,742

0

千円

千円

0
人

平成26年度

出産時にかかる費用が軽減される。

88 88105

12348

14

平成25年度

0.80%

平成23年度
（決算）

36,960

0

0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

0.70%

-14
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

0

0

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

12585 12348

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 31,742

千円

14 19 0

0

0

0

-70

5,553
0

0
5,553

0
70 0

0

0
0

0 -70

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 70 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

法定給付
保険者(市)が実施

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

現状では、成果が達成できていると思われるため

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

特に課題はありません。

法律の改正等があれば見直す。

コスト・効率性・公平性等に特に課題はありません。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

法律により、金額を決定

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

出産時の負担が軽減される事業であり、今後とも継続していきたい事業

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

給付条件が明確であり、手続きも直接払い制度ができた関係で簡略化されているため

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

今年度より、業務を正職員から嘱託員へ変更したため

現状では、単独にて成果が達成できていると思われるため

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

出産費用が増大し、出生率の低下につながる可能性がある。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

0 3 0 2 0 1 0 1 2 4 7 8 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

× ×

本事業を廃止した場合、保育所入所事務に時間と人的コストがかかり、利用者に円滑なサービスが提供できな
い。

○

子ども・子育て支援新制度の施行時期は決定しているが、制度の詳細については未定の事項が多いため、新制度
策定の進捗に合わせ、システムの仕様を検討し、導入を進めていく必要がある。

成
果

向
上

維
持

低
下

やり方を工夫して延べ業務時間を削減で
きないか？成果を下げずにより正職員以
外の職員や委託でできないか？（アウト
ソーシングなど）

新制度の詳細については未定の事項が多いため、業者の仕様設計に頼る又は早計に仕様設計を決定するとシ
ステム改修が追加発生する可能性がある。余計なコストを発生させないために、新制度に対応可能な適正なシス
テムの仕様を慎重に検討する必要がある。

×

事務事業名

政策名

施策名

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

子ども・子育て支援新制度の施行時期は決定しているが、制度の詳細については未定の事項が多く、今後決定される制度に対応ができるようなシステム
の仕様を検討しなければならない。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

契約事務規則に基づき、最少のコストで最良の契約を行うよう手続きを進めている。また、東京都より全額の補助
があるため、市の持ち出しはない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

子ども・子育て支援新制度の施行時期は決定しているが、制度の詳細に
ついては未定の事項が多く、今後決定される制度に対応ができるようなシ
ステムの仕様を検討しなければならない。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

契約事務規則に基づき、適正な契約手続きを進めているため、公平である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければなら
ないのか？税金を使う必要があるか、民
間や受益者ができる事業か？かつ、行
政が行うとした場合、国・都が行う事業
か、それとも市が行う事業か？

法令に基づく事務に必要なため。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異はな
いか？何が原因で成果向上が期待でき
ないのか？

保育総合システムの導入経費については、平成25年度中に着手し、平成26年度中に完了することを条件に、東
京都より補助金が全額支給されることになっており、補助条件を満たすように本事業を進行している。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以外
他に方法はないか？類似事業との統廃
合ができるか？類似事業との連携を図る
ことにより、成果の向上が期待できる
か？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響の
有無とその内容は？（そもそも、この事業
は、施策の目的や公益の増進に役立っ
ているか？)

同課児童青少年係のシステムとの連携が可能であり、既にサーバーを共有している。さらに、今後、幼稚園シス
テムとの連携も予定している。

14,417

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 14,417 2,627 0

0

0
0

2,627

0

✔

3372

#DIV/0!#DIV/0!

0

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

通

維持補修費

扶助費

その他

補助費等
繰出金

千円

0

千円

（Ｂ）-（Ａ）

14,417
0

0

16%

0

14,417

0

#DIV/0!

物件費

％

分担金及び負担金
使用料及び手数料

千円

繰入金

千円

千円

千円

3349

14,417

平成25年度平成23年度
（決算）

0

0

平成26年度

システムの導入により保育所入所事務の効率化を図る。

7 7

（決算見込み)（Ｂ）

目標年度

0

20000

時間

千円

人

千円

千円

千円

0
人

保育総合システム運用事業

千円

平成24年度

％

平成22年度
（決算）（Ａ）

0

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

子育てしやすい環境が整っていると思う市民の割合

千円

0

2,627

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
子ども子育て支援法法令根拠

平成26平成25

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

①保育総合システム及び稼働に必要な機器を購入
②市ホストコンピュータと連携
③東京都に補助金を申請

保育所事業者に対して円滑な運営業務ができる。
保育所利用者に円滑なサービスを提供するとともに、適切な保育料徴収管理ができる。

①稼働、テスト及び仕様の確認（追加）
②東京都に補助金を申請

14,917

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表
す指標）

就学前児童数（4/1）

入所申請者数

通知件数

（決算）
単位

1
100

#DIV/0! 3%

0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

2,627
4,088
0

2,627 0

0

0

0

00 0 0
0

00
0

14,417

0

0
0

0
0

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
【事業内容】
平成27年4月から施行される子ども子育て支援新制度に対応する保育総合システムの導入を行う。
【事務内容】
①保育総合システムの購入
②保育総合システムの稼働に必要な機器の購入
③市ホストコンピュータとの連携
④稼働、テスト及び仕様の確認
⑤東京都に補助申請等を行う

千円 0 0 0

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

クライアント数 台

0

0

3,127 0 14,917

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

児童青少年課

田代　和広

所属課子ども家庭部

保育・幼稚園係

（目標値)

就学前児童

（当初予算)

10000

500

人

0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0

0

時間 0

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

0
0
0

0 500

0

0
00

0

100

500

0

500
0

1
100

500 0

0
0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0

物に係るコ
スト

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 0 -500

その他 千円

収
入
内
訳

収入計（J）

14,417
千円

-500 0 -500

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

500

4,088

14,417

0
0



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

0 3 0 2 0 4 1 2 6 5 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ✔  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

✔  削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

保育料の徴収事務を廃止したり保育料の徴収事務を廃止した場合、認可保育所の運営に支障をきたし、児童
の保育が欠けてしまうか、又は保護者の仕事をやめなければならなくなり、保護者の子育てと就労等の両立に
重大な影響がある。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

本事業の対象は、児童福祉法第56条第2項の規定により認可保育所入所児童の扶養義務者となっている。また
同法により負担能力に応じて徴収することとされており、当市において保育料は、市条例により入所児童の世帯
の前年度市民税及び前年所得税の課税状況で決定されており、受益者負担の公平･公正性を損なっていると
は言えない。また保育所の入所については、申し込み児童が定員を超えた場合には、入所選考の際に、市規
則の基準に従って優先度の高い児童から決定しており、公平である。保育料本人負担金は市条例により保護者
の所得税額等で決定されており、費用負担については適正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

業務を嘱託・臨時職員等へ振り分けることで若干の削減余地がある。

現状では当市の事業規模、徴収率、保育事務の連携を考えれば、保育主管部署で行うのが妥当であると考え
るから。

コスト
削減 維持 増加

事業全体として、目的・有効性・公平性は図られていると考える。業務の
効率性については、若干の向上の余地があると考えられる。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効率性評価の面から考え、正規職員以外の職員に業務を振り分けることによって効率性が上がり、人件費の削減が見込めると思われる。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

保育料徴収に関して、口座振替利用率の向上により若干の削減余地がある。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

認可保育所の保育料の徴収は児童福祉法第56条第2項の規定により定められているところであり、公共関与が
妥当である。法律上、本事業の一部を民間へ委託することは可能であるが、個人情報等の面において、当市で
は市が直接行うことが妥当であると考える。入所決定に関しては、保育に欠ける児童に対して保育を実施するこ
とで、子育てと就労等の両立を支援しており、子育て・子育ちのしやすい環境づくりの推進に結びついている。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

保育料は、増額すれば市民の負担増となり、減額すれば認可保育所の運営に支障をきたすという関係にあり、
国基準に対する徴収率や他市の状況、保護者の保育に対するニーズ等を踏まえ、当市では現行の保育料が
確保されるようにすることが妥当であると考える。入所に関しては、保育所の増設及び施設改修により、入所定
員の増員を図ることによって待機児童解消を進めている。ただし４，５歳児については定員が埋まらないことが多

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0 0

0

0
0

0

0

0

0

0

0

0
0

0
0

千円

3,990 2,322

0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ 100%100%

✔

13479 13619 14198

99.6

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

千円

人

人

％

100%

子どもの成長に関して悩みや不安を抱
える保護者の割合

0

-757

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

99.9 98.5

14198

未確定249344

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

392

7,500

4,696

13199

227015 231477 240788

13479 13619

37 44 32

未確定

3,990

平成25年度

未確定

35

13199 13479 13619

13199

平成26年度

36

児童の保護者の子育てと就労等の両立及び児童の健全な育成が支援される。

14198

7,892

千円

千円

7,500
人

261

4,747

（決算）（Ａ）

千円

1,500

時間

千円

人

千円

保育所入所決定及び保育料決定収納事務

千円

平成24年度

％

平成22年度

％

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

子育てしやすい環境が整っていると思う
市民の割合

千円

261
392

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

保育に欠ける児童及びその保護者

0

（当初予算)

未確定

1

7,500

2
（目標値)

1,500

100% 100%

7,892

出納閉鎖期間のため未確定 未確定

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

年度当初の一斉入所決定のほか、月１回を基本として入所決定を行った。
延入所児童数  　14,198人　　　　年度当初待機児童数　　32　人
保育料調定額　　249,344,100円　　　収納額　　　　　　　　　　円

●子育ち・子育てしやすい環境の中、保護者がいきいきと地域の中で子育てをしています。
●子どもたちが心身ともに健やかに育っています。

前年度と同様。

（決算）
単位

2

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市保育の実施に関する条例及び国立市保育費用徴収条例法令根拠

児童青少年課

田代　和広

所属課こども家庭部

保育・幼稚園係

0

11,882

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

入所児童

保育料調定額

年間入所児童数

収納率

0

2,322

392

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

入所児童

年度当初待機児童数

人

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
児童福祉法第２４条第１項の規定に基づき、保育に欠ける児童の保護者からの、認可保育所への入所申込に対して、入所要件の審査及び入所児童の選考、並びに入所決定を行う。
年度当初の一斉入所決定のほか、月１回を基本として行う。また、認可保育所入所児童の保護者に対して、保育料を決定し、徴収する。

(事務の内容)
①年度当初に、世帯の前年度市民税及び前年所得税の課税状況により決定された保育料の通知書を送付する。
②月に一度、口座データを金融機関へ、納入通知書を保護者へ送付する。
③日々・月ごと･年度末に納入確認を行う。
④期限までに納付がない者に対しては、督促・催告を行う。

千円 12,356 12,588 12,639

差額

（決算）

10,214 0 -757

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

7,500 7,500

261

0
11

嘱託職員人件費計（Ｅ） 392

1
時間 261

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数 1

7,892 0

261

2
1,500

2
1,500 0

0

0

0
0

2
1,500

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 4,464 4,696 4,747

千円

うち委託料 千円

-757

物に係るコ
スト

0
0392 0

7,892 7,892
4,464

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 -12,356 -12,588 -12,639 -11,882

その他 千円

-10,214 0 757

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

0 3 0 2 0 5 0 1 2 7 2 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

✔  削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-817,257 0 -37,523

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

810,705

0

0
0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 -791,413 -800,332 -773,182 -810,705

その他 千円 23,963 23,231 22,156

収
入
内
訳

収入計（J）

15,367
千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

827,278

物に係るコ
スト

77

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

76
150,000

817,257 0

40,470
0

154,000
75

150,000

3

嘱託職員人件費計（Ｅ） 60,705

2

30

0

時間 40,470

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数 30

3,276
0
0

750,000 750,000

40,470

0
2929

60,705

817,257 0 0

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

児童青少年課

田代　和広

所属課子ども家庭部

保育・幼稚園係

（目標値)

0

生後８週間経過の児童から小学校就学前の児童

（当初予算)

34

750,000

件

人

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
児童福祉法に基づく児童福祉施設である認可保育所は、市内に１１カ所有り、家庭での保育に欠ける児童の保育を行っている。市内の公立保育所は４カ所あり、各保育園の定員は、なかよし
保育園が108名、矢川保育園が100名、西保育園が100名、東保育園が108名。各保育園とも産休明け保育、延長保育を実施している。
　

千円 827,278 837,278 810,705

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

延入所児童数 人

60,705

0

6,5524,368

2
2,184
4,368 0

0
00

29

0

0

0
0

0
0

0
0

0 0

0

0

0

810,705

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表
す指標）

就学前児童数(1月1日現在外国人登録者含む）

待機児童数

（決算）
単位

76 76
150,000

95% 100%

810,705

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市管外認定こども園運営費補助要綱法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

保育指針に基づく保育の実施
延入所児童数　　4800人

●子育ち・子育てしやすい環境の中、保護者がいきいきと地域の中で子育てをしています
●子どもたちが心身ともに健やかに育っています。

前年度と同様

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

子育てしやすい環境が整っていると思う市民の割合

千円

41,940
62,910

公立保育園運営事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

2,184

（決算）（Ａ）

837,278

41,940

4878

152,000

時間

千円

人

千円

千円

千円

760,000
人

平成26年度

-49

保育に欠ける児童の保育を行い、児童の健全育成を図る。

4800

0

48004922 4880

（決算見込み)（Ｂ）

目標年度

0

32

3394 3367

平成25年度

35 37 44

平成23年度
（決算）

62,910

770,000

0

-80

（Ｂ）-（Ａ）

-12

-15,367
0

0

100%

児童虐待件数

0

0

0

0

#DIV/0!

物件費

％

分担金及び負担金
使用料及び手数料

千円

繰入金

千円

千円

千円

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

維持補修費

扶助費

その他

補助費等
繰出金

千円

0

千円

✔

3410 3416 3367

96%96%

0

-22,156

11,902 13,715

0

0

-37,523

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

35,865 36,946 37,523 0 0 0

0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければなら
ないのか？税金を使う必要があるか、民
間や受益者ができる事業か？かつ、行
政が行うとした場合、国・都が行う事業
か、それとも市が行う事業か？

　児童福祉法に基づき、保育に欠ける児童を保育所で保育することは、市の責務であり妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異はな
いか？何が原因で成果向上が期待でき
ないのか？

　待機児童を解消するために、公立保育園の定員を増やすためには、建物面積や人の配置などの増について
検討する必要がある。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以外
他に方法はないか？類似事業との統廃
合ができるか？類似事業との連携を図る
ことにより、成果の向上が期待できる
か？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響の
有無とその内容は？（そもそも、この事業
は、施策の目的や公益の増進に役立っ
ているか？)

児童福祉法に基づく児童福祉施設である。

事務事業名

政策名

施策名

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

　待機児童を解消するために、公立保育園の定員を増やすためには、建物面積や人の配置などの増について検討する必要がある。

民営化することにより、福祉サービスを維持しつつ、市の負担は減らすことができる。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

現在でも可能な限りの経費の節減には努めているが、低年齢児の待機児が増加している現状においては、人件
費等の削減は難しい。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

　保育ニーズが多様している中、それにどう対応していくか様々な角度か
らの検討が必要となっている。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

受益者からは、市条例により本人負担金（保育料）を徴収しており、適切である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

× ×

児童福祉法に基づく市の責任が果たせない。
本事業を廃止･休止すれば、児童の保育が欠けてしまうか、又は保護者の仕事をやめなければならなくなり、保
護者の子育てと就労等の両立に重大な影響がある。

○
成
果

向
上

維
持

低
下

やり方を工夫して延べ業務時間を削減で
きないか？成果を下げずにより正職員以
外の職員や委託でできないか？（アウト
ソーシングなど）

延長保育、地域交流など保育サービスが多様化している中で工夫が必要である。　なお、用務員については２２
年度から全園嘱託化。　栄養士についても１園で嘱託化。調理員は2園で嘱託化。

×



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

0 3 0 2 0 5 0 1 2 7 2 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

× ×

　施設が老朽化してきており、毎年の計画的な維持管理が必要である。

○

施設が老朽化しているため、修繕では対応できなくなってきている。建て替えや取り替えを進めることで微細な修繕
費を支出することなく維持管理できる。

成
果

向
上

維
持

低
下

やり方を工夫して延べ業務時間を削減で
きないか？成果を下げずにより正職員以
外の職員や委託でできないか？（アウト
ソーシングなど）

×

事務事業名

政策名

施策名

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

施設が老朽化しているため、修繕では対応できなくなってきている。

計画的に修繕や入れ替えを行うことでコストパフォーマンスが向上するが、金額が高額なため、現状を維持し続けることと費用対効果を考えて施設維持を
おこなうこと

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

　改修工事、修繕等の施設整備は緊急性、必要性を考慮し進めているが、施設の老朽化のため修繕改修の必
要性は高くなっている。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

目的妥当性・有効性・効率性・公平性とも妥当であると考えている。
施設が老朽化してきている中で、入所児童が安心して園生活を送れるよう
緊急性・必要性を考慮した整備計画を推進していく必要がある。
　実施計画で検討している保育園の維持管理整備事業について、優先度
を検討しながら、耐震工事と併せて可能な限り実施する。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

　設備の維持管理は外部委託、施設改修工事は指名競争入札により行っている。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければなら
ないのか？税金を使う必要があるか、民
間や受益者ができる事業か？かつ、行
政が行うとした場合、国・都が行う事業
か、それとも市が行う事業か？

　公立保育所の維持管理・施設整備は施設管理者である市の役割である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異はな
いか？何が原因で成果向上が期待でき
ないのか？

　施設の改修工事、修繕の計画については、市全体計画の中での調整が必要になる。毎年再構築の必要が出
てくる。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以外
他に方法はないか？類似事業との統廃
合ができるか？類似事業との連携を図る
ことにより、成果の向上が期待できる
か？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響の
有無とその内容は？（そもそも、この事業
は、施策の目的や公益の増進に役立っ
ているか？)

　施設の改修工事、修繕等の施設整備の計画に当たっては、各園の状況、緊急度などを考慮し進める必要があ
る。

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

3 3 3 3 3 0

0

3 0
0

0

✔

4 4 4

100%100%

0

事業コード

国庫支出金
都支出金

園

件

維持補修費

扶助費

その他

補助費等
繰出金

千円

0

千円

0

0

（Ｂ）-（Ａ）

0

0
0

0

98%

0

0

0

0

#DIV/0!

物件費

％

分担金及び負担金
使用料及び手数料

千円

繰入金

千円

千円

千円

4 4

平成25年度

5 4 2

平成23年度
（決算）

0

1,000

平成26年度

0

　保育園入所児童が安心して健やかに園生活が送れる

2

0

36 2

（決算見込み)（Ｂ）

目標年度

0

2

600

時間

千円

人

千円

千円

千円

3,000
人

公立保育園運営事業

千円

平成24年度

9,277

％

平成22年度

10,069

（決算）（Ａ）

1,000

5

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

子育てしやすい環境が整っていると思う市民の割合

千円

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市管外認定こども園運営費補助要綱法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

平成２５年度は東保育園ボイラー改修工事およびなかよし保育園の外壁改修工事・外構工事等を行った。

●子育ち・子育てしやすい環境の中、保護者がいきいきと地域の中で子育てをしています
●子どもたちが心身ともに健やかに育っています。

保育園3園（矢川保育園を除く）のガスヒートポンプ室外機の入れ替え工事

54,501

3

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表
す指標）

市立保育園数

主な施設整備及び修繕の件数

（決算）
単位

1 1
30

100% 100%

1,000

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

0
44,282

0 0

0

0

0

00 0 0 00

54,351

0

0
0

0
0

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
　児童福祉法に基づく児童福祉施設での保育の実施にあたり、児童の安全に配慮し保育ができるよう施設の維持管理、施設改修工事及び修繕、設備保守点検、警備委託など行う。特に各
施設とも老朽化してきており、年次計画に基づく改修工事等が必要となっている。

千円 11,737 10,277 11,069

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

施設改修工事計画の件数 件

0

0

150 0 43,432

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

児童青少年課

田代　和広

所属課子ども家庭部

保育・幼稚園係

（目標値)

0

市立保育園

（当初予算)

3

150

人

200
1

200

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

1,000 150

0

0

-170

-850

0

-850
0

1
30

150 0
0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 8,737 9,277 10,069

千円

うち委託料 千円

8,737

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

3,000

物に係るコ
スト

1

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 -11,734 -10,274 -11,066 -54,498

その他 千円 3 3 3

収
入
内
訳

収入計（J）

千円

-147 0 -43,432

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

150

54,351

44,282

0
0



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

0 3 0 2 0 4 1 2 6 7 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO） ✔  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

✔  削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-7,125 0 -567

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

11,928

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 -6,038 -6,931 -6,573 -7,140

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

9,788

500 1,000

11,928

0

物に係るコ
スト

0
00 0

12,163

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

100

500

0

500
0

1
150

750 0

1
100

1
100

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

500 1,000

0

12,913 0 567

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
市内の児童が入所した家庭福祉員に対して、運営費等を支払う。
現在市内には、家庭福祉員が3名いる。

(事務の内容)
①市内の児童が入所する家庭福祉員と年1回契約を締結する。
②上記の家庭福祉員から月を単位として運営費等の請求を受けた後、確認し、支払いを行う。
③月に一度、家庭福祉員から在籍児童の状況につき報告を受ける。
④補助事業について、都へ補助申請等を行う。

千円 10,288 12,665 12,361

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

市内家庭福祉員数

入所児童数

人

0

00 0 0 0

12,928

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

市内家庭福祉員数

入所児童数

認可保育所待機児童数

児童青少年課

田代　和広

所属課子ども家庭部

保育・幼稚園係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市家庭福祉員制度運営要綱法令根拠

昭和47

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

市内家庭福祉員数　3名
延入所児童数　108人

●子育ち・子育てしやすい環境の中、保護者がいきいきと地域の中で子育てをしています
●子どもたちが心身ともに健やかに育っています。

前年度に加え、認可保育所との連携保育を行う。また、保護者の負担軽減のため、月5,000円の補助を行う。

（決算）
単位

1 1
（目標値)

200

53% 55%

500

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

ア）家庭福祉員
イ）上記に入所している児童及びその保護者

0

（当初予算)

36

750

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

子育てしやすい環境が整っていると思う
市民の割合

千円
0

家庭福祉員運営助成事業

千円

平成24年度平成22年度

千円

100

時間

千円

人

千円

（決算）（Ａ）

12,165 11,861

500

千円

千円

500
人

平成26年度

108

ア）家庭福祉員事業の円滑な運営及び保護者の経済的負担を軽減できる
イ）保護者の子育て及び就労等の両立が支援される

3 3

108

3 3 3

3

108 108 108

3

平成25年度

35

108 108 108

37 44

平成23年度
（決算）

12,163

0

500

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

32

108108

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

55%

児童虐待件数

0

0

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

人

人

✔

3 3 3

％ 55%59%

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

12,165 11,861

9,788千円

0 0 0

0

0

0

0

67
0

0
67

5,788 5,788 5,788

0

0

0

4,250 5,734

0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

4,250 5,734 5,788 5,788 5,788

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

本事業は、子育てと就労等の両立支援のための事業であり、公益性が高いと考えられる。
現在は、行政の財政措置なしでの本事業の実施は難しいことから、公共関与が妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

本事業は、本来国や都の一定の基準を満たした認可・認証保育所において保育の実施が行われるのが望まし
いが、現に認可･認証保育所の不足等のために入所している家庭福祉員に対して運営費等を支払う事業である
ので、当市として成果を向上させる余地はない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？
家庭福祉員制度は、もともと、保育に欠ける児童は国の基準を満たした認可保育所で保育が実施されることが望ましいとされていたが、認可保育所待
機児童の解消や家庭的雰囲気の中での保育ニーズ等を理由に設けられた制度であり、待機児童が一定数いる現状において、事業の継続が望まし
い。

今後、子ども子育て新システムにおいて、家庭福祉員制度は地域型保育事業に位置づけられており、その制度への移行等を含めた検討が必要であ
る。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

・本事業は都の補助基準額等に基づき定めた要綱の額によるため、これを改める明確な基準がない限り事業費
の削減は難しい。
・現状では、事業費を削減すると家庭福祉員の運営及び保護者の保育料に影響を与えるため、削減できない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

事業全体として、目的･有効性･公平性は図られていると考えている。
業務の効率性について、若干の向上の余地があると考えられる。
利用者の需要･児童の健全な発達及び利用者数から、現行の保育サービ
スを継続していきたいと考えている。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

本事業は、児童に適切な保護を行うために、市及び都の基準を満たした施設である家庭福祉員を対象としてい
るため、公平・公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

事務を嘱託･臨時職員等へ振り分けることで、若干の削減余地がある。

本来保育に欠ける児童は、国や都の一定の基準を満たした認可・認証保育所において行われるのが望ましい
が、現に認可･認証保育所の不足等のため家庭福祉員へ入所している児童がいる現状にかんがみ、統廃合は
難しい。

×
成
果

向
上

維
持 ○

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

今後、子ども子育て新システムにおいて、家庭福祉員制度は地域型保育事業に位置づけられており、その制度への移行等を含めた検討が必要であ
る。

本事業を廃止すれば、児童の保育が欠けてしまうか、又は保護者が仕事をやめる等、保護者の子育てと就労
等の両立に重大な影響がある。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

0 3 0 2 0 4 1 2 6 8 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-1,500 0 -2,123

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 -1,500 -1,500 4,618 2,495

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

1,500 1,500
8,713

741

物に係るコ
スト

0
00 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 8,713 11,850 3,420

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

2
300

1,500 0

2
300

2
300

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

1,500 1,500

0

1,500 0 741

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
家庭において監護を受けられない児童又は保育に欠ける児童が、病気の回復期から回復期には至らないけれども当面病状の急変はないと医師に診断された状態にあって、集団保育を受
けることが困難な場合、一定期間、当該児童に対し保育を実施する。保護者は、利用前日までに登録をしておき、予約をすることが利用が可能となる。尚、定員は６人で、利用料は１日あた
り2千円（非課税世帯であれば無料）。事業開始時より、医療法人へ委託し医療機関にて実施している。
(事務の内容)
①毎年度初めに業務委託契約を締結する。②毎月、実施施設から前月分の実施報告及び新規登録書を受ける。
③実施報告の確認及び新規台帳登録を行う。④四半期ごとに委託料の支払いを行う。
⑤年度終了後、実績報告を受け、確認を行う。⑥国･都への交付金等申請を行う。
（事業費の内訳）委託費

千円 10,213 13,350 4,920

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

開設日

延べ利用者数

日

0

00 0 0 0

5,661

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

対象年齢児童数（０～９歳児）

利用者数

児童青少年課

田代　和広

所属課こども家庭部

保育・幼稚園係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市病後児保育事業実施要綱法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

開設日 247 日
延利用者数 864 名

●子育ち・子育てしやすい環境の中、保護者がいきいきと地域の中で子育てをしています
●子どもたちが心身ともに健やかに育っています。

前年度と同様。

（決算）
単位

2 2
（目標値)

300

-94% -44%

1,500

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

生後6ヶ月～小学校3年生までの児童及びその保護者

0

（当初予算)

未確定

1,500

％

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

子育てしやすい環境が整っていると思う
市民の割合

千円
0

病児・病後児保育事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

千円

300

時間

千円

人

千円

3,420

（決算）（Ａ）

1,500

千円

千円

1,500
人

平成26年度

未確定

子どもが病気の際でも、子育て及び就労等の両立できる。

247 未確定

715

245 244 243

5868

827 940 864

5653

4,161

平成25年度

715 827 940

平成23年度
（決算）

0

1,500

11,850

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

864

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

-1,382
0

0

100%

子供の成長に関して悩みや不安を抱え
る保護者の割合

0

741

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

人

✔

5792 5737 5664

％ 11%15%

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

4,161 0 0

0

0

0

0

0
0

0
0

9,538 8,156 未確定

0

0

0

8,713 11,850

0

0 -1,382

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

8,713 11,850 9,538 8,156 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

子育てと就労等の両立支援のための事業であり、公益性が高いと思われる。
現在市内で本事業を実施している民間事業者は他になく、最低限の供給量を確保する必要がある。また現在
は、行政の財政措置なしでの本事業の実施は難しいことから、公共関与が妥当であると思われる。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

対象年齢の児童の保護者へ一層の事業の周知を図ることで、利用者の増加を見込むことができる。21年度から
は急性期の児童でも受け入れたため、より利用者が増加した。
拠点数の増加や病床数の増加の検討については、利用者の増加や利用できなかった方の数を把握する、月ご
とのピークオフを確認して後に検討していく。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

現状では、国で示している基準に基づき事業費を積算して契約を実施している。
委託事業所がこれ以上の削減では受託が見込まれない可能性があるため、削減の余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

事業全体としては、目的は妥当である。
業務の有効性、公平性について、若干の向上の余地がある。
市民に対してさらなる事業内容の周知を図る必要がある。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

本事業の対象は、対象年齢の児童及びその保護者の全てが利用者となりうる。
また、生活保護世帯及び市民税非課税世帯を除き、市内利用者全てが均一の利用料（２千円）であるため、公
平・公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

適切に事務作業の効率化を行っており、大きな削減余地はない。

当面新たな施設の開設予定はなく、類似施設もないことから、統廃合・連携はできない。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

現在市内に実施か所が一か所しかなく、本事業を廃止した場合、保護者の子育てと就労の両立に重大な影響
がある。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

0 3 0 2 0 5 0 1 2 7 4 5 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
✔ 廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-400 0 -4,231

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

1,000

5,731

0
0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 -2,500 -51,761 -11,482 -15,713

その他 千円

収
入
内
訳

収入計（J）

千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

2,500

物に係るコ
スト

1

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 49,261 8,982

千円

うち委託料 千円

-300

-1,500

0

-1,500
0

1
80

400 0
0

500
2

500

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

2,500 1,000

0

0

400 0 4,231

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

児童青少年課

田代　和広

所属課子ども家庭部

保育・幼稚園係

（目標値)

0

園舎の建替え及び耐震補強工事を予定している市内認可保育所

（当初予算)

1

400

件

人

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
　矢川南保育所は、市内認可保育所が園舎の建替え等工事期間中に利用する仮園舎として建設されており、平成23～25年度にかけて各園の工事が終了するまで維持管理運営を行ってい
る。これにより工事の安全性の確保及び工事期間の短縮が見込まれ、市内認可保育所が耐震基準を迅速にクリアすることができた。矢川北アパートの耐震基準値が国立市重要施設の基準
0.75より低かったため、平成25年12月より市立矢川保育園が使用することとなった。終了予定時期は平成29年秋である。
使用スケジュール履歴
①平成23年8月～平成24年6月　春光保育園
②平成24年6月～平成24年10月　東保育園
③平成24年10月～平成25年3月　なかよし保育園
④平成25年3月～平成25年8月　国立あゆみ保育園
⑤平成25年12月～平成29年秋　矢川保育園

千円 2,500 51,761 11,482

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

矢川南保育所を利用する市内認可保育
園

園

0

0

00 0 0 00

14,713

0

0
0

0
0

0
0

0 0

0

0

0

15,713

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表
す指標）

園舎建替え及び耐震補強工事等を予定している市内認可保育園

耐震工事を行った園

（決算）
単位

0 2
200

100% 100%

2,500

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市管外認定こども園運営費補助要綱法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

国立あゆみ保育園耐震改修の間の使用
矢川保育園　耐震基準値以下だったため平成25年12月より使用

●子育ち・子育てしやすい環境の中、保護者がいきいきと地域の中で子育てをしています
●子どもたちが心身ともに健やかに育っています。

矢川保育園の事業運営のための施設

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円

0

矢川南保育所維持管理運営事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

8,982

（決算）（Ａ）

2,500

500

時間

千円

人

千円

千円

千円

2,500
人

平成26年度

-6

保育に欠ける児童の保育を行い、児童の健全育成を図る。

1

0

11 4

（決算見込み)（Ｂ）

目標年度

0

2

1

14,713

平成25年度

1 3

平成23年度
（決算）

0

2,500

49,261

0

-3

（Ｂ）-（Ａ）

-1

0
0

0

100%

0

5,731

0

0

#DIV/0!

物件費

％

分担金及び負担金
使用料及び手数料

千円

繰入金

千円

千円

千円

事業コード

国庫支出金
都支出金

園

園

維持補修費

扶助費

その他

補助費等
繰出金

千円

0

千円

✔

4 7 1

100%100%

0

0
0

0

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0 0

0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければなら
ないのか？税金を使う必要があるか、民
間や受益者ができる事業か？かつ、行
政が行うとした場合、国・都が行う事業
か、それとも市が行う事業か？

都有地に建設された仮園舎であり、また公立私立ともに使用するため、市が責任をもって管理すべき事業であ
る。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異はな
いか？何が原因で成果向上が期待でき
ないのか？

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以外
他に方法はないか？類似事業との統廃
合ができるか？類似事業との連携を図る
ことにより、成果の向上が期待できる
か？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響の
有無とその内容は？（そもそも、この事業
は、施策の目的や公益の増進に役立っ
ているか？)

市の単独事業であり、一時的なものであるため、連携などをとることはできない

事務事業名

政策名

施策名

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

国立市としては00人以上を収容できる保育施設を持ち合わせていない。しかし、都市計画道路予定を一時的に借用できそこに賃貸の家屋を置くことで保
育業務を止めることなくできる

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

仮園舎の建設にあたっては、再リース品を活用するなど安全性を確保した上でコスト削減を行っている。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

耐震補強工事は一日も早く行わなければならないため、仮園舎の効果的
な利用が重要となっている。
また、仮園舎の維持管理だけではなく、周辺地域の住民に対しても十分な
安全管理を行うよう徹底する。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

私立保育園が仮園舎を利用する場合は、光熱水費等の維持管理経費を負担してもらっている。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

× ×

耐震補強等の工事は、１日も早く対策を行うよう各保育園の保護者から希望が寄せられている。また、工事を行
う園は耐震診断により工事が必要とされている園であるので、この事業を廃止・休止することは不可能である。

○

平成29年秋には新園舎が完成する予定のため

成
果

向
上

維
持

低
下

やり方を工夫して延べ業務時間を削減で
きないか？成果を下げずにより正職員以
外の職員や委託でできないか？（アウト
ソーシングなど）

安全性等確保のため、関係機関との様々な調整が必要となるため、業務時間の削減は難しい。

×



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

0 3 0 2 0 6 0 1 2 7 4 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

✔  削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-1,551 0 436

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

1,485

9

0
0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -1,986 -1,550

その他 千円

収
入
内
訳

収入計（J）

71 71
千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0

物に係るコ
スト

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 127

千円

うち委託料 千円

-89

-445

0

-445
0

1
300

1,500 0

0
0

1
386

0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0

0

時間 0

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

0
0
0

1,930 1,485

0

0
00

0

1,622 0 -436

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

児童青少年課

田代　和広

所属課子ども家庭部

保育・幼稚園係

（目標値)

市内私立幼稚園

（当初予算)

100

1,500

人

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
　「市町村における東京都の事務処理の特例に関する条例」により、東京都知事の権限に属する事務の一部を市町村が処理することと定められている。
その規定の中で、私立幼稚園の下記の事務について、各市が行うこととされている。
○学校教育法第４条第１項の規定による設置廃止、設置者の変更及び収容定員に係る学則の変更の認可
○学校教育法第１０条の規定による校長を定めた旨の届出の受理
○学校教育法第１３条の規定による閉鎖命令
○私立学校法第６条の規定による報告書の提出の要求　　　等
⇒各学校等から提出される認可、届出等指導監督事務並びに東京都からの各種調査集計回答事務及び各種通知事務を処理している。
現在、国立市が所管する私立幼稚園は９校である。

千円 0 0 2,057

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

認可・届出の受理・審査件数

各種調査・照会・通知件数

件

0

0

00 0 0
0

00
0

136

0

0
0

0
0

122
0
0

122 0

0

0

0

1,621

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表
す指標）

私立幼稚園

適正に運営されている幼稚園の割合

（決算）
単位

1
297

97% 96%

1,930

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計 市町村における東京都の事務処理の特例に関する条例
（平成１１年１２月２４日東京都条例第１０７号）

法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

園則変更届1件、園地変更届1件、教職員解職・採用届7件。各種調査事務 14回、照会・通知事務190回、苦情による現地調査１回。

●子育ち・子育てしやすい環境の中、保護者がいきいきと地域の中で子育てができる
●子どもたちが心身ともに健やかに育つ

前年度とほぼ同様。
平成27年度子ども・子育て支援新制度に施行に向けて、既存の市内幼稚園が、「現行の幼稚園」を選択するか、新制度における「施設型給付の幼稚園」に移行するかを確認する。

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

子育てしやすい環境が整っていると思う市民の割合

千円

0

私立幼稚園指導監督事務

千円

平成24年度

％

平成22年度

127

（決算）（Ａ）

0

時間

千円

人

千円

千円

千円

0
人

平成26年度

200

所管する学校を適正に指導監督及び各種認可・届出・調査等を確実に実施することに
よ
り、学校が円滑に運営される

9 1214

（決算見込み)（Ｂ）

目標年度

100

49 204

9

136

平成25年度

100

平成23年度
（決算）

0

0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

96%

0

9

0

#DIV/0!

物件費

％

分担金及び負担金
使用料及び手数料

千円

繰入金

千円

千円

千円

事業コード

国庫支出金
都支出金

園

件

％

維持補修費

扶助費

その他

補助費等
繰出金

千円

0

千円

✔

9 9

#DIV/0!#DIV/0!

0

0
0

71

0

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 71 71 71 0

0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければなら
ないのか？税金を使う必要があるか、民
間や受益者ができる事業か？かつ、行
政が行うとした場合、国・都が行う事業
か、それとも市が行う事業か？

認可・届出を受ける事務を含むため、行政がおこなわなければならない。
本来は東京都知事の権限であるが、東京都条例により権限が各市に委譲されている。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異はな
いか？何が原因で成果向上が期待でき
ないのか？

円滑な私学行政の運営がなされている。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以外
他に方法はないか？類似事業との統廃
合ができるか？類似事業との連携を図る
ことにより、成果の向上が期待できる
か？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響の
有無とその内容は？（そもそも、この事業
は、施策の目的や公益の増進に役立っ
ているか？)

総務課所管の私立専修・各種学校事務と児童青少年課所管の私立幼稚園事務において、既に連携をとってい
る。

事務事業名

政策名

施策名

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

事業費としては、消耗品及び郵便料といった最小限の予算のみである。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

私立幼稚園に係る事務は、東京都条例により、各市が事務処理を行うこと
とされているので、事務内容についての改善余地はないと思われる。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

公平な私学行政の運営のため、市内私立幼稚園に指導監督を行っている。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

× ×

「市町村における東京都の事務処理の特例に関する条例」により、市長が処理する法定事務である。

私立学校に係る事務は、東京都の条例により、各市が事務処理を行うこととされているので、事務内容についての改
善余地はないと思われる。しかし、各園長の高齢化による世代交代および、老朽化による園舎の建て替えの時期を
迎えており、それに伴う様々な認可届け出の増加が予想されるため、一部の業務を嘱託・臨時職員等に振り分けるこ
とで効率性を改善することが可能である。

成
果

向
上

維
持 ○

低
下

やり方を工夫して延べ業務時間を削減で
きないか？成果を下げずにより正職員以
外の職員や委託でできないか？（アウト
ソーシングなど）

通知の送付など、一部の業務を嘱託・臨時職員等に振り分けることが可能である。

×



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

0 3 0 2 0 6 0 1 2 7 4 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標 ✔  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

✔  削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 ✔ 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -7,788 -9,899

その他 千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0

嘱託職員人件費計（Ｅ）
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

千円

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0

0
0

1
200

0
00

10,969 0 2,111

9,969

0

-10,969 0 -2,111

0

0

100%

9,899

対象指標（対象の
大きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表
す指標）

市内私立幼稚園在園児数（5/1時点）

市内私立幼稚園教職員数

研修参加職員数

研修参加率

0 0 0
0

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H) 千円 0 0 7,788

時間

0

（目標値) （Ｂ）-（Ａ）

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）

課長名

項

0

1
200

0

0
1,000

0 0

児童青少年課

田代　和広

所属課子ども家庭部

保育・幼稚園係

0

0

0

0

1,000

100%

平成26年度

・私立幼稚園教育の内容を充実させる。
・災害時に給付補助をしてもらえる。
・幼稚園等における特別支援教育の教育条件の維持・向上する。

9

目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計 国立市私立幼稚園運営費等補助金交付要綱
国立市私立幼稚園教職員研修費補助金交付要綱

法令根拠

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

私立幼稚園施設運営費補助事業

✔

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

事務事業名

政策名

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

私立幼稚園から補助金交付申請書・申請明細書等の提出を受け、在園児数や研修参加教職員数に応じて補助金を交付する。

●子育ち・子育てしやすい環境の中、保護者がいきいきと地域の中で子育てができる。
●子どもたちが心身ともに健やかに育つ。

前年度と同様。

（決算）
単位

活動指標（事務事
業の活動量を表す指
標）

名称

市内私立幼稚園数 園

差額

（決算）
目標年度 差額

（決算）

平成24年度

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算)

％

平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標
（結果の達成度を表す
指標）

子育てしやすい環境が整っていると思う市民の割合

千円

0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

0

千円

千円

0
人

物に係るコ
スト

市内私立幼稚園

　国立市内の私立幼稚園に対して補助金を交付することにより、保護者の教育費の負担を軽減するとともに、私立幼稚園の運営及び教育の充実や特別支援教育の充実を図る。
＜補助金の経費の種類＞
（１）運営費補助：私立幼稚園在園児保護者の教育費の負担を軽減するとともに、幼稚園等の円滑な運営及び教育の充実を行うため、教材・備品購入及び施設の整備のための費用に補助
金を幼稚園に交付する。
（補助額）１園あたり３００，０００円＋在園児数×２，４００円
（２）災害共済掛金補助：幼稚園管理下における園児の災害に対し必要な給付を行うため、日本スポーツ振興センターの災害共済給付制度へ加入するための掛金（幼児１人当たり２９５円）
を全額補助することにより、保護者負担を軽減するとともに、幼稚園の運営及び教育の充実を図る。
（３）　特別支援教育事業費補助：幼稚園を通じて在園児の確認、幼稚園からの特別支援教育教育事業補助金交付申請書の受理、補助額の判定。
（補助額）受入障害児の在園月数×月額10,000円。障害児に特別な職員配置を行っている場合は、職員配置月数×月額15,000円を加算。
（４）私立幼稚園が実施する教職員研修事業にかかる経費の一部を市が補助することにより、教職員の資質向上及び教育内容の充実を図る。
（補助額）研修参加の教職員１人につき年額１２，０００円以内。

0

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

1,000

0

6,788

0

1,000

0

0

1,000

0

（当初予算)

75

1,000

1
（目標値)

200

平成25年度

74.5 75

99

10101100 1009

（Ｂ）-（Ａ）

0

74.2

70

10094

（決算見込み)（Ｂ）

目標年度

0

0

0

#DIV/0!

物件費
0
0

平成23年度
（決算）

9,969

0

0

繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

％

％

89

66

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等

％ #DIV/0!#DIV/0! 100%

千円

収入計（J）

千円

0 0

0 6,788

0

0

0

0

0

2,111
0

0
2,111

0

8,899

8,899

0 0 0 0 0 0

0

0

目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

子育て支援課発達支援室にて行われている巡回相談事業と連携をとることで人件費を削減する余地がある。

特別支援教育事業費補助を行うにあたり特別な職員配置を要する児童の認定を行っているが、子育て支援課
発達支援室にて行われている巡回相談と重複する部分があるため、連携をとることが可能である。

コスト

0

0

共働きをする世帯が増えたことに伴い、保育園通園児が増加し、幼稚園
通園児は減少しているため、幼児教育の振興を図る必要がある。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

施策名

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

幼児教育は、私立幼稚園に依存しているため、事業費の削減余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

本市の幼児教育が私立幼稚園に依存している状況から、市において実施すべき補助事業である。また、少子
化の影響で私立幼稚園の経営の弱体化による幼児の教育条件の悪化が懸念されるため、補助金を交付し、私
立幼稚園の教育環境を向上させ、これによって幼児教育の振興を図り、私立幼稚園の安定経営を図る必要が
ある。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

市内の全私立幼稚園に補助を行っている。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性

× ×

市内には公立幼稚園がないため、私立幼稚園への補助金を廃止することは、経済的な負担が幼稚園の保護
者に転嫁するにすぎない。

○

要綱に基づき、市内の全私立幼稚園に補助を行っている。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

削減 維持 増加

×

共働きをする世帯が増えたことに伴い、保育園通園児が増加し、幼稚園通園児は減少している。このため、幼児教
育の振興を図るために本事業を継続することが望ましい。また、共働き世帯が幼稚園通園を選択できる環境を整え
る必要があるため、幼稚園の預かり保育時間を延長する運営補助等を検討する必要がある。 成

果

向
上

維
持

低
下



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

0 3 0 2 0 6 0 1 2 7 4 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア ✔  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

就園奨励費は、５階層の所得区分により補助額が決定されるが、そのうちの３階層は「生活保護世帯」、「非課税
世帯」、「第３子が幼稚園に入園している世帯」であり、該当者はほぼいない。実質、所得に応じた補助とは、一
定の所得以下である世帯を２階層に分けているに過ぎないため、所得に格差があっても同額補助となる可能性
が高く、受益機会の公平性に欠ける。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

削減 維持 増加

○ ×

本事業は、国及び都において定められた内容に従って実施している補助事業である。

成
果

向
上

維
持

低
下

施策名

国及び都の補助要綱に基づいた制度であるため、市の裁量は市の補助額の増額にとどまる点。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

国及び都の補助要綱に基づいた制度であるため、事業費を削減する仕様の工夫はできない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

本事業により、保護者の経済的負担の軽減を図り、幼稚園教育の振興に資することは、次世代を担う子どもたち
を支える施策（第１次基本計画）の目標である「子どもたちの育ちを社会全体で支えるしくみを実現すること」に
つながる。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

市の補助分については、所得制限なく保護者に補助しており、現状では一定の成果を上げている。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性

× ×

本事業が廃止となると、所得の低い保護者にとっては負担が増え、保護者の経済的負担の軽減を図り、幼稚
園教育の振興に資するという目的を達成できなくなる。また、平成27年度から施行される子ども・子育て支援新
制度における幼児教育の無償化を段階的に進める方針につながる。

事業内容は受給資格の調査、システム入力など定型的な業務であり、人的な作業による業務時間の削減は難
しい。

既に就園奨励費補助事業と園児保護者補助金の業務を統合している。

コスト

-1,368

0

28,038

私立幼稚園に通園する保護者の経済的負担が軽減と幼児教育の振興を
図るため、継続実施または拡充が必要である。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

0

0

目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

0 0 37,301 35,933 45,039 0

25,501 26,956
9,263 10,432 18,083

0

0

1,169

-648
0

0
-648

0

千円

収入計（J）

千円

0 0

0 103,423

0

0102,775

％ #DIV/0!#DIV/0! 65%

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

回

％

％

1020

43.4

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等

#DIV/0!

物件費
0
0

平成23年度
（決算）

140,767

0

0

繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

（Ｂ）-（Ａ）

-2,537

100

43.1

1000956

（決算見込み)（Ｂ）

目標年度

0

0

0

1

10001020

3 3

583443 412

0

（当初予算)

58.3

3,500

1
（目標値)

600

平成25年度

1

0

3,000

240

102,775

360

0

240

市内在住の私立幼稚園等園児の保護者。

（概要）私立幼稚園に在園している園児の保護者に対して、所得に応じた補助金を交付することにより、入園料及び保育料の経済的負担を軽減し、幼児教育の振興を図る。
①就園奨励費（国制度）
所得及び子どもの人数に応じて年額62,200円～月額308,000円を交付する。
②園児保護者軽減補助金（都制度）
所得及び子どもの人数に応じて月額2,400円（年額28,800円）～月額6,200円（年額74,400円）を交付する。
補助対象者は就園奨励費より多い。
③市の補助金
所得に関係なく、子どもの人数により月額3,100または月額3,300円を補助する。
園児保護者補助金に上乗せして交付している。
（業務内容）
1.園を通じて申請書を配布する。2.提出された申請書を審査し、補助額を決定する。3.保護者の指定口座に振り込む。（就園奨励費は1月に一括、園児保護者補助金は10月に前期分、3月

0

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

3,750

0
1

103,423

％

平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標
（結果の達成度を表す
指標）

子育てしやすい環境が整っていると思う市民の割合

千円

0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

0

千円

千円

0
人

物に係るコ
スト

4,110

100 1000

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

保護者からの申請を受け、審査・決定後、保護者に補助金を支払う。

幼児教育が振興される。

既存の補助金に加え、市の補助事業である入園料補助金を新設。
就園奨励費の補助対象者拡大。

（決算）
単位

活動指標（事務事
業の活動量を表す指
標）

名称

補助金申請者数

年間支給回数

人

差額

（決算）
目標年度 差額

（決算）

平成24年度

目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市私立幼稚園等園児の保護者補助金交付要綱法令根拠

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

私立幼稚園等保護者保育料補助事業

✔

昭和59

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

事務事業名

政策名 児童青少年課

田代　和広

所属課子ども家庭部

保育・幼稚園係

0

0

360

0

3,860

66%

平成26年度

4

私立幼稚園に通園する保護者の経済的負担が軽減される。
経済的な負担を理由に幼稚園を選択できない保護者が減少する。

956

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）

課長名

項

0

240

1
750

0

360
3,360

106,135

対象指標（対象の
大きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表
す指標）

就園奨励費対象者数

園児保護者負担軽減補助金対象者数

就園奨励費の交付割合
園児保護者負担軽減補助金の交付割
合

0 0 0
0

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H) 千円 0 0 107,533

時間

0

140,767

285,394 0 -1,398

140,767

0

-240,355 0 30

0

0

84%

0 0

千円

うち委託料 千円

0

-150

-750

0

-750
0

1
700

0
00

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0

嘱託職員人件費計（Ｅ）
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

千円

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -70,232 -70,202

その他 千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

0 3 0 2 0 4 0 1 2 6 7 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

× ×

本事業を廃止すれば、児童の教育・保育機能の一体的提供が損なわれてしまい、また保護者が仕事をやめる
等、保護者の子育てと就労等の両立に重大な影響がある。

○

本事業は、子育てと就労等の両立支援及び教育･保育機能の一体的提供のための事業であり、利用者の需要があ
るため、事業を継続していく必要がある。また、市内に認定こども園を設置することで、市内の保育サービスを拡充す
ることも検討すべきである。 成

果

向
上

維
持

低
下

やり方を工夫して延べ業務時間を削減で
きないか？成果を下げずにより正職員以
外の職員や委託でできないか？（アウト
ソーシングなど）

既に可能な範囲で、事務を嘱託･臨時職員等へ振り分けている。

×

事務事業名

政策名

施策名

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

幼児教育及び保育サービスを提供する認定こども園は、幼児教育を望む就労している保護者の需要を満たす施設である。しかし、市内に認定こども園
がなく、市外に通わなければならないため利用者数は多くない。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

本事業は都の補助基準額等に基づき定めた要綱の額によるため、これを改める明確な基準がない限り事業費の
削減は難しい。
現状では、事業費を削減すると管外認定子ども園の運営及び保護者の保育料に影響を与えるため、削減できな
い。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

市内の保育室にて利用希望者の受入れ先を確保できないため、需要を満
たすには、現行のサービスを継続していく必要がある。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

本事業は、児童に適切な保育及び幼児教育を行うために、市及び都の基準を満たした施設である管外認定こど
も園を対象としているため、公平・公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければなら
ないのか？税金を使う必要があるか、民
間や受益者ができる事業か？かつ、行
政が行うとした場合、国・都が行う事業
か、それとも市が行う事業か？

本事業は、子育てと就労等の両立支援及び教育･保育機能の一体的提供のための事業であり、公益性が高いと
考えられる。
現在は、行政の財政措置なしでの本事業の実施は難しいことから、公共関与が妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異はな
いか？何が原因で成果向上が期待でき
ないのか？

認定こども園は、就労時間に対応した保育園機能と幼児教育を行う幼稚園機能を一体的に提供するため、利用
者の需要がある。これを満たすため、本事業を継続する必要がある。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以外
他に方法はないか？類似事業との統廃
合ができるか？類似事業との連携を図る
ことにより、成果の向上が期待できる
か？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響の
有無とその内容は？（そもそも、この事業
は、施策の目的や公益の増進に役立っ
ているか？)

認定こども園の利用ニーズに応えるサービスを市内で提供できないことから、現行のサービス提供が妥当であ
る。

667

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 1,026 1,693 1,747 0

0

0
0

1,747

0

✔

51 88

#DIV/0!#DIV/0!

0

事業コード

国庫支出金
都支出金

人月

園

人

維持補修費

扶助費

その他

補助費等
繰出金

千円

2,213

千円

（Ｂ）-（Ａ）

667
0

0

59%

0

0

0

#DIV/0!

物件費

％

分担金及び負担金
使用料及び手数料

千円

繰入金

千円

千円

千円

3 2

80

平成25年度

44

平成23年度
（決算）

0

0

平成26年度

3

ア）管外認定こども園事業の円滑な運営及び保護者の経済的負担を軽減できる
イ）保護者の子育て及び就労等の両立が支援される

0 00

（決算見込み)（Ｂ）

目標年度

32

時間

千円

人

千円

千円

千円

0
人

管外認定こども園運営助成事業

千円

平成24年度

％

平成22年度
（決算）（Ａ）

2,213

0

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

子育てしやすい環境が整っていると思う市民の割合

千円

0

3,797

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市管外認定こども園運営費補助要綱法令根拠

平成20

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

市内施設数　0園
延べ入所児童数　88人月

●子育ち・子育てしやすい環境の中、保護者がいきいきと地域の中で子育てができる
●子どもたちが心身ともに健やかに育つ

前年度と同様

4,118

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表
す指標）

市内児童の管外認定こども園在籍月数

認可保育所待機児童数（4/1時点）

（決算）
単位

1
100

62% 59%

500

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

0
0

0 0

0

0

0

00 0 0
0

00
0

0

0

1,405
0

0
1,405

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
管外認定こども園事業の円滑な運営を図るため、運営費等に対して補助金を交付する。
補助内容は、児童年齢別・施設定員別の運営費及び保護者負担軽減のための加算（0～2歳児）である。
（事務の内容)
①月を単位として各園から申請を受ける。
②その確認を行い、交付決定する。
③各園から、交付決定された補助額の請求を受けたのち、支払いを行う。
④年度の実績報告を受け、確認する。
⑤補助事業について、都へ補助申請等を行う。

千円 0 0 2,713

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

市内認定こども園数

市内児童の通う管外認定子ども園数

園

0

0

4,297 0 1,405

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

児童青少年課

田代　和広

所属課子ども家庭部

保育・幼稚園係

（目標値)

ア）管外認定こども園
イ）上記に通園している児童及びその保護者

（当初予算)

34

500

人 1
100

0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0

0

時間 0

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

0
0
0

500 500

0

0
00

0

0

0

0

0
0

1
100

500 0

0
0

3,797

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0

物に係るコ
スト

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -1,687 -2,425

その他 千円

収
入
内
訳

収入計（J）

1,026 1,693
千円

-2,550 0 -738

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

3,618

500

3,618

0

0
0



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

0 3 0 2 0 4 1 2 6 7 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO） ✔  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

✔  削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

本事業を廃止すれば、児童の保育が欠けてしまうか、又は保護者が仕事をやめる等、保護者の子育てと就労
等の両立に重大な影響がある。

×
成
果

向
上

維
持 ○

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

本事業は、市内児童が入所した全ての認証保育所を対象としている。
また現在市内の認証保育所は全園0～2歳児を対象としているが、これは市内認可保育所において特に0～2歳
児の待機児童数が増加傾向にあったためであり、こうした背景をもとに保護者負担軽減のための加算を0～2歳
児について行っており、このことは必ずしも受益者負担の公平･公正性を損なっているとは言えない。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

事務を嘱託･臨時職員等へ振り分けることで、若干の削減余地がある。

コスト
削減 維持 増加

事業全体として、目的･有効性･公平性は図られていると考えている。
業務の効率性について、若干の向上の余地があると考えられる。
利用者の需要･児童の健全な発達及び利用者数から、現行の保育サービ
スを継続していきたいと考えている。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

市内入所児童数の推移、認可保育所待機児童数等から、事業を継続していく必要があるが、認可保育所等に移行することで、事務の1本化を図ること
が可能となる。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

・本事業は都の補助基準額等に基づき定めた要綱の額によるため、事業費の削減は難しい。
・現状では、事業費を削減すると認証保育事業の円滑な運営及び保護者の保育料に影響を与えるため、削減
はできない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

本事業は、子育てと就労等の両立支援のための事業であり、公益性が高いと考えられる。
現在は、行政の財政措置なしでの本事業の実施は難しいことから、公共関与が妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

市内入所児童数の推移、認可保育所待機児童数等から、現行のサービス提供が適切であると考えられる。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

-4,186

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

51,429 47,734 58,554 54,368 57,891 0

0

0

51,429 47,734

0

58,554 54,368 57,891

0

0

0

0

0

0

-6,128
0

0
-6,128

112,376千円

0 0

103,110 127,286

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ 55%55%

✔

3 3 3

112376

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

園

人

人

人

千円

56%

0

0

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

-4,186
0

0

103110 127286

32

11321075

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

129,627

0

2,000

35

1039 969 1152

37 44

969 1152 1075

3

平成25年度

3

1039

3 3 3

3

平成26年度

1132

ア）認証保育所事業の円滑な運営及び保護者の経済的負担を軽減できる
イ）保護者の子育て及び就労等の両立が支援される

3

127,286

2,000

千円

千円

2,000
人

（決算）（Ａ）

103,110

千円

400

時間

千円

人

千円

認証保育所運営助成事業

千円

平成24年度平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

ア）認証保育所
イ）上記に通園している児童及びその保護者

0

（当初予算)

36

1

2,000

1
（目標値)

400

55% 56%

2,030

121158 129627

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

市内施設数　３園
入所児童数　1,075人

●子育ち・子育てしやすい環境の中、保護者がいきいきと地域の中で子育てをしています。
●子どもたちが心身ともに健やかに育っています。

前年度と同様

（決算）
単位

1

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市認証保育所運営費等補助金交付要綱法令根拠

14

児童青少年課

田代　和広

所属課子ども家庭部

保育・幼稚園係

0

123,188

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

市内施設数

入所児童数

認可保育所待機児童数

補助金額

0

30

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

市内施設数

入所児童数

園

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
認証保育所事業の円滑な運営を図るため、認証保育所の運営費等に対して補助金を交付する。
補助内容は、児童年齢別・施設定員別の運営費及び保護者負担軽減のための加算（0～2歳児）である。
（事務の内容)
①月を単位として各園から申請を受ける。
②その確認を行い、交付決定する。
③各園から、交付決定された補助額の請求を受けたのち、支払いを行う。
④年度の実績報告を受け、確認する。
⑤補助事業について、都へ補助申請等を行う。

千円 114,376 105,110 129,316

差額

（決算）

131,657 0 -6,128

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

2,000 2,000

20

0
11

嘱託職員人件費計（Ｅ） 30
時間 20

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

2,030 0

20

1
400

1
400 0

0

0

0
0

1
400

129,627

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

物に係るコ
スト

0
030 0

2,000 2,030

121,158

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

112,376

その他

延べ業務時間

千円

千円

121,158

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 -62,947 -57,376 -70,762 -68,820

その他 千円

-73,766 0 1,942

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

0 3 0 2 0 4 0 1 2 6 6 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

✔  削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-1,241,743 0 -6,235

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 -12,500 -12,500 -9,864 -16,099

その他 千円 139,730 148,095 149,386

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

12,500 12,500
1,007,807

133,020

物に係るコ
スト

0
00 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 1,007,807 1,062,252 1,078,017

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

2
2,500

12,500 0

2
2,500

2
2,500

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

12,500 12,500

0

1,241,743 0 133,020

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
　認可保育所の入所児童の処遇向上及び多様な保育ニーズに応えるため、民間の認可保育所に対して、国基準額に上乗せして運営費を支弁する。
現在、児童福祉法第24条第1項に基づき国立市内の児童の入所が決定した民間の認可保育所に対し、運営費を支払っている。① 事務の内容は主に月を単位として各園から運営費の請
求を受ける。②その確認を行い、支払いを行う。③年度の実績報告を受 け、確認する。④国･都の負担金・交付金等について申請事務を行う。市内の社会福祉法人が運営する保育所が行
う延長保育事業（通常開所時間の11時間を超えて保育を実施する事業）に対して、補助金を交付する。現在、市内私立保育園8園が対象である。延長保育の時間は全園午後6時15分～7
時15分である。
（事務の内容）
①年度当初に毎年各園から事業実施の届出を受ける。
②月ごとに各園から実績の報告と申請を受ける。
③その確認を行い、交付決定する。
④支払いは毎月行う
⑤年度の実績報告を受け、確認する。

千円 1,020,307 1,074,752 1,090,517

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

運営費支弁額

補助金額

千円

0

00 0 0 0

1,229,243

1,223,537

161,852

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

対象施設数

入所児童数

延長保育利用者数/申請者数

運営費支払額

児童青少年課

田代　和広

所属課こども家庭部

保育・幼稚園係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
児童福祉法及び国立市延長保育事業補助金交付要綱法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

延べ入所児童数　9576人（管内私立+管外私立+管外公立）
支弁額　1,213,174,865円（管内私立+管外私立+管外公立）
延長利用者数　２８０１３人

●子育ち・子育てしやすい環境の中、保護者がいきいきと地域の中で子育てをしています。
●子どもたちが心身ともに健やかに育っています。

前年度と同様。

（決算）
単位

2 2
（目標値)

2,500

1% 1%

12,500

1213175 未確定

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

ア）児童福祉法第24条第1項に基づき国立市内の児童が入所した認可保育所
イ）上記に入所した児童及びその保護者

0

（当初予算)

未確定

12,500

％

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

子育てしやすい環境が整っていると市民
が思う割合

千円
0

民間認可保育所運営事業及び延長保育事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

千円

2,500

時間

千円

人

千円

1,078,017

（決算）（Ａ）

12,500

千円

千円

12,500
人

平成26年度

未確定

ア）延長保育事業・保育所運営事業の円滑な運営により保護者の経済的負担を軽減
できる。
イ）保護者の子育て及び就労等の両立支援。

1213175 未確定

22018

1007807 1062252 1083155

7

23071 23727 26740

8

1,211,037

平成25年度

100

8147 8739 8856

100 100

平成23年度
（決算）

0

12,500

1,062,252

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

1062252 1083155

100

未確定9576

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

12,727
83,709

0

100%

こどもの成長に関して悩みや不安を抱え
る保護者の割合

0

133,020

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

園

人

千円

％

千円

7 7 8

1007807

％ 1%1%

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

1,211,037 1,229,243 0

0

0

0

17,883

0
0

0
0

263,524 276,251 充当額未確定

0
163,581 170,306 179,331 197,214 充当額未確定

548,126 516,658 488,412 572,121 充当額未確定
0

充当額未確定 12,466

156,370 227,193

0

0 126,785

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

1,007,807 1,062,252 1,080,653 1,207,438 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

民間認可保育所に運営費を支弁することにより、児童の処遇向上や多様な保育ニーズに対応しており、子育
て･子育ちのしやすい環境づくりの推進に結びついている。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

現状の入所児童数・待機児童数の推移、保護者・園の要望及び市の財政状況等から、現行レベルのサービス
の提供が適当であると考えられる。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

本事業は、国・都の補助基準額・人件費等に基づき定めた要綱の額によるため、これを改める明確な基準がな
い限り事業費の削減は難しい。また現状では、事業費を削減すると本事業の実施が難しくなるため、削減の余
地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

事業全体として、目的・有効性・公平性は図られていると考えている。
業務の効率性について、若干の向上の余地があると考えられる。
利用者の需要･児童の健全な発達及び利用者数から、現行の保育サービ
スの継続が必要と考えている。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

　保育所運営事業は保育所への申し込み児童が定員を超えた場合には、入所選考の際市規則の基準に基づ
き入所決定しており、公平である。保育料本人負担金は市条例により保護者の所得税額等で決定されており、
費用負担については適正である。
　また、延長保育事業の対象は、認可保育園の通園児及びその保護者に限られている。自主事業であるため
園ごとに利用料が定められているが、これは各園の運営形態やサービス内容によるものであり、料金が統一され
ていないことが必ずしも受益者負担の公平･公正性を損なっているとは言えない。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

事務を嘱託・臨時職員等へ振り分けることで若干の削減余地がある。

現在の、定員、入所児童数・待機児童数の推移・現行の保育サービス等から、統廃合・連携の必要はないと考
えられる。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

本事業は現在の国立市の保育ニーズに対応するために欠かせない保育サービスを支えており、本事業を廃
止すれば、児童処遇の低下を招いてしまうため、重大な影響がある。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

3 2 1 0 1 2 4 7 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

特になし

市内での類似の事業がない中で廃止、休止は施策の後退になる。

×

今後は、予算を増やし実施団体を増やしていく。

成
果

向
上 ○

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

受益を求める青少年を限定していないので、公平である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

補助金の選定事務だけなので、難しい。

行政においては、児童館、学童等子どもの居場所事業を展開しているが、夕方以降就労している保護者が帰
宅するまでの居場所がない。

コスト
削減 維持 増加

平成25年度は3団体だったが、さらに予算を増やして拠点や内容の充実
を図ることが望まれたため、平成26年度より4団体対象となった

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

いかに事業として子どもの居場所を確保していくかが課題

現状維持ではあるが、むしろ事業規模を拡大していく必要がある

子ども居場所づくりという目的のために、いかに事業規模の拡大を図っていくかが課題

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

むしろ今後は拡充のために増やしていく必要があり、26年度より予算が増額となった。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

ひとり親家庭及び児童の健全育成のために使ってほしいとの寄付者の意向を受けたものであり、市の施策と合
致している。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

青少年の居場所としての拠点としては、3団体では少ないので増やしていくことで向上を図る必要があり、26年
度より4団体となった。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0 0

0

0
0

0

0

0

0

0

0

50
0

0
50

千円

0 0

0 1,000

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

3 3

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

100%

-100

0

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

350

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

1,400

0

0

300

4

平成25年度

43

平成26年度

児童・生徒が安心して生活ができる。

3

1,000

0

千円

千円

0
人

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

子どもの居場所づくり事業補助金交付事業

千円

平成24年度平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

子育て支援団体等

0

（当初予算)

350

1

750

1
（目標値)

150

100% 100%

950

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

3５万円×３団体＝１０５万円の補助金を交付

●子どもをもつ世帯（保護者）が、地域の中で子育てをしている
●子どもをもつ世帯（保護者）が、子育ての自覚を持ち自立している

３５万円×４団体＝１４０万円の補助金を交付予定

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
法令根拠

22

児童青少年課

田代　和広

所属課子ども家庭部

児童・青少年係

0

1,950

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

-200

150

00 0 0
100

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
（事務事業の内容）
・地域における青少年の居場所事業を実施する団体に対して、補助金を交付する。
（事業の内容）
・補助金交付申請書の受理・審査・決裁書作成。
・決算に係る書類(実績報告書)を受理し、適正の可否を審査し決裁する。
（予算の内訳）
・負担金、補助・及び交付金

千円 0 0 1,950

差額

（決算）

2,300 0 0

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

750 750

100

200
1

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0

1

時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

900 0

100

1
150 0

-50

0

0
0

1
150

1,400

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

物に係るコ
スト

100
150150 0

0 900

1,050

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

1,050

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -1,950 -1,950

その他 千円

-2,300 0 0

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

3 2 1 0 0 1 2 8 9 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標 ✔  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

・子どもたちが求めている情報は何かを調査し、子ども参加によるホームページづくりを行う。
・子どもホームページスタッフ活動を充実させる。また、広く子どもたちの居場所となるよう機能の充実等を図る。

この事業を廃止・休止すると子ども向けの情報が各課に分散されてしましい、子ども対象イベントや遊び場の
情報を入手することが困難になる。

×

・子どもたちが求めている情報は何かを調査し、子ども参加によるホームページづくりを行う。
・子どもホームページスタッフ活動を充実させる。また、広く子どもたちの居場所　となるよう機能の充実等を図る。

成
果

向
上 ○

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

子どもホームページへのアクセスは、各家庭で子ども自身、又は、保護者であり、このような環境が一般的であ
る。
また、市の公共施設でも閲覧できるため、受益者の公平性は保持されている。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

ホームページは、情報の速やかな更新が不可欠であり、かつ、専門性がある。現在、嘱託員が更新等を行って
いるため削減の余地はない。

市報や児童館だより等で情報を提供しているので、それらの情報収集は担当課と連携できる。

コスト
削減 維持 増加

目的の妥当性：
・対象、意図を見直し追加する余地がある。
・子どもの居場所としての機能を高める。
成果の向上余地：
・アクセス件数の増加の為に、ＰＲ等を含めさらに検討の余地がある。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

アクセス数が少ないことを理由にＨ26年度は予算措置されないこととなったが、子ども関連の情報を提供する事業自体は必要なものと思われるので、
ＨＰの掲載内容やＰＲ方法を改善することで、アクセス数を増加させ、予算措置の見直しを図るべき。

特段無し。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

Ｈ26年度は予算措置されていないため

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

子どもやその保護者が遊び場などの情報を入手できることは、子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進に結
びつく。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

子どもホームページスタッフ以外の子どもたちが、どのような情報を必要としているか調査を実施することが必
要。また、ＨＰの掲載内容やＰＲ方法を改善することで、アクセス件数を増加させることが期待できる。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0 0

0

0
0

0

0

0

0

0

0

0
0

0
0

千円

24 0

0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

100%

-200

-6

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

0

0

12 8

24

平成25年度

1212

平成26年度

12

・子ども対象のイベントや遊び場などの情報が入手できる。
・ホームページ作りに参加して世代間交流ができる。

8

0

千円

千円

0
人

30

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

子どもホームページ運営事業

千円

平成24年度平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

・１８歳以下の子どもとその保護者
・子どもホームページスタッフ会議メンバー

0

（当初予算)

2

750

1
（目標値)

150

100% 100%

2,155

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

スタッフ会議を8回開催。
市内の公共施設等の取材を実施。
児童館主催事業への参加及び取材を実施。

●子どもをもつ世帯（保護者）が、地域の中で子育てをしている●子どもをもつ世帯（保護者）が、子育ての自覚を持ち自立している●就学前の乳幼児・義務教育の児童生徒（公立、私立を
問わず）・１８歳までの子どもが、心身ともに健やかに育つ

スタッフ会議の開催及び居場所作りの充実
子ども自身によるホームページのデザイン等実施。

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
法令根拠

15

児童青少年課

田代　和広

所属課子ども家庭部

児童・青少年係

0

2,079

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

-400

0

1,305

00 0 0
200

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
　子ども参加によるホームページづくりを行うために、毎月１回土曜日等に子どもホームページスタッフ会議を開催。
　ホームページスタッフの対象は、１８歳以下で現在12名程度で構成し、青少年担当職員と嘱託員が事務局として参加している。　スタッフ会議では、ホームページに関する意見交換や今
後の計画を話し合ったりしている。また、ホームページに掲載するために子どもに関わる事業や市内の公共施設等の取材を行っている。
　子どもに係る情報を提供することで、ホームページ上の「子どもの居場所づくり」を図る。
（業務内容）嘱託員は、開催通知、取材先の事前調査、市報等から情報収集、ホームページ更新。
（予算内訳）消耗品費、通信運搬費、賃借料（ＰＣ１台賃借料）

千円 0 0 2,185

差額

（決算）

2,055 0 -106

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

750 750

870

400
11

嘱託職員人件費計（Ｅ） 1,005

1

時間 670

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

2,055 0

870

1
150 0

-100

0

0
0

1
150

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 30

千円

うち委託料 千円

-6

物に係るコ
スト

200
3001,305 0

0 2,055
支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -2,185 -2,079

その他 千円

-2,055 0 106

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

3 2 1 0 0 1 2 9 0 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標 ✔  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

子どもたちに体験と感動を与える作品を選定する。

子どもたちへの情操教育は重要であり、かつ、入場無料で実施することは多くの子どもたちにその機会を提供
できるので公益性がある。

×

・観劇作品の選定を対象となる年齢層を絞り、複数年かけて一巡する。
・対象に合った宣伝を検討する。
・児童館と連携する。 成

果

向
上 ○

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

入無料であり、小・中学生だれでも参加できるので公平である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

出演劇団等との交渉など、最低限の事務である。

子ども施策に係る事業として児童館と連携し、成果の向上を図る。

コスト
削減 維持 増加

今後も作品の検討や効果のある宣伝等の検討が必要。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

他事業との連携をどう図っていくか、いかに子どもや保護者に感動を与える作品を選定することが出来るかが課題。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

劇団による公演料としては通常50～60万円程度のところ、35万円で依頼しているので削減余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

観劇会を入場無料で開催し、多くの子どもたちにその機会を提供することで親子愛や親子の絆を深めること等
は子育ち・子育てをしやすい環境を推進することになるので、行政の関与は妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

公演内容により成果が左右されるので、子どもや保護者に感動を与える作品を選定する等考慮する。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0 0

0

0
0

0

0

0

0

0

0

0
0

0
0

千円

0 0

0 350

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

3500 3500

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

100%

-50

0

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100

15001500

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

350

0

0

1500

100

100 100

3500

平成25年度

11

平成26年度

100

公演を通じて、子どもたちに体験と感動を与える。

1

350

0

千円

千円

0
人

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

子どもホームページ運営事業

千円

平成24年度平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

小学生、中学生、保護者

0

（当初予算)

100

2

150

1
（目標値)

30

100% 100%

265

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

平成２６年２月９日（日）に芸術小ホールにおいて、「マーシャとくま」の公演

●子どもをもつ世帯（保護者）が、地域の中で子育てをしている
●子どもをもつ世帯（保護者）が、子育ての自覚を持ち自立している

平成27年2月に芸小ホールにおいて予定。

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
法令根拠

15

児童青少年課

田代　和広

所属課子ども家庭部

児童・青少年係

0

590

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

-100

90

00 0 0
50

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
育成会・子育て支援課の共催事業として、親子で楽しめる観劇会を例年、芸術小ホールにおいて劇団による公演を実施。
公演は、低学年から中学生位までが理解し楽しめる内容とする。
（業務内容）会場予約、公演依頼、市報掲載、謝礼支払。
（予算内訳）報償費

千円 0 0 615

差額

（決算）

590 0 -25

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

150 150

60

100
11

嘱託職員人件費計（Ｅ） 15

1

時間 10

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

240 0

60

1
30 0

-25

0

0
0

1
30

350

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

物に係るコ
スト

50
7590 0

0 240

350

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

350

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -615 -590

その他 千円

-590 0 25

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

3 2 1 0 0 1 2 9 0 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-448 0 40

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

138

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -488 -448

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 310

138

0

物に係るコ
スト

40
6060 0

138

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

-40

0

0
0

1
50

310 0

40

1
50

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0

1

時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

250 250

40

100
1

448 0 -40

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
市立小学校・中学校ＰＴＡや地域の団体等が実施主体となり、子育てに関する内容をテーマとした講演会等に対して、市予算から講師謝礼を支出するなどの支援を行う。
（業務内容）・ＰＴＡ等から計画書を受理　・審査　・決裁　・謝礼金支出　・報告書受理
（予算内訳）　報償費

千円 0 0 488

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

60

00 0 0
50

-100

448

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

児童青少年課

田代　和広

所属課子ども家庭部

児童・青少年係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

四・六・八小地区等の6団体が実施

●子どもをもつ世帯（保護者）が、地域の中で子育てをしている
●子どもをもつ世帯（保護者）が、子育ての自覚を持ち自立している

数団体が実施予定

（決算）
単位

1
（目標値)

50

100% 100%

350

484 480

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

・各学校のＰＴＡ等
・各地域の保護者

0

（当初予算)

5

1

250

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

家庭教育学習会支援事業

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

（決算）（Ａ）

138

0

千円

千円

0
人

平成26年度

子育てに関して学習できる

11 1111

10000

平成25年度

5

平成23年度
（決算）

138

0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

441

5

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

-50

0

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

10000 10000

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 138

千円

0 0 0

0

0

0

0

0
0

0
0

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

学習会で保護者が子育てをする上での重要な情報を得ることにより、子育て・子育ちしやすい環境づりの推進
になるので行政の関与は妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

保護者のニーズを把握し内容を検討する余地がある。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

保護者のニーズを把握し、内容を反映させることが課題

特になし

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

講師謝礼に数万円かかる場合があり、その一部補助であるので削減余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

実施団体の割り振りなど有効活用のための周知を図る。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

地域のすべての保護者を対象とした事業であり公平性がある。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

事務的には最低限の事務で対応している。

×

地域のＰＴＡ等が実施主体となる事業を支援するものであり、ＰＴＡ等は年間計画のなかで実施予定がある
あるので当面は現状維持をする。また、ＰＴＡ等は、子育ち・子育てに関するテーマを自ら決め、講師を選定
することから、多くの保護者の参加を得られる利点があり、子育ち・子育てのしやすい環境づくりを推進するた
めの手段としては適切である。

成
果

向
上 ○

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

特になし

ＰＴＡ等地域の市民が子どもに関わることでの学習機会を行政が支援することは、施策の充実を図れるもので
ある。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

1 0 0 6 0 3 0 1 5 5 8 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO） ✔  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-14,991 0 -644

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

10,932

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -13,986 -14,630

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 9,500

10,932

-84

物に係るコ
スト

0
01,500 0

11,716

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 823

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

1
1,600

9,500 0

1,000

1
1,600

嘱託職員人件費計（Ｅ） 1,500
時間 1,000

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

8,000 8,000

1,000

0
11

22,065 0 215

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
本事業は、市内小学校全校において、週２日、地域の方々の参画（安全管理員、学習アドバイザー、コーディネーター）を得て、放課後に校庭・体育館・教室を活用する事業である。

（具体的なやり方等）
１．安全管理員・コーディネーター・学習アドバイザーの募集及び選任　２．参加児童の募集→登録→名簿作成　　３．開放日を学校と調整→保護者へお知らせ配布　　４．児童・安全管理
員の保険加入、参加児童の受付用物品等購入事務　　５．安全管理員・コーディネーター・学習アドバイザーとの事前打ち合わせ会開催
（事業費の内訳）
報償費（謝礼）、需用費（消耗品費）、役務費（郵便料、保険料）。

千円 0 0 20,956

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

1,500

00 0 0 0

849

21,171

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

児童青少年課

田代　和広

所属課子ども家庭部

児童・青少年係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計 東京都放課後子どもプラン実施要綱
東京都放課後子ども教室推進事業等実施要綱

法令根拠

20

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

市立小学校全校の放課後の校庭及び体育館に安全管理員を配置し、児童の安全な遊び場として開放した。
学習アドバイザーの派遣時期を早めた。

・地域の中で子育てをしている
・心身ともに健やかに育つ

25年度と同様の活動。

（決算）
単位

1
（目標値)

1,600

67% 69%

9,500

68

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

ア）児童
イ）地域住民

0

（当初予算)

1

8,000

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

放課後子ども教室推進事業

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

823

（決算）（Ａ）

10,633

0

千円

千円

0
人

平成26年度

8

ア）放課後も学校で安全で健やかに過ごすことができる
イ）地域での子育てに協力する

8 88

8 8

739

平成25年度

74381

48967

平成23年度
（決算）

11,716

0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

66

46211

74303

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

-429
0

0

68%

0

-84

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

✔

3155 3125

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 10,633

千円

739 849 0

0

0

0

0

299
0

0
299

6,970 6,541 7,074

0

0

0
0

0 -429

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 6,970 6,541 7,074

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

国や都の政策に基づく事業であり、学校だけでは管理できない状況にあるため、子どもの遊び場を確保する観
点から市として実施することが妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

現在各校週２回での実施で、学校休業日には実施していないため、回数の増加や学校休業日の実施について
向上の余地がある。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

実施回数の増加や学校休業日の実施が課題

特になし

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

事業費は、安全管理員等の地域住民への報償費と、児童・安全管理員等の保険料、遊び道具・医薬品の購入
費、郵便料である。そのうち、報償費と安全管理員等及び施設の保険料は３分の２、国・都からの補助がつく。
人員の確保及び保護者の負担軽減の観点から、事業費の削減は難しい。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

平成２１年度に市立小学校全校実施となり、４年目となり、本事業も軌道
に乗ってきました。しかし、実施日数の増加が実現できない中、学習アド
バイザーの充実など、事業自体の質の向上が求められています。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

２１年度からは市立小学校全校で実施し、児童であれば誰でも参加できるため、公平である。
受益者負担については、保護者の負担軽減の観点から特に求めない。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

職員、嘱託職員は申込児童の名簿作成、保険加入、物品購入、学校との調整、運営委員会の運営、経理事
務、補助金受給事務、事故対応等を担当していて、削減余地はない。保護者の要望に応え、事業拡大を図るよ
うになると、削減はますます厳しくなる。

児童館で実施する事業を学校でやることで連携を図る。

×

実施回数の増加、学習アドバイザーの充実。

成
果

向
上 ○

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

実施回数に伴うコスト増と人員の確保。
学校、学童保育所との連携の強化。

放課後の児童の居場所がなくなり、集団で遊ぶ機会もなくなってしまう。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

3 2 1 0 0 1 2 9 0 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標 ✔  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-2,531 0 182

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

400

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -2,569 -2,387

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 1,845

400

-17

物に係るコ
スト

330
495495 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 159

千円

うち委託料 千円

0

-165

0

0
0

1
270

1,845 0

330

1
270

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0

1

時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

1,350 1,350

330

660
1

2,531 0 -182

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
檜原村湯久保の茅葺の民家に宿泊し、豊かな自然のなかで、源流探検や川遊びなど活動し、キャンプの楽しさや自然の豊かさ、大切さを体験する。また、道普請など山村の暮らしを体験す
るなどし、村の人々と交流する。２１年度より、サマーキャンプとリーダー養成キャンプを統一して、青少年キャンプ夏・春とし、中学生、高校生のリーダー育成も位置付けて実施している。
（業務内容）・内容検討　・宿泊先予約　・講師及びスタッフの選人　・バス予約　　・市報掲載　　・募集受付　・参加者説明会開催　・謝礼金支払い
（予算内訳）報償費、需用費、役務費、使用料及び賃借料

千円 0 0 2,569

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

495

00 0 0
330

-660

686

2,387

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

児童青少年課

田代　和広

所属課子ども家庭部

児童・青少年係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
法令根拠

64

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

夏　８月17日～20日（３泊４日）　事前活動日　8月8日　実施
春　３月29日～30日（1泊2日）　事前活動日　3月15日　実施

●子どもをもつ世帯（保護者）が、地域の中で子育てをしている
●子どもをもつ世帯（保護者）が、子育ての自覚を持ち自立している

平成26年8月に３泊４日、27年3月に1泊2日で実施予定

（決算）
単位

1
（目標値)

270

100% 100%

2,010

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

小学校6年生以上中学生までの児童、生徒。ただし、3月の春キャンプは5年生から対象。

0

（当初予算)

50

1

1,350

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

青少年キャンプ実施事業

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

159

（決算）（Ａ）

400

0

千円

千円

0
人

平成26年度

キャンプの楽しさを体験する。また、参加者自身が自炊するなどの不便な生活をするこ
とで、現代生活の豊かさを知る機会を得る。
　古民家に宿泊することで、村の人々との交流を得る。

6 66

2700

142

平成25年度

48

平成23年度
（決算）

0

0

550

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

50

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

-330

-17

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

✔

2700 2700

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 400

千円

142 686 0

0

0

0

0

0
0

0
0

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

子どもたちがキャンプを通じて、キャンプの楽しさや世代間交流ができ、また、現代生活の豊かさを感じ、その結
果、家族への思いやり等が増進することは、子育ち・子育てのしやすい環境づくりに結びつくので、行政が行う
事業として妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

周知・宣伝に努め、参加者を増やしていく。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

平成26年度より、ＮＰＯ法人への委託事業となったため、事業の確実な実施体制を確保する必要がある。

平成26年度より、ＮＰＯ法人への委託事業となったため、事業の確実な実施体制を確保する必要がある。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

支出内容は謝礼金が主であり削減の余地はない。平成26年度より、ＮＰＯ法人への委託事業となる。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

小学校５年生以上中学生までならだれでも参加でき。費用実費負担があ
る。また、児童館では、低学年を対象に実施していることからも公平であ
る。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

小学校５年生以上中学生までならだれでも参加でき。費用実費負担がある。また、児童館では、低学年を対象
に実施していることからも公平である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

担当職員が2名となったが、新たな位置づけによる事業実施であるため当面削減の余地はない。

現在、児童館の協力を得ているので子どもの適切な育成に向けて連携していくことができる。

×

今後も児童館キャンプとの違いを明確にし、青少年の居場所事業につなげることをさらに検討していく。

成
果

向
上 ○

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

青少年の居場所事業として子どもホームページ事業などとの関連性を充実していく。

キャンプは、民間やＮＰＯ等様々な機関で実施している。しかしながら、それらは高額な参加費が伴う。また、安
価な参加費で行政が実施することは、だれにでも参加機会を提供できるので公益性がある。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

3 2 1 0 0 1 2 9 1 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-544 0 31

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -532 -501

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 355

4

物に係るコ
スト

70
105105 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 142

千円

うち委託料 千円

0

-35

0

0
0

1
50

355 0

70

1
50

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0

1

時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

250 250

70

140
1

544 0 -31

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
各地区育成会活動事業に関わる子どもたち、保護者、関係者の感想等をまとめた文集「はずむ」を３月に発行し、新１年生や関係者に配布することで、広く育成会活動をＰＲする。
　子育て支援課では、各地区の育成会から選人された編集委員による編集者会議を６・１２月に開催する等事務局として支援する。編集委員は、原稿収集や校正等の役割を担う。
（業務内容）・編集者会議の開催（６　・１２月）　・印刷業者選定及び契約　・校正　・編集委員へ配布　・製本費支払い
（予算内訳）　印刷製本費

千円 0 0 532

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

105

00 0 0
70

-140

189

501

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

児童青少年課

田代　和広

所属課子ども家庭部

児童・青少年係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
法令根拠

58

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

青少年育成文集「はずむ」第３０号を１,０００部発行

●子どもをもつ世帯（保護者）が、地域の中で子育てをしている
●子どもをもつ世帯（保護者）が、子育ての自覚を持ち自立している

青少年育成文集「はずむ」第３１号を発行予定

（決算）
単位

1
（目標値)

50

100% 100%

390

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

新１年生、保護者

0

（当初予算)

1

250

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

青少年地区育成会文集「はずむ」発行支援事業

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

142

（決算）（Ａ）

0

千円

千円

0
人

平成26年度

各地区の育成会活動の記念誌として、また、文集を通じて育成会活動をＰＲし、
多くの児童・保護者に育成会活動の理解と事業等への参加する。

1000 10001000

510

146

平成25年度

510

平成23年度
（決算）

0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

510510

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

-70

4

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

✔

510 510

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

146 189 0

0

0

0

0

0
0

0
0

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

育成会活動事業を文集を通じて保護者等に知らせることができ、青少年の健全育成等を目的とした事業に参加
する児童が多いことは、子育ち・子育てのしやすい環境づくりに結びつく。育成会活動を保護者等にＰＲし参加
や理解を求めることの意図からは、新１年生及び保護者を対象とした配布は適切である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

各地区では特色ある育成会活動事業を実施している。文集を活用しての独自のＰＲなど、成果の向上につなが
る。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

文集を活用した独自のＰＲ策の検討が課題。

文集を活用した独自のＰＲ策の検討が課題。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

現在の文集編集委員会への支援は、文集の印刷製本費のみであるので削減余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

文集を作成する目的や編集委員会の役割を検討し、その上で
行政が何を支援するかをさらに検討する。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

育成会活動に参加した児童、保護者、関係者からの感想等を広く掲載しているので公平である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

８地区に分かれた地区委員会の原稿を束ねる編集作業の一部を支援しているので、削減の余地はない。

文集作成支援としての類似事業はない。

×

文集発行目的が育成会活動のＰＲであれば、各地区育成会ごとに行うことを検討する。
　また、記念誌として数年ごとに発行する文集であれば、子育て支援課が予算措置し支援する等を
編集委員会に図ることを検討する。
２４年度は現状を維持した

成
果

向
上 ○

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

文集の目的・有効・効率性の見直しにおいては、育成会の理解や編集委員会の組織力の向上等の課題がある。

青少年の健全育成等に育成会が果す役割は多大である。参加した児童や保護者からの感想等を文集に
掲載することで、活動の様子や子どもの感想が伺え、育成会活動のレベルアップに貢献する。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

3 2 1 0 0 1 2 9 1 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-3,332 0 146

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

1,280

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -3,461 -3,315

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 1,670

1,280

-6

物に係るコ
スト

280
420420 0

1,296

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 371

千円

うち委託料 千円

0

-140

0

0
0

1
250

1,670 0

280

1
250

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0

1

時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

1,250 1,250

280

560
1

3,332 0 -146

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
青少年の健全育成等を目的とした各地区育成会の活動事業に対して、１地区１５万円の補助金を交付する。　また、各地区育成会が主催する活動事業に参加する児童や指導者が不慮の
事故等で負傷した場合に適用される保険の加入事務を行う。および、育成会ソフトボール大会を事務局として支援をする。
（業務内容）補助金交付に伴う事務。保険加入に伴う事務。ソフトボール大会に運営支援。
（予算内訳）報償費、消耗品費、食糧費、役務費、使用料及び賃借料、負担金、補助及び交付金

千円 0 0 3,461

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

420

00 0 0
280

-560

366

3,315

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

児童青少年課

田代　和広

所属課子ども家庭部

児童・青少年係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

１５万円×８地区＝１,２００,０００円を交付
平成25年6月1日保険更新
平成25年10月13日第37回ソフトボール大会実施

●子どもをもつ世帯（保護者）が、地域の中で子育てをしている
●子どもをもつ世帯（保護者）が、子育ての自覚を持ち自立している

１５万円×８地区＝１,２００,０００円を交付
平成26年6月1日保険更新
平成25年10月26日第38回ソフトボール大会実施

（決算）
単位

1
（目標値)

250

100% 100%

1,810

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

児童、保護者　指導員　委員

0

（当初予算)

3000

1

1,250

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

青少年地区育成会活動支援事業

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

371

（決算）（Ａ）

1,280

0

千円

千円

0
人

平成26年度

児童・保護者が育成会の活動事業へ参加するようになる。

160 160160

9000

365

平成25年度

3000

平成23年度
（決算）

1,296

0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

3000

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

-280

-6

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

9000 9000

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 1,280

千円

365 366 0

0

0

0

0

0
0

0
0

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

青少年の健全育成に育成会は多大な役割を果している。育成会活動事業に係る財源は市補助金のみであり、
また、本来行政が行うべき役割を育成会が担うことでの助成事業は妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

児童や保護者のニーズを把握し事業に反映する等の向上余地がある。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

児童及び保護者のニーズ把握と事業への反映が課題

育成会独自事業になれば見直し・廃止が可能

育成会独自事業と出来るかどうか課題

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

育成会活動事業に対する市補助金は、１地区１５万円である。
各地区の年間予算の財源は、市補助金により賄っている状況からは削減余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

各地区育成会は特色ある活動を実施しているが、それらの活動が
児童や保護者にとってどのように評価されているか検証する必要が
ある。そのことにより事業の向上が図れる。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

育成会活動事業への児童・保護者の参加は無料であるので公平である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

ソフトボール大会を育成会が独自事業として運営できれば削減余地が生まれる。

 類似事業はない。

×

育成会は、市の補助金を財源に活動し、各地区では特色ある事業を行っている。今後は、より多くの児童・
保護者のニーズに対応した事業の向上を図り、補助の交付額については現状維持する。

成
果

向
上 ○

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

特に課題はない

青少年の健全育成は行政のみでカバーできない。育成会の活動事業による効果が多大である状況のなかで
は公益上有効である



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

0 3 0 2 0 8 0 1 2 8 2 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-490 0 -197

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -302 -498

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 448

0

物に係るコ
スト

71
107243 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 50

千円

うち委託料 千円

18

197

0

90
0

1
40

440 0

160

1
23

嘱託職員人件費計（Ｅ） 137
時間 91

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

115 205

162

0
44

490 0 197

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
（事業開始の経過）
　「国立市第二次地域保健福祉計画」(平成１４年度)後、児童館施設の有効活用の中で検討され実施となった。

（事業の内容）
　中高生の児童館利用の拡大とコミュニケーションの環境づくりを推進するため、毎週火曜日～金曜日の午後6時から７時を西児童館での中高生タイムとして、体育館等を中高生の活動の
場として提供する。
　

千円 0 0 302

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

実施回数 回

240

00 0 0 0

50

498

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

市内在住の中高生の人数

参加延べ人数

児童青少年課

田代　和広

所属課子ども家庭部

児童館

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市児童館条例法令根拠

昭和45

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

　中高生タイム(週４回、火曜日から金曜日の午後６時から７時)

 子育ち・子育てしやすい環境の中、保護者がいきいきと地域の中で子育てをしている。
　子どもたちが心身ともに健やかに育っている。

　25年度に同じ

（決算）
単位

1
（目標値)

41

100% 100%

252

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

　市内の中高生

0

（当初予算)

800

4

200

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

子育てしやすい環境が整っていると思わ
れる市民の割合

千円
0

児童館中高生居場所提供事業

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

50

（決算）（Ａ）

0

千円

千円

0
人

平成26年度

　居場所としての安らぎとコミュニィテーの繋がりを高める。

203 200114

4038

50

平成25年度

181

平成23年度
（決算）

0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

747

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

子供の成長に関して悩みや不安を抱え
ており、身近に相談相手がいない保護

0

0

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

✔

4142 4064

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

50 50 0

0

0

0

0

0
0

0
0

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

 今日の子どもを取り巻く環境の中で、中高生の居場所について様々な見当がなされているが、当面、行政が先
頭に立って行動していくことが必要である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

  実施館、実施回数、についての検討が必要である。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

　事業費のほとんどは消耗品費で、わずかな額の予算しか計上していない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

　　現在西児童館で行っている中高生タイムについては、体育館を中心と
した居場所の提供を行っている。中高生の放課後の居場所として、昨年
度よりも利用者は増加している。
　現在の中高校生タイムやり方については、事前に中高生に利用内容
の、事前に調査を行って、希望の多かった内容で行っている　。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

　対象者の誰もが参加できる。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

　嘱託職員中心の事業であり、削減できない。

　

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

 行政が先頭にたたなければならない時期においては、事業の放棄と受け止められかねない。

○



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
✔  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

0 3 0 2 0 8 0 1 2 8 2 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

✔  影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ✔  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

✔  削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 適切 ✔ 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-60,954 0 -110

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

705

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -59,793 -59,903

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 52,000

705

67

150

物に係るコ
スト

0
013,500 0

1,125

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 7,048

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

5
7,700

52,000 0

9,000

5
7,700

嘱託職員人件費計（Ｅ） 13,500
時間 9,000

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

38,500 38,500

9,000

0
88

60,954 0 110

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
（事業開始の経過）
　昭和４５年に児童館が設置されたのに伴い、来館者の大多数を占める小学生に対し育成事業として始めた。

（事業の内容）
　児童館が小学生に対して行う育成事業。各種クラブ活動による育成、キャンプ・ハイキング等の野外活動、映画会等の視聴覚活動、工作、スポーツ等の行事による創作・体験行事、焼き芋
や餅つき等の季節行事、子ども実行委員会活動による自主活動の推進、図書室による読書推進活動。

千円 0 0 59,793

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

延事業回数

延参加人数

回

13,500

00 0 0 0

7,729

59,903

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

市内の小学生の数

延参加人数

児童青少年課

田代　和広

所属課子ども家庭部

児童館

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市児童館条例法令根拠

昭和45

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

　児童館や学校を拠点に活動する。学校休業日にはハイキングやキャンプの野外活動を行った。また、年間を通じたクラブ活動等を行った。

 子育ち・子育てしやすい環境の中、保護者がいきいきと地域の中で子育てをしている。
　子どもたちが心身ともに健やかに育っている。

　25年度に同じ

（決算）
単位

5
（目標値)

7,700

100% 100%

52,000

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

　市内の小学生。（基本的に市内在住）

0

（当初予算)

14000

8

38,500

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

子育てしやすい環境が整っていると思わ
れる市民の割合

千円
0

児童館小学生体験交流事業

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

6,960

88

（決算）（Ａ）

745

0

千円

千円

0
人

平成26年度

14000

・継続した活動による達成感を得る。　・豊かな体験を通して成長する。　・季節行事を
体験する。　・自主活動による社会性・自律性を獲得する。

373 550502

13570 未確定

3543

7,131

平成25年度

13570

平成23年度
（決算）

100

1,125

0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

未確定

0
-21

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

子供の成長に関して悩みや不安を抱え
ており、身近に相談相手がいない保護

0

171

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

人

✔

✔

3606 3569

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 745

千円

7,198 7,829 0

0

0

0

0

-40
0

0
-40

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

 公共関与に限定すると、開館日及び開館時間を柔軟に設定することができない。ただし、民間委託を導入する
ことについては課題がある。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

　遊びや体験交流の内容が、現在の子どもたちの置かれている状況に適応しているか検討する余地がある。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

　民間委託等で事業費の削減余地があるかもしれないが、どのように事業展開するかの検討が必要。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

 児童館の日曜・祝日開館等、児童の利便性を考えると、公共関与は見直
しの余地があると思われる。
 職員の半数以上を嘱託員化することにより、人件費の削減効果は出てい
る。このような運営形態で一定の成果を上げているが、さらに民間委託を
導入することについては、整理すべき課題が多くある。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

　全児童を対象にしている。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

　既に職員の半数以上は嘱託員となっている。民間委託を導入することについては課題がある。

　

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

　野球やサッカー、ヒップホップ等の民間クラブ事業が充実してはいるが、全児童を対象にしている児童館事業
がなくなると体験の機会が失われる子どもが出る。

○



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

0 3 0 2 0 8 0 1 2 8 1 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

　施設の老朽化に伴い必要な修繕を行わなければ、施設の安全を確保できない。

○ ×
成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

　３児童館全てを維持管理している。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

　現在、維持管理は必要最小限の人数で行っている。

　

コスト
削減 維持 増加

　　今後３児童館の修繕について年次計画を組んで、建築営繕係り及び
財政係と協議していく必要がある。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

　平成２７年度に外壁等改修工事を行う予定なので、その工事の中で行える修繕については改修工事と併せて
行うように建築営繕課と協議している。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

 市の建物であり、公共関与は妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

効率的執行を目指し、施設の改修を進める必要がある。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

国立の子育て・子育ちに責任を持
つ

0 0 0 0 0 0

0

0
0

0

0

0

0

0

0

0
0

0
0

千円

4,339 6,338

0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

✔

3 3

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

館

件

件

100%

子供の成長に関して悩みや不安を抱え
ており、身近に相談相手がいない保護

0

-131

4,389

#DIV/0!

物件費
-135
-968

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

16

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

922

0

0

5,214

14

14 16

3

3,524

平成25年度

33

平成26年度

15

　児童館の施設機能を良好に保つ

3

4,389

0

千円

千円

0
人

3,655
3,488
1,783

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

児童館維持管理事業

千円

平成24年度平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

子育てしやすい環境が整っていると思わ
れる市民の割合

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

　児童館施設

0

（当初予算)

15

6,500

3
（目標値)

1,300

100% 100%

6,500

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

  児童館の修繕、ごみ処理、各種設備点検、警備等の維持管理や回収工事等。

子育ち・子育てしやすい環境の中、保護者がいきいきと地域の中で子育てをしている。
　子どもたちが心身ともに健やかに育っている。

  ２５年度に同じ

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市児童館条例法令根拠

昭和45

児童青少年課

田代　和広

所属課子ども家庭部

児童館

0

15,228

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

児童館の数

修繕件数

0

5,416

0

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

児童館の数

修繕件数

館

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
（事業の内容）
  児童館の修繕、ごみ処理、各種設備点検、警備等の維持管理や回収工事等。

千円 0 0 11,938

差額

（決算）

12,838 0 3,290

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

6,500 6,500

0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

6,500 0

3
1,300 0

0

0

0
0

3
1,300

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 5,438

千円

うち委託料 千円

-1,099

物に係るコ
スト

0
00 0

0 6,500

815
3,353

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -11,938 -15,228

その他 千円

-12,838 0 -3,290

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

0 3 0 2 0 8 0 1 2 8 2 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-4,250 0 0

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -4,250 -4,250

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 3,950

0

物に係るコ
スト

0
01,950 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 300

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

2
400

3,950 0

1,300

2
400

嘱託職員人件費計（Ｅ） 1,950
時間 1,300

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

2,000 2,000

1,300

0
88

4,250 0 0

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
（事業開始の経過）
　児童館の幼児教室を（地域の中で、自然の中で、集団遊びを通して子育てしよう）と、公園中心の活動から始めた。
（事業の内容）
　3歳児（年度内3歳）からの幼児と親を対象にした幼児教室。幼児たちの友達との係り合いや親同士の仲間つくりを目的として各児童館毎に行われている。4月から翌年3月までの活動で、
年度毎に登録する。水曜日に「おはようコケッコー」を行っている。
　職員及び嘱託職員で担当し、「おはようコケッコー」は児童館と市内の公園を中心に活動。幼児たちに体操や自然遊び、親子工作等、親子や子供同士の触れ合いや仲間つくりができるよ
うに運営している。

千円 0 0 4,250

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

親子登録数

活動数

組

1,950

00 0 0 0

300

4,250

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

2歳からの幼児数（幼稚園児・保育園児
を除く）

参加した親子の数(延べ数)

児童青少年課

田代　和広

所属課子ども家庭部

児童館

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市児童館条例法令根拠

昭和52

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

　児童館と市内の公園を使って活動し、体操や自然との触れ合い,工作、餅つきや焼いも、クリスマス会等の季節行事、遠足等を行った。

 子育ち・子育てしやすい環境の中、保護者がいきいきと地域の中で子育てをしている。
　子どもたちが心身ともに健やかに育っている。

　２５年度に同じ

（決算）
単位

2
（目標値)

400

100% 100%

3,950

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

　3歳児（年度内3歳）からの幼児と親。

0

（当初予算)

2500

8

2,000

％

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

子育てしやすい環境が整っていると思わ
れる市民の割合

千円
0

幼児対策事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

300

（決算）（Ａ）

0

千円

千円

0
人

平成26年度

105

 幼児の豊かな子育ちと親の子育て仲間を作る。

159 124139

109 107

642

300

平成25年度

2447

平成23年度
（決算）

0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

2372

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

子供の成長に関して悩みや不安を抱え
ており、身近に相談相手がいない保護

0

0

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

日

組

✔

656

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

300 300 0

0

0

0

0

0
0

0
0

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

 在宅で乳幼児を育てる保護者と行政が連携し、子育てに関する不安や負担の軽減を図る事業なので、行政が
担う役割が大きい。
　また、近隣地域での保育の場を支援する事業であるため、地域行政の担い手である市がこの事業を行うことが
望ましい。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

　現在でも十分な成果はあると思うが、最近の保護者の保育ニーズを調査することなどにより、コケッコーのプロ
グラムの再検討を行うことにより、成果の向上が期待できる。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

　在宅で乳幼児を育てる保護者に対して、地域の中で子育てを支援する場として、30年以上も事業が行われていることからも保護者からの事業への
ニーズは多いと考える。今後は新たなプログラム等を検討するなどして、地域保育の支援の場としての充実を図る。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

　人件費が主な支出であり、最低限の経費で行っている。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

　

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

　定員を設定せず誰でも参加できる。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

　嘱託職員中心の事業であるため削減は難しい。

×

　保護者の保育ニーズを反映して、よりよいプログラムを検討実施する。

成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

　　在宅で保育を行っている保護者に対して、地域の中で子育てを支援する場として多くのニーズがあるため、
廃止は考えられない。

○



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
０歳から５ までの 乳幼 とその 保護者 ✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

千円

平成26年度

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -188,547 -215,547

その他 千円

その他

35,698

再任用職員人件費計（Ｄ） 0

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ）

嘱託職員従事人数

0 0

2827

53,547

67,500 67,50067,500

53,547 53,547
0 215,547

延べ業務時間 時間

215,547
嘱託職員人件費計（Ｅ）

28
0
0

6
13,500

6
13,500

35,698

0

27,000

千円 0 0 0

千円維持補修費
うち委託料

13,500

2

0

27,000

0

0

7

35,698

0

時間

0

目標年度 差額
（決算）

13,500
2

13,500

135,000 135,000

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
(事務事業の内容）
１２ヶ所の学童保育所で、週１回、身近な「子育てひろば」として乳幼児とその保護者が遊ぶことができる広場を展開している。
３児童館では０才から２歳までの乳幼児と親を対象に、また、４学童では０才から５歳までの乳幼児と親を対象にしている。
　（事業内容）
職員及び嘱託職員で担当し、遊びのスペースの設置・テーマ遊びの実施・保育士、子ども相談員、地域活動ワーカー等による巡回相談支援（不定期）、子育て情報の提供・子育てグルー
プの育成等を実施している。
　（予算の内訳）
職員･嘱託職員経費（報酬、給料など）

千円 0 0 188,547

差額

（決算） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

53,547

27,000

258,596 215,547 27,000

0

215,547

0

-215,547 -27,000
100%

215,547

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

児童青少年課

田代和広

所属課こども家庭部

矢川児童館

135,000
2

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市学童保育所条例法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

再任用職員従事人数
延べ業務時間

１２ヶ所の学童保育所で、週１回、身近な「子育てひろば」として乳幼児とその保護者が遊ぶことができる広場を展開している。
３児童館では０才から２歳までの乳幼児と親を対象に、また、４学童では０才から５歳までの乳幼児と親を対象にしている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（事業内容）
職員及び嘱託職員で担当し、遊びのスペースの設置・テーマ遊びの実施・保育士、子ども相談員、地域活動ワーカー等による巡回相談支援（不定期）、子育て情報の提供・子育てグルー

●子どもをもつ世帯（保護者）が、地域の中で子育てをしている。　また、子育ての自覚を持ち自立している。
●就学前の乳幼児・義務教育の児童生徒 （公立、私立を問わず）・18歳までの子どもが、心身ともに健やかに育つ

２５年度に同じ

13,500

（決算）
単位

100% 100%

188,547

27,000

27,300

-258,596

（当初予算)

27

135,000

6
（目標値)

27,000

67,500

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

延べ業務時間

カンガルー広場

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

千円

千円

0
人

人

0

平成26年度

294

①安全且つ健全な放課後の生活が保証される。
②異年齢での集団生活を楽しみながら友達とのかかわり方を学べる。　　③遊びや生
活の指導、自主的に学習ができる環境やスペースを与える（長期休みや登所したとき）

489 489

245

503 503 503

245 245 294

489

平成25年度

97.92

（決算）（Ａ）
目標年度平成23年度

（決算）

15,749

0

0

（決算見込み)（Ｂ）

2,519

13,500

35,698

97.92 97.92

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

13,500

0

0

100%

物件費

その他

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

✔

503 489

％ #DIV/0!#DIV/0!

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

移転支出
的なコスト

扶助費

物に係るコ
スト

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

0 43,049 0

0

0

0

0

0
0

0
0

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

重点施策である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

現状で十分と考える。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

　時代が変わっていく中で、保護者も変わってきている中で、現状維持するために時代に担った対応として取り組んでいく必要がある。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

人件費のみ

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

　子育てに関しては学童の職員・嘱託員だけではなく、子育て支援課の相
談員が時々来館して、子育てによる悩みの相談により子育てがし易く図ら
れています。また、毎年、正規職員・嘱託員による遊びの工夫があり、乳
幼児、保護者たちが楽しく過ごせる場となっている。保護者や子育ち・子
育てのしやすい環境づくりに結びついていると思う 。今後も、場所の提供
により、不安がちに引っ越してきた方々も、安心して新しい環境に馴染め
ることが大切だと思われる。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

誰でも参加可能

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

これ以上の事業時間の削減は好ましくない。

類似事業がない。

×

今後も現状維持

成
果

向
上

維
持

低
下 ○

事務事業名

政策名

施策名

× ×

　

不安のある保護者がいる。

○



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
　城山公園を主に常設として谷保緑地で１泊２日キャンプ方式活動し２か所で実施。ツリークライミング、ロープ綱渡り、ハンモック、木工作、炭火で料理。その他、真夏に手作りウォータースライダー   ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】
　やペットボトルロケットをし、秋には木の実工作、遊ぼうパン、 冬に熱気球をしたりして季節ごとに楽しむイベントを行ってきた。ただし、年間11回のうち雨天時が4回あり、回数は少なかったが、後半   
　参加人数が増えてきて、2月には餅つき大会で100名を超える人数になった。   

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 適切 ✔ 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

今年度４月に城山のオープンに向けて、「城山の里山づくり」に環境保全課を先頭に、産業振興課とも連絡会の中で情報交換をしてきたが、倉庫が建た
なくなった解決策として花と緑と水の係りに相談により、収納箱をオリジナルで作った。いつでも動かせる可動式を条件として許可を申請。委託について
は課題は残っているが徐々にスムーズにいくよう連携しあい、会議等開き、常に連絡を密にしていくよう心がけをしたい。

○

×

　今まで、１ケ月に1回を週１回にすることにより、回数も増えこどもにとってまた来週すぐにできる要素や、場所もほ
とんど城山公園という整備された場所になり、より展開できるようになった。今後は事業の有効性や効率性、公平性
の３点を踏まえ乳幼児から高校生まで楽しむ側とボランティアとして活躍したい側が身近に係わりあい地域に根差し
たものにしていくには事務方である児童館とNPO法人の方々が密に連絡し合える場を設け、考えを出し合い評価
反省をしていく方向にしていきたい。また、NPO法人側には、事業日誌や写真等活動の場を残していただき、実績
を元に展開していきたい。

成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

コスト
削減 維持 増加

　今年度も、各事業所の学校、公民館、保育園などポスターを掲示依頼し
た所、宣伝効果が見られ、徐々に増えてきた。また、NPO法人「冒険遊び
場の会」に委託する中でも増加傾向にある。　今後も新しい催し物を展開
しながら、宣伝効果を有効に活用し、参加する子どもたちのニーズを捉え
ながら安心した子どもの居場所にしていきたい。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0 0

0

0
0

0

0

1,100

0

0

0
0

0
0

千円

1,100 0 0

0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

100%

0

0

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

1,100

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

0

0

平成25年度平成23年度
（決算）

245 245 294

489

245

503 503 503

平成26年度

294

平成22年度

自然環境の中で乳幼児と保護者の子育て仲間を作っていく。また、小学生もチャレン
ジ精神旺盛な子どもが自分で考え色々な事を体験していける。

489

0

千円

千円

0
人

千円

人

（決算）（Ａ）

千円

時間

常設プレーパーク事業

千円

平成24年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

乳幼児（保護者同伴）、小学生、中学生、高校生まで１８歳までを対象

0

（当初予算)

1,800

（目標値)

#DIV/0! 100%

0

0

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

●子どもをもつ世帯（保護者）が、地域の中で子育てをしている
●子どもをもつ世帯（保護者）が、子育ての自覚を持ち自立している

　4月からNPO法人として「冒険遊び場の会」にプレーパーク運営業務を委託する。業務についてはすべてを委託するが、事務処理関係、監督（内容を把握し契約書や仕様書以外があった
場合は、指導。）については、十分協議し、今まで通りプレーパークの目的に遂行できるよう開催。25年同様他、キャンプ、ハイキング等1ケ月に1回程度イベントを開催。

（決算）
単位

（決算）（Ａ）

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市学童保育所条例法令根拠

2625

児童青少年課

田代和広

所属課こども家庭部

矢川児童館

0

2,900

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

0

1,800 0 2,900

-1,800

00 0 0

（決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
７年前に冒険遊び場プレーパークが「子ども総合計画」の重点施策として載り、児童館職員と養成講座を受け修了した市民の参加により 、2カ月に１回位、１日プレーパークとして谷保緑地
で開始された。幼児と保護者、小学生などを対象として谷保緑地からスタートした。途中から、国立市の中心部である谷保第三公園の一部を公園課担当から許可を得て隔月で使用し、参加
者を増やす方向で活動を拡大した。

　　今年度は常設化目指している中、場所を城山公園に移したことで、月１回の１日プレーパークとしては、子どもの居場所として定着し、増えてきた。このため、子どもの居場所としてプレー
パークを機能させるため、来年度4月から常設化できる場所を確保でき、幼児（保護者同伴）から、小、中、高校生たちと大人が一体となって楽しく遊べる方向を目指していけることになった。
(事務事業の内容）

（事業の内容）
・ツリークライミング、ロープ綱渡り、ハンモック、木工作、炭火で料理。他季節に合った遊びを展開を志している

千円 0 0 0

差額

（決算）

時間

目標年度 差額
（決算）

0 1,800

1,800 0

0

0

1,800

0

1,800
1,800

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

1,100

物に係るコ
スト

1,800

0
0

嘱託職員従事人数

0 0
0 1,800

0支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

延べ業務時間

千円

千円

うち委託料 千円

嘱託職員人件費計（Ｅ）
時間

その他 千円

その他

再任用職員人件費計（Ｄ）

千円

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 0 -2,900 0 -2,900

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

1,800

0



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-258,596 -215,547 -27,000

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

67,500

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -188,547 -215,547

その他 千円

その他

67,500

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 215,547

0

物に係るコ
スト

67,500 67,500

0
053,547 53,547

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

27,000

0

0
0

6
13,500

6
13,500

215,547 215,547

35,698

7
13,500

2

嘱託職員人件費計（Ｅ） 53,547
時間 35,698

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

13,500
2

13,500

135,000 135,000

35,698

0
2827

258,596 215,547 27,000

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
(事務事業の内容）
・保護者が労働等により昼間家庭にいない小学１～３年生に就学している児童に対して、学童保育所にて放課後等の児童の適切な遊びと生活の場を与え、その健全な育成を図る。
・学童保育所は１２ヶ所（児童館6ヶ所、学校施設内5ヶ所、学校敷地隣接地１ヶ所。）
（事業の内容）
・指導員については児童２０名に対して１名の配置を基準とし、配置。出席を確認、遊びの指導（各種行事など）、おやつの提供、生活指導を実施している。
（予算の内訳）
職員・嘱託職員・臨時職員経費（報酬、給料・賃金など）、報償費、需用費（消耗品費、修繕費，光熱水費など）、役務費（電話、郵便料、傷害保険料など）、委託料（警備委託料など）、使用
料及び賃借料（自動車借上料、学童保育所システム賃借料　、用地借り上げ料）、備品購入費（図書購入費など）

千円 0 0 188,547

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

35,698
53,547

27,0000 0 27,000 27,000

27,300

215,547

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

児童青少年課

田代和広

所属課こども家庭部

矢川児童館

135,000
2

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市学童保育所条例法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

指導目標をたて、異年齢での集団生活を楽しみながら友達とのかかわりをつくり、健全な成長を図ると共に、新入所児歓迎会、毎月の誕生会、けん玉やコマ検定、お楽しみ会などの行事を
行う。

●子どもをもつ世帯（保護者）が、地域の中で子育てをしている。　また、子育ての自覚を持ち自立している。
●就学前の乳幼児・義務教育の児童生徒 （公立、私立を問わず）・18歳までの子どもが、心身ともに健やかに育つ

２５年度に同じ

13,500

（決算）
単位

6
（目標値)

13,500

100% 100%

188,547

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

小学校１～３年生の保育に欠ける児童（しようがいのあるこどもは基本的に４年生まで）や、その他、市
長が入所を必要と認めた児童を対象とする

27,000
28

（当初予算)

97.92

27

135,000

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

学童保育所維持管理運営事業

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

（決算）（Ａ）

0

千円

千円

0
人

平成26年度

294

①安全且つ健全な放課後の生活が保証される。
②異年齢での集団生活を楽しみながら友達とのかかわり方を学べる。　　③遊びや生
活の指導、自主的に学習ができる環境やスペースを与える（長期休みや登所したとき）

489 489

245

503 503 503

245 245 294

489

平成25年度

97.92

平成23年度
（決算）

15,749

0

0

2,519

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

97.92

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

13,500

0

0

100%

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

✔

503 489

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

0 43,049 0

0

0

0

0

0
0

0
0

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

現在の入所率は定員を大幅に超えての措置であり、昨年度より入所数が
増え、本町学童保育所のみ保育の支援を要する児童が増えつつある。4
月以降も入所して4月当初より増えている。放課後等の児童の適切な遊
びと生活の場を与え、その健全な育成を図ることに貢献している。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

×

　放課後こどもプランにおける学童保育所の位置づけ・役割りを検討していってる中で、小学校の授業時限が伸び
たり、土曜日の授業が入ってきて週休二日制もなくなり、児童館や学童保育所の行事の見直しがなお一層必要とさ
れている。保育時間の延長については、一昨年度の6月議会で可決され夏休みと冬休み、現在の春休み期間の状
況まで見ると、朝、夕方の両方とも相変わらず思ったより利用者が少ない傾向にある。　こどもの状況も、年々、支援
を要する子が増えてきている中、全員入所がうたわれている点では、新たな対応が必要とされてきている。

成
果

向
上

維
持

低
下 ○

事務事業名

政策名

施策名

× ×

定員増に向けた施設の新設・増改築については実施済み。しかし、支援を要する子が増えてきてる点で、健常児と一緒に過ごしていく上で、両方ともに
負担が来ている傾向にある。保育向上を目指すには、今のままでは、安全に過ごせるようにするのが精一杯である

○



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

✔  影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

0 0 5,373

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -21,200 -15,827

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 0

-5,373

物に係るコ
スト

0
00 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 21,200

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

0 0
嘱託職員人件費計（Ｅ） 0

時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

0 0

0

0 0 -5,373

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
(事務事業の内容）
　２年前に手の届く範囲を打診、その他を目視で調査し、異常があれば全面打診等により調査し、加えて竣工、外壁改修等から１０年を経てから最初の調査の際に全面打診等により調査し
ていたので、専門業者に視診で分からない個所は、壁や天井の一部を剥離して工事前に測定して、工事が早く進むように建築営繕課と業者が手順を踏んだ。　工事が６月より準備等入り、
７月初旬には足場が組まれ、夏休み中に工事が進められる。　全体的な工事の中で、着工から夏休み前（7/19）までは仮設工事並びに各工事の調査及び粉塵・騒音等が伴わない工事が
行われ、主な耐震補強工事・内装改修工事・外壁改修工事は夏休み中（7/20～8/31）に無事行われた。　9月から外構及び防水改修残工事等を行う。また、飛散防止フィルムおよび網戸等
も、1０月１５日を目途に完成する

千円 0 0 21,200

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

j児童館数

設備点検数

3館

0

00 0 0 0

15,827

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

児童館数

児童館数

児童青少年課

田代和広

所属課こども家庭部

矢川児童館

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市学童保育所条例法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

児童館の修繕、各種設備点検等の維持管理

地域の中で子育てをしている

完成済み

（決算）
単位

（目標値)

100% 100%

0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

矢川児童館

0

（当初予算)

0

0

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

矢川児童館耐震補強等改修工事

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

21,200

（決算）（Ａ）

0

千円

千円

0
人

平成26年度

児童館が不具合なく、安心して利用できる

15,827

平成25年度

21,200

平成23年度
（決算）

0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

015,827

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

#DIV/0!

0

-5,373

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

１館

1件

１館

✔

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

15,827 0 0

0

0

0

0

0
0

0
0

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

平成２２年６月２７日に矢川児童館の建物現地調査を行った結果、１階題２学童室の耐震結果で１部補強が必
要と判断され、基準値を下回り工事を決定

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

工事によって基準値に達するため

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

なし

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

工事の見積書及び建築営繕課との協議により規約通り決定

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

全体的な工事の中で、着工から夏休み前（7/19）までは仮設工事並びに
各工事の調査及び粉塵・騒音等が伴わない工事が行われ、主な耐震補
強工事・内装改修工事・外壁改修工事は夏休み中（7/20～8/31）に無事
行われた。　しかし、9月から外構及び防水改修残工事等を行う工事が、9
月10日に担当業者の倒産により、8月分まで支払いを済まし、外構は材料
のみあったので、市役所土木係りが担当を請け負い、組立人件費はかか
らなかった。飛散防止フィルムおよび網戸等は他の業者に依頼し、1１月５
日をもって完成した。建築営繕課の尽力により、事なきに完成することが
できた。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

工事の見積書及び建築営繕課との協議により規約通り決定により公平

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

工事の見積書及び建築営繕課との協議により規約通り決定

×

　なし

成
果

向
上

維
持

低
下 ○

事務事業名

政策名

施策名

× ×

なし

工事によって基準値に達し、職員含め市民も安心して使用ができる

○



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
1  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

1 7 0 2 1 0 0 1 2 5 2 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

ひとり親の当事者に加えて学識経験者らのアドバイスを聞く。ひとり親の手当受給者などへのアンケートを実施する。

基金の範囲内で、有効に活用する前提である。

○

×

基金の活用方法については、ひとり親当事者のニーズを把握しつつ事業改善する必要がある。

成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

基金の趣旨により、ひとり親家庭、子育ちの支援に限定されている。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

必要な事務の削減余地がない。

基金単独の活用が前提である。

コスト
削減 維持 増加

基金の活用については、ひとり親当事者のニーズを把握し、事業に反映
させていく必要がある。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

ひとり親世帯が実際にどのくらいいるのか、どのようなニーズが求められているのか、現状を把握することが難しい。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

基金の範囲内で、事業を形成する。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

ひとり親福祉を市民が支えたいという寄付者の意向を受けたもので、市の施策にも合致している。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

基金の範囲内で、施策形成する余地がある。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0 0

0

0
0

0

0

0

0

0

0

0
0

0
0

千円

0 0

0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

世帯

回

事業

100%

子どもの成長に関して悩みや不安を抱
えており、身近に相談相手がいない保

0

0

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

2

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

0

0

3

0 0

平成25年度

00

平成26年度

0

ひとり親家庭のニーズに沿った事業が実施される。

0

0

千円

千円

0
人

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

母子家庭等の自立及び子育ち支援基金管理事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

％

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

子育てしやすい環境が整っていると思う
市民の割合

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

母子・父子家庭等ひとり親家庭世帯

0

（当初予算)

3

45

2
（目標値)

9

100% 100%

50

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

①母子家庭津レクリェーション交流事業：869,371円　②ひとり親家庭等相談事業：277,725円。なお、母子家庭等自立支援教育訓練費自己負担助成金支給事業については、平成２５年度
の支払実績が無かった。

子育ち・子育てしやすい環境の中、保護者がいきいきと地域の中で子育てをしている。子どもたちが心身ともに健やかに育っている。

①母子家庭等自立支援教育訓練費自己負担助成金支給事業②母子家庭津レクリェーション交流事業③ひとり親家庭等相談事業

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
母子家庭等の自立及び子育ち支援基金条例法令根拠

平成17

子育て支援課

網谷　操

所属課子ども家庭部

ひとり親・女性支援
係

0

45

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

ひとり親家庭数

基金を活用した事業数

0

0

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

「母子家庭等の自立及び子育ち支援基
金｣活用事業懇談会の開催
母子家庭基金検討部会開催数

回

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
平成１７年３月に市民から受けた１億円の寄付金を元に、平成１７年10月「国立市母子家庭等の自立及び子育ち支援基金}を設立したことに伴い、母子家庭等の自立支援施策及び児童が
健やかで心豊かにはぐくまれる環境を確保する施策に活用するために基金を支出し管理を行う。対象事業は、①母子家庭等自立支援教育訓練費自己負担助成金支給事業②母子家庭津
レクリェーション交流事業③ひとり親家庭等相談事業。

千円 0 0 50

差額

（決算）

45 0 -5

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

50 45

0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

45 0

2
10 -1

-5

0 0

-5
0

2
9

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

物に係るコ
スト

0

0
00 0

0 45
支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

0

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -50 -45

その他 千円

-45 0 5

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
10  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

0 3 0 2 0 3 0 1 2 3 1 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO） ✔  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標 ✔  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ✔  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 ✔ 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

当事者の「身近な場所で専門的な相談を受けたい。カウンセリングの利用はできるのか」との要望があるが、現状では対応できていない部分がある。利
用者を増やすにはどうすべきかを検討する。

リピーターの利用もあり、日中市役所へ相談に来ることが難しい方にとって、この事業を廃止してしまうことは心
のよりどころをなくしてしまうことになりかねない。しかし、相談件数が多くないため、どうすれば利用者が増える
かについて検討すべき。

×

利用者のニーズを把握する必要がある。

成
果

向
上 ○

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

無料で相談ができることは、市の他の相談事業と同じであり適正と思われる。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

すでに事業委託しており、大きな削減は見込めない。

相談内容により、他課の相談担当との連携を行っている。

コスト
削減 維持 増加

対象者のニーズを把握し、夜間に捉われず、カウンセリングの実施や相
談回数など、実施内容・実施方法の検討を要する。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

利用者・相談件数が少ないこと。周知方法。

利用者・相談件数が少ないこと。周知方法。実施内容の検討。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

事業委託をし、専門の相談員が対応しているが、相談件数が少ない。平成24年度の途中から相談回数を毎週1
回から月2回に減らした。相談回数をさらに減らす（月1回とする等）ことや、夜間相談にこだわらず、カウンセリン
グの実施など事業内容の検討も必要と思われる。。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

基金活用事業である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

周知の徹底し、事業の更なる活用を図る。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

-169

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 447 278 261 0

0

-42
0

65
335 208 196

0

0

0

0

0

0

0
0

0
0

千円

278 261

0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

件

回

件

35%

子どもの成長に関して悩みや不安を抱
えており、身近に相談相手がいない保

0

-169

0

#DIV/0!

物件費
-169
0

（Ｂ）-（Ａ）

-127
0

0

3

23

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

0

0

261

37

3 7

278

平成25年度

2237

平成26年度

10

平日の昼間に相談に来ることが難しいひとり親家庭に対する、相談支援の充実を図
る。

23

0

千円

千円

0
人

447
447

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

ひとり親家庭相談事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

％

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

子育てしやすい環境が整っていると思う
市民の割合

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

ひとり親家庭等の市民

0

（当初予算)

22

2

100

2
（目標値)

20

15% 31%

78

7 10

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

毎月第2・第４火曜日の午後5時から8時までの夜間、市役所１階相談室にて、ひとり親家庭等の相談を実施した。実施回数：23回

子育ち・子育てしやすい環境の中、保護者がいきいきと地域の中で子育てをしている。子どもたちが心身ともに健やかに育つ。相談者の精神的な不安の解消、問題解決のきっかけづくり。

前年度同様

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
法令根拠

平成19

子育て支援課

網谷　操

所属課子ども家庭部

ひとり親・女性支援
係

0

405

70

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

ひとり親家庭の母又は父

相談実施回数

相談件数

0

261

27

120 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

相談実施回数

相談件数

回

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
平成１７年３月に市民から受けた１億円の寄付金を元に、平成１７年１０月「国立市母子家庭等の自立及び子育ち支援基金」を設立したことに伴い、基金の活用の一つとして、ひとり親家庭
の相談事業を市民とともに企画実施。当初は毎週土曜日に子ども家庭支援センターのスペースを拝借し、実施していた。現在は、毎月第2・第４火曜日の夜間17時～20時に市役所相談室
にて実施。相談は17：20～と18：20～の2回。相談希望者は事前に予約をしていただく。当日の電話での相談も可能。東京都母子寡婦福祉協議会へ業務委託し、経験豊富な相談員が応じ
ている。

千円 0 0 525

差額

（決算）

400 0 -120

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

6

60 100

18

0
22

嘱託職員人件費計（Ｅ） 18
時間 12

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

139 0

18

2
12

1

8

49

0

40
0

2
20

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 447

千円

うち委託料 千円

-169

物に係るコ
スト

6
927 0

0 127

278

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

112

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -78 -127

その他 千円

-139 0 -49

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
11  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

0 3 0 2 0 3 0 1 2 5 7 5 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO） ✔  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア ✔  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

制度の周知をどのようにすべきか。

厳しい雇用情勢下、ひとり親への支援の拡充として、より有利な就業に繋がる資格取得のための支援及びそ
の間の生活保障としての訓練促進費の支給は都下全域で実施されている。

○

×

制度開始当初に比べ、国の方針が変更となり、訓練促進費の支給額が減額、支給期間が短縮されている。対象者
が安心して修業でき、生活費に困窮せず資格取得を目指せるよう、国へ声を上げていくことは市として求めらる事で
はないか。 成

果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

国の「高等技能訓練促進費等事業実施要綱」に基づく実施であり、公平性は保たれている。一方、対象者が2
名で推移している為、制度の周知をいかにすべきか、見直す必要あり。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

申請を受けるに当たり、受給資格の確認をするために、初回面接時に、詳細について詳しく聞き取る必要がある
ため、業務時間の短縮は難しいと思われる。

教育訓練費助成や貸付制度はあるが、資格取得時の促進費支給事業はない

コスト
削減 維持 増加

現在適切に事業展開されているため継続していくことが必要である。対象
者への制度の周知を工夫したい。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

制度の周知。

制度の周知。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

国の「高等技能訓練促進費等事業実施要綱」に基づくものであるため、削減の余地は無い。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

国の「高等技能訓練促進費等事業実施要綱」に基づくものであり、又、ひとり親家庭の母又は父が就業に結び
つきやすい資格を取得するための支援となっているので妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

給付事業であり、その成果は対象者次第であるため、行政側から成果を向上させる取り組みを実施することは
難しいと思われる。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

249

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 1,957 2,206 3,675 0

0

0
0

1,129 0

0
828 2,206 3,675

0

0

0

0

1,378

0
332

0
332

千円

0 0

0 2,610

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

2 2

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

29%

子どもの成長に関して悩みや不安を抱
えており、身近に相談相手がいない保

0

0

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

-1,129
0

0

2

（決算見込み)（Ｂ）

4,900

目標年度平成23年度
（決算）

0

0

2

4

平成25年度

42

平成26年度

就業に結びつきやすい資格の取得を目的とする養成機関での受講は、ひとり親家庭
の経済的自立に効果が高いものであるが、一定期間のカリキュラムを受講する必要が
ある。受講中の生活の不安を解消し、安定した修業環境を提供し、資格取得を容易に

2

0

千円

千円

0
人

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

高等技能訓練促進費等給付事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

％

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

子育てしやすい環境が整っていると思う
市民の割合

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

市内に住所を有するひとり親家庭の母又は父で、給付対象の資格取得のため養成機関における訓
練を受講している者及び受講を修了した者。

0

（当初予算)

4

2

210

2
（目標値)

42

30% 31%

167

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

23年度からの修業者1名と、24年度からの修業者1名の計2名に対し訓練促進費を支給。又、25年度の修了者に一時金を支給。

子育ち・子育てしやすい環境の中、保護者がいきいきと地域の中で子育てをしている。子どもたちが心身ともに健やかに育つ。

訓練費及び一時金の支給。

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市母子家庭等高等技能訓練促進費等支給事業実施要綱法令根拠

平成23

子育て支援課

網谷　操

所属課子ども家庭部

ひとり親・女性支援
係

0

3,179

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

受講者数

給付金支給人数

0

27

480 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

給付金支給人数 人

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
20歳未満の児童を養育しているひとり親家庭の母又は父の雇用の安定及び就職を図ることを目的とし、就職を容易にするために必要な資格として都知事等が定めるものを取得するため、
養成機関において2年以上修業する場合に、訓練促進費及び修了一時金を支給する。平成20年度以後平成23年度以前に修業を開始した者には、訓練促進費月額141,000円、平成24年
度以後に修業を開始した者には、訓練促進費月額100,000円（いずれも住民税非課税者の場合）を、全修業期間（平成25年度以降に修業を開始した者は2年間）において支給する。また、
修了者に一時金50,000円（住民税非課税者の場合）を支給する。対象となる資格は、看護師、介護福祉士、保育士、理学療法士、作業療法士、保健師、助産師、理容師、美容師等。支給
を受けるには事前の相談を経て審査、決定。訓練促進費の支給には、毎月在学証明書等とともに請求書を提出していただく。定期的に修業状況の確認なども行う。※平成25年度より父子
家庭の父も対象となる。

千円 0 0 2,777

差額

（決算）

5,185 0 403

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

24

150 210

18

0
22

嘱託職員人件費計（Ｅ） 17
時間 11

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

285 0

18

2
30

1

12

71

0

60
0

2
42

4,900

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

物に係るコ
スト

7
1127 0

0 237

2,9422,610

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

2,942

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -820 -973

その他 千円

-1,510 0 -154

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
12  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

0 3 0 2 0 3 0 1 2 5 3 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO） ✔  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標 ✔  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 ✔ 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

一部負担金の納入方法（請求のタイミング等）の検討。

現事業の対象者が、安心して出産する手段がなくなるため。生活保護受給者等保健未加入者は、この制度に
頼らざるを得ない。

○

×
成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

所得階層ごとに受益者負担を設定して費用徴収しており、負担は公平である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

世帯状況等個人情報に関する深い部分まで聴取することになるので、外部委託にそぐわない

健康保険組合の出産一時金支給制度との連携は可能だが、別々の制度であるため統合はできない。

コスト
削減 維持 増加

現在適切に事業展開されているため継続していくことが必要であるが、出
産一時金の利用によって費用が賄えないか対象者に確認するとともに、
出産後の生活についても困窮しないよう継続的な支援が必要なケースも
ありえる。医療機関や他の関係部署（国民健康保険係や生活保護担当、
保健センター等）との連携も必要。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

対象者の把握ができない。

健康保険組合の出産一時金を利用することで、この事業を利用せずに出産費用を捻出できるかどうか。対象者の把握をどこまですべきか。一部負担金
について、確実に納入してもらうにはどうしたらよいか。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

助産施設入所措置費は国の基準に基づくものである。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

児童福祉法第22条に基づく制度であり、手続きの窓口は、市民に身近な市が行うことが妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

児童福祉法第22条に基づく制度であるため、向上余地は無い。費用負担については国の基準であるため市に
裁量がない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

-627

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 627 0 1,504 0

0

156 0
0

209 0 628

0
418 0 720

0

0

0

0

-418

0
0

0
0

千円

0 1,866

0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

27%

子どもの成長に関して悩みや不安を抱
えており、身近に相談相手がいない保

0

-822

0

#DIV/0!

物件費
-822
0

（Ｂ）-（Ａ）

-209
0

0

1

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

0

0

1,866

4

0

平成25年度

44

平成26年度

経済的に困窮した妊産婦が安心して出産に望めるようになる

1

0

千円

千円

0
人

822
822

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

助産施設入所に係る事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

％

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

子育てしやすい環境が整っていると思う
市民の割合

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

保健上必要があるにもかかわらず、経済的理由により、入院助産を受けることができない妊産婦

0

（当初予算)

4

1

160

2
（目標値)

32

42% 100%

265

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

助産施設入所者：１人　※入所決定した助産施設が都立病院であったため、助産施設入所措置費は東京都が負担した。

子育ち・子育てしやすい環境の中、保護者がいきいきと地域の中で子育てをしている。子どもたちが心身ともに健やかに育つ。

前年度同様

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計 児童福祉法
国立市助産施設入所及び費用徴収に関する規則

法令根拠

昭和53

子育て支援課

網谷　操

所属課子ども家庭部

ひとり親・女性支援
係

0

170

0

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

対象者数

助産施設入所者数

0

1,866

10

180 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

助産施設入所者数 人

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
妊産婦が、保健上必要があるにもかかわらず、経済的理由により、入院助産を受けることができない場合において、その妊産婦から申込みがあつたときは、その妊産婦に対し指定された助
産施設において助産を行わなければならない。
助産施設への入所を希望する者は助産施設入所申込書に収入の状況を証明する書類を添えて福祉事務所長に提出する。
前年の市民税額等に応じて対象範囲があり、一部自己負担がある対象者がいる。
入所が決定した対象者には、受診券を交付する。

千円 0 0 1,087

差額

（決算）

2,054 0 -917

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

9

250 160

6

0
12

嘱託職員人件費計（Ｅ） 15
時間 10

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

188 0

6

2
50

1

-18

-95

0

-90
0

2
32

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 822

千円

うち委託料 千円

-822

物に係るコ
スト

-4
-510 0

0 170

0

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -460 -170

その他 千円

-550 0 290

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
2 ✔  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

0 3 0 2 0 2 0 1 2 5 2 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標 ✔  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ✔  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

✔  削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 適切 ✔ 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 ✔ 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

就労に繋がるような支援策（技術習得期間を設け、期間中の生活の保障をするなど経済的支援）　働きやすい環境作り（子の保育等）

弱者切捨てになりかねない。社会復帰を図れることは、人材確保に繋がる。

○

×

関係機関との連携を密に図り、生活の向上に繋げ社会的自立を促進する。

成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

国民として何人も安全でかつ安心して暮らせる権利を保障されるべきことなので、安全、安心が脅かされる状況
であれば当然守るべきことと考える。よって、公平･公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

必ずしも正職員でなければ出来ないことではないが、事務作業と違い実務経験によるところが大きく、効率性の
図れるものではない。

就労支援員と連携を図ることで、自立が早まる。　また、技術の習得に積極的に支援する。

コスト
削減 維持 増加

取り扱う件数が少ないことは、それだけ窮迫していないことなので、良いと
思えるが、表に出てこないケースもあることを考えなければならない。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

入所期間が概ね2年間と限定されており、退所後の住宅の確保や地域での支援、連携をいかにしていくか。

施設入所措置費は、施設の定員に対する実入所世帯数の按分で月ごとの措置費が決定する。定員数よりも入所世帯数が少ない場合は、措置費の負
担が増加する。又、より早い退所になるようにきめ細かい支援策が必要。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

より早い退所になるようにきめ細かい支援策が必要。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

国や都の補助対象事業であるべきと考える。、実施主体は、市であることはやむを得ない。世帯の把握は小さい
単位の方が把握しやすい。ただし、経済的支援策は市の財政力に影響されるので、生活を営むに必要最小限
度の経済的支援は国や都であるべきではないかと考える。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

ひとり親家庭が増えている現状で、経済的な自立が難しく今後ますます支援策の充実が必要。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

4,679

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 5,441 10,120 9,255 0

0

-38
0

1,801 3,373 3,085

0
3,602 6,747 6,170

0

0

0

0

3,145

0
0

0
0

千円

11,052 12,341

0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

3 3

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

件

件

42%

子どもの成長に関して悩みや不安を抱
えており、身近に相談相手がいない保

0

4,962

0

#DIV/0!

物件費
4,962
0

（Ｂ）-（Ａ）

1,572
0

0

3

3

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

0

0

12,341

3

3 3

2

11,052

平成25年度

23

平成26年度

2

基本的生活習慣や地域への適応能力を育成とともに、就労指導などにより生活意欲の
増進を図り社会復帰出来る。

3

0

千円

千円

0
人

6,090
6,090

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

母子生活支援施設入所措置事業

千円

平成24年度平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

子育てしやすい環境が整っていると思う
市民の割合

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

配偶者のいない子女又はこれに準ずる事情にある女子及びその者が監護するべき児童

0

（当初予算)

2

2

2,025

2
（目標値)

405

54% 27%

5,761

3 2

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

年度当初入所件数　１件　入所措置件数　２件　退所件数　１件　　事業費：11,051,701円

子育ち・子育てしやすい環境の中、保護者がいきいきと地域の中で子育てをしている。子どもたちが心身ともに健やかに育つ。

常に対応できる状況にしておく。

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
児童福祉法法令根拠

昭和48

子育て支援課

網谷　操

所属課子ども家庭部

ひとり親・女性支援
係

0

13,932

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

施設入所期間中に社会復帰できるよう
に支援する

基本的生活習慣を身につけられるように
指導
就労に繋がるように支援する。

0

12,341

855

6400 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

相談者の受け入れ

関係機関との連携

件

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
配偶者のいない子女又はこれに準ずる事情にある女子及びその者が監護するべき児童を基本的生活習慣や地域への適応能力を育成し社会的自立ができるまで施設の入所措置をとり支
援する。

千円 0 0 11,851

差額

（決算）

15,861 0 2,082

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

320

5,000 2,025

522

0
22

嘱託職員人件費計（Ｅ） 761
時間 507

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

3,520 0

522

2
1,000

1

-595

-2,881

0

-2,975
0

2
405

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 6,090

千円

うち委託料 千円

4,962

物に係るコ
スト

15
95855 0

0 2,880

11,052

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

38

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -6,410 -3,812

その他 千円

-6,606 0 2,598

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
3  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

0 3 0 2 0 3 0 1 2 5 5 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

✔  影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO） ✔  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標 ✔  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ✔  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

✔  削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア ✔  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 ✔ 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-639 0 91

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -650 -559

その他 千円 904

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 559

864

-34

物に係るコ
スト

-94
-1419 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 904

千円

うち委託料 千円

10

-91

0

50
0

2
110

639 0

6

2
100

1

嘱託職員人件費計（Ｅ） 150
時間 100

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

40

500 550

6

0
22

1,628 0 -125

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
１億円の寄付金を元に母子家庭等の自立及び子育ち支援基金を設立し、母子家庭等の自立支援施策及び児童が健やかで心豊かに育まれる環境を確保するために活用。事業の企画を
行い、事業の委託業者を選定。参加者は広報やホームページにて募集。前年度参加しなかった応募者を優先して決定。定員に満たない場合は抽選による決定。

千円 0 0 1,554

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

開催数

参加者数

回

9

800 0 0 0

989

1,429

870

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

18歳以下の児童と父又は母のひとり親
家庭

参加者数

子育て支援課

網谷　操

所属課子ども家庭部

ひとり親・女性支援
係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

東京ディズニーランドバスツアーを企画し実施した。

子育ち・子育てしやすい環境の中、保護者がいきいきと地域の中で子育てをしている。子どもたちが心身ともに健やかに育つ。

同様の企画を予定。場所は未定。

（決算）
単位

2
（目標値)

110

42% 39%

650

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

１８歳以下の児童を扶養するひとり親家庭等の親子

0

（当初予算)

130

2

550

％

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

子育てしやすい環境が整っていると思う
市民の割合

千円
0

母子家庭等レクリエーション交流事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

904
893

（決算）（Ａ）

0

千円

千円

0
人

平成26年度

130

普段、忙しく働くひとり親家庭の親子のコミュニケーションを図ることにより、より理解を
深めることとリフレッシュを図る。

1 11

117 122

870

平成25年度

117

平成23年度
（決算）

0

0

989

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

122

-29
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

39%

子どもの成長に関して悩みや不安を抱
えており、身近に相談相手がいない保

0

-34

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

件

人

人

✔

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

870 989 0

0

0

0

0

0
0

0
0

0

0

989 -34
0

0 -34

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 904 870 989

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

基金活用事業である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

周知の徹底を図る。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

基金活用事業として、有益なのか。

限られた人のみが享受することとなってしまう。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

ひとり当りの単価設定を抑えて、幅広く実施する事業にする。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

行政が全て段取りを取る必要があるか。市民主導型にできるかどうか。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

参加人数が限定されるため、対象者が平等に利用できるチケットの交付など、見直しの余地あり。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

25年度の引率は正職員のみとしたが、随行の必要があるか、すべて委託できるかどうか検討が必要。

東京都母子福祉協議会等が実施している事業に市独自の補助をつけるなどの活用方法があるかと思う。

×

参加者のアンケートでは、人気のあるテーマパークでの事業について希望が多い。全てを委託業者に任せることが
できるのか、若しくは対象となる希望者へのチケットの交付も含めて検討したい。

成
果

向
上 ○

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

対象者のニーズの把握。アンケート等の実施。

楽しみにしている方が多いため、がっかりさせてしまう懸念はあるが、廃止・休止したとしても大きな影響はない
と思われる。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
4  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

0 3 0 2 0 3 0 1 2 5 6 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO） ✔  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

ひとり親家庭の母又は父の就業機会が損なわれることにより、ひとり親家庭の自立に支障をきたすと考える。

○ ×
成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

市内在住のほぼ全てのひとり親家庭の母又は父が対象となっており、特に不公平は無いと考える。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

給付事業である為、アウトソーシングなどは適さないと考える。

同様の施策として、雇用保険法に基づく教育訓練給付事業があるが、対象を雇用保険者に限定しているなど、
全てのひとり親家庭の母又は父が利用できる訳では無く、統廃合及び連携は困難と考える。

コスト
削減 維持 増加

現在適切に事業展開されているため継続していくことが必要である。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

制度の周知徹底方法。

安定した雇用の確保、国が全額助成するなど実現すれば見直しも可能と思われる。

原則として、過去に給付金に支給を受けていない者に限られるため、当市での受給はなくても過去（前住所地等）に受給されている場合は対象外とな
る。さらにレベルアップを図りたいが、受給歴があってもこの制度を利用できるとよい。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

対象となる講座は雇用保険制度の教育訓練給付の指定教育訓練講座等であり、受講に要する費用の上限も５
０万円と限度額があること、講座を選ぶのは当事者であるため削減の余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

給付事業であり、その成果は対象者次第である為、その枠組みの中で、行政側から成果を向上させる取組みを
実施することは難しいと考える。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

-252

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 252 0 1,397 0

0

1,177 -213
0

0
39 0 220

0

0

0

0

-39

0
-267

0
-267

千円

0 0

0 267

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

4 4

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

18%

子どもの成長に関して悩みや不安を抱
えており、身近に相談相手がいない保

0

0

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

0

（決算見込み)（Ｂ）

1,472

目標年度平成23年度
（決算）

0

0

4

4 0

5

平成25年度

14

平成26年度

主体的な能力開発の取組みを支援するために、教育訓練に関する講座を受講する者
に対して給付金を支給し、ひとり親家庭の自立の促進を図る。

2

0

千円

千円

0
人

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

母子家庭等自立支援教育訓練給付金事業

千円

平成24年度平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

子育てしやすい環境が整っていると思う
市民の割合

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

市内に住所を有するひとり親家庭の母又は父で、教育訓練に関する講座を受講しようとする者。

0

（当初予算)

5

1

200

2
（目標値)

40

63% 100%

408

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

対象者からの相談、申請を受け、対象講座を指定。平成25年度は2件の対象講座の指定を決定したが、受講修了者はおらず、支給実績無し。

子育ち・子育てしやすい環境の中、保護者がいきいきと地域の中で子育てをしている。子どもたちが心身ともに健やかに育っている。

前年度同様。※２５年度より父子家庭の父も対象。又、母子家庭等自立支援教育訓練費自己負担助成事業を本事業に含める。

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市母子家庭自立支援教育訓練給付金事業実施要綱法令根拠

平成17

子育て支援課

網谷　操

所属課子ども家庭部

ひとり親・女性支援
係

0

210

0

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

受講者数

給付金支給人数

0

10

320 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

受講対象講座指定申請者数

給付金支給申請者数

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
母子家庭の母の就業に当たり、主体的な能力開発の取組みを支援するために、教育訓練に関する講座を受講する母に対し、国立市母子家庭自立支援教育訓練給付金及び自己負担助
成金を支給し、もって母子家庭の自立の促進を図ることを目的とする。
　給付金及び自己負担助成金の支給対象者となる者は、市内に住所を有するひとり親家庭の母又は父であって、児童扶養手当の支給を受けているか、支給要件と同様の所得水準にあり、
雇用保険法に基づく教育訓練給付の受給資格を有しておらず、原則として、過去に給付金に支給を受けていない者に限られる。
　対象となる講座は雇用保険制度の教育訓練給付の指定教育訓練講座等で、教育訓練給付金支給額は指定講座の受講に要する費用の100分の20に相当する額、又自己負担金助成額
は、指定講座の受講に要する費用の100分の80に相当する額。教育訓練講座を受講しようとする者は、国立市母子家庭自立支援教育訓練給付金受講対象講座指定申請書を提出し、対
象講座に指定を受ける必要がある。また、給付金及び自己負担助成金の支給を受けようとする者は、当該講座の修了日の翌日から起算して1ヶ月以内に、国立市母子家庭自立支援教育
訓練給付金支給申請書等を提出する必要がある。※平成25年度より、父子家庭の父も対象となる。※平成25年度より、母子家庭等自立支援教育訓練費自己負担助成事業を本事業に統
合する。

千円 0 0 675

差額

（決算）

1,714 0 -465

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

16

400 200

6

0
11

嘱託職員人件費計（Ｅ） 8
時間 5

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

242 0

6

2
80

1

-40

-198

0

-200
0

2
40

1,472

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

物に係るコ
スト

1
310 0

0 210

0267

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

213

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -423 -210

その他 千円

-317 0 213

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
5  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

0 3 0 1 0 1
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

問題解決意識の向上。

ひとり親の社会的自立は、児童の健全な育成の上でも重要なことである。その支援を出来る環境を整えること
は必要不可欠である。

○ ×

相談体制の確立

成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

すでに全支援員に機会が与えられている。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

正職員及び嘱託員共に共通の認識を持つ必要があるため、連絡会への参加、研究等は不可欠である。

類似事業が無い。

コスト
削減 維持 増加

積極的な参加が求められている。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

相談内容が複雑になってきていることや、精神的な支援が必要とされてきており専門的知識を必要とされている。しかし、あくまでも、支援する立場とし
ては、問題ごとに適切な機関につなげより良い支援が受けられるよう情報の提供や助言が求められている。

緊急対応ケースが発生した場合、参加できない。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

事業費なし。事業の充実としては、地域での支援体制を整える。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

国や都の補助対象事業であるべきと考えるが、実施主体は、市であることはやむを得ない。世帯の把握は小さ
い単位の方が把握しやすい。ただし、経済的支援策は市の財政力に影響されるので、生活を営むに必要最小
限度の経済的支援は国や都であるべきではないかと考える。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

適切で豊富な情報を得ることで、ひとり親の社会的自立を支援することができる。
しかし、安定した支援をするには、職員の育成として、研修等に出られる保障が必要なので、限られた時間数の
中での資質の向上を図るのは難しい。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0 0

0

0
0

0

0

0

0

0

0

0
0

0
0

千円

0 0

0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

3 3

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

回

人

100%

子どもの成長に関して悩みや不安を抱
えており、身近に相談相手がいない保

0

0

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

2

23

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

0

0

3

2

12 12

2

平成25年度

1212

平成26年度

12

情報交換ができる。　　知識を得られる。支援力の強化が図られる。

12

0

千円

千円

0
人

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

母子自立支援員連絡会参画事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

％

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

子育てしやすい環境が整っていると思う
市民の割合

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

母子自立支援員･婦人相談員

0

（当初予算)

2

1

500

1
（目標値)

100

100% 100%

390

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

母子自立支援員及び婦人相談員との情報交換及び事例研究並びに都からの情報提供等

子育ち・子育てしやすい環境の中、保護者がいきいきと地域の中で子育てをしている。子どもたちが心身ともに健やかに育つ。

前年度と同様

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
母子及び寡婦福祉法法令根拠

昭和26

子育て支援課

網谷　操

所属課子ども家庭部

ひとり親・女性支援
係

0

623

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

母子自立支援員の数

婦人相談員数

連絡会参加人数

0

123

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

母子自立支援人連絡会参加回数

事例研究

回

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
月に１回、東京都市母子・婦人連絡会が開催されている。毎回テーマを決め研修を行い、また、業務に必要な情報の共有、事例検討、東京都からの連絡事項の確認等により、日頃の支援
力の向上を図っている。幹事市は持ち回りで担当。会の進行を行っている。

千円 0 0 390

差額

（決算）

623 0 233

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

300 500

75

0
11

嘱託職員人件費計（Ｅ） 90
時間 60

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

623 0

75

1
60 40

233

0

200
0

1
100

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

物に係るコ
スト

15
33123 0

0 623
支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -390 -623

その他 千円

-623 0 -233

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
6 ✔  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

0 3 0 2 0 3 0 1 2 6 2 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO） ✔  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標 ✔  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

✔  削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 適切 ✔ 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 ✔ 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-696 0 -67

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

364

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -388 -454

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 90

364350
0

物に係るコ
スト

1
310 0

600

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

10

53

0

50
0

2
16

96 0

6

2
6

1

嘱託職員人件費計（Ｅ） 8
時間 5

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

3

30 80

6

0
11

696 0 67

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
生計中心者の欠損等により母子家庭等になり、その保護者が認可保育所に入所の申込みをしているにもかかわらず、入所できない場合に、児童を緊急的に認証保育所または、家庭福祉
員等に預けた場合の保育料を助成し母子家庭の自立ならびに母子の健全育成を図る。事前相談が必要。利用者が自身で認証保育所等へ空き状況を確認し、保育所等の利用が決まった
ら必要書類を提出。書類審査を行い結果を通知。認可保育園へ入所できるまでの間、毎月請求書を提出。助成金を支給する。

千円 0 0 388

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

保育助成を行った世帯数

10

60 0 0 0

454

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

ひとり親家庭数

助成金支給者数

子育て支援課

網谷　操

所属課子ども家庭部

ひとり親・女性支援
係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市母子家庭緊急保育助成事業運営要綱法令根拠

昭和54

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

支払い世帯：２世帯

子育ち・子育てしやすい環境の中、保護者がいきいきと地域の中で子育てをしている。子どもたちが心身ともに健やかに育つ。

前年度同様。

（決算）
単位

2
（目標値)

16

100% 100%

38

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

市内在住の母子家庭の方。

0

（当初予算)

1

1

80

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

子育てしやすい環境が整っていると思う
市民の割合

千円
0

母子家庭緊急保育助成事業

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

（決算）（Ａ）

0

千円

千円

0
人

平成26年度

ひとり親家庭の自立および母子の健全育成

2 12

平成25年度

2

平成23年度
（決算）

0

0

（決算見込み)（Ｂ）

600

目標年度

2

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

子どもの成長に関して悩みや不安を抱
えており、身近に相談相手がいない保

0

0

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

✔

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 350

千円

0 0 0

0

0

0

0

0
14

0
14

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

待機児童の解消や保護者の子育てに対する負担の軽減は、国が行うべきとも考えらえる。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

制度について周知する必要があると思われる。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

待機児童の解消。

周知の度合いが低い。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

緊急時の対応としては、常に準備されていることは重要。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

必要に応じて事業の見直しを検討したい。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

市民の安心・安全な暮らしを保障するのは行政の役割のひとつでもあり、突然の環境の変化に対しての支援
は、子の健全な育成を促すことでもある。子を保育所へ預けることができれば就労時間も増やせる可能性あり、
それに伴い収入増も図ることができる。母子家庭の経済的負担の軽減は、不公平ではないと考える。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

利用実績により、業務時間を削減することは可能。

認証保育所等との連携が考えられる。

×

関係部署との連携、他制度の利用等により、待機児童解消策を検討する。保護者の子育てに係る負担の軽減を図
る。

成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

他の課との調整・調整が必要。市民への制度の周知。

母子の健全育成を図るため、緊急時の保育料助成制度を整備しておく必要がある。

○



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
7  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

0 3 0 2 0 3 0 1 2 5 8 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO） ✔  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標 ✔  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ✔  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア ✔  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 ✔ 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

制度の周知について。又、児童扶養手当担当との連携が必要。

ひとり親家庭の中でも低所得家庭への制度であるため、廃止、休止は、経済的負担の増加を招く。

○

×

支給対象者の要件を検討する。

成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

支給対象となる条件が適格か、検討する必要がある。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

延べ業務時間自体が多いわけではないため削減の余地はない。

住宅支援給付制度と生活保護制度担当部署との連携が必要。

コスト
削減 維持 増加

児童扶養手当の全部支給者の住宅費の一部を助成することで、低所得
のひとり親家庭の経済的負担軽減となっている。しかし、所得が低いにも
かかわらず高額な家賃の負担をしているケースもあり、生活が維持できて
いるのか、潜在的な問題が他にないのか、積極的に関わることも求めら
れているのではないか。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

受給者が、児童扶養手当の現況届の審査により一部支給となった場合支給対象外となる。審査は前年中の所得によるため、現在無職でも所得により
支給が受けられなくなることも有る。他制度の利用を検討する必要あり。

対象者の実家賃が高額な方もいる。家賃の上限を決めるべきか、所得制限を低くするか、助成額を変更するか等。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

児童扶養手当全部支給の所得制限等により、利用者が減少することも考えられる。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

ひとり親家庭の福祉の向上は、国、都、市が連携して行うべきものである。児童扶養手当の全部支給と同等の低
所得者に対する住宅費の負担軽減を、ひとり親家庭が居住する市が行うのは妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

本制度はひとり親家庭の父も所得が児童扶養手当の全部支給であれば利用できる。父に対して本制度の内容
が充分知らされていない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0 0

0

0
0

0

0

0

0

0

0

0
540

0
540

千円

0 0

0 1,910

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

228 236

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

人

100%

子どもの成長に関して悩みや不安を抱
えており、身近に相談相手がいない保

0

0

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

13

（決算見込み)（Ｂ）

3,000

目標年度平成23年度
（決算）

0

0

12

27 29

236

平成25年度

1111

平成26年度

25

住宅費の経済的な負担が軽減される。

11

0

千円

千円

0
人

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

ひとり親家庭住宅費助成事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

％

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

子育てしやすい環境が整っていると思う
市民の割合

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

国立市内に引き続き3年以上住所を有し、民間アパートの住宅費を払っているひとり親家庭で前年の
所得が児童扶養手当の全部支給の対象となる所得と同額の者

0

（当初予算)

11

2

80

2
（目標値)

16

100% 100%

242

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

①ひとり親家庭住宅費助成の申請受付・審査ならびに、決定または却下通知　②ひとり親家庭住宅費助成請求書受付ならびに、住宅費助成の支給　25年度実績：29世帯　延245ヶ月　③
継続者の前年度課税調査

子育ち・子育てしやすい環境の中、保護者がいきいきと地域の中で子育てをしている。子どもたちが心身ともに健やかに育つ。

前年度同様

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市ひとり親家庭住宅費助成事業実施要綱法令根拠

平成3

子育て支援課

網谷　操

所属課子ども家庭部

ひとり親・女性支援
係

0

2,573

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

児童扶養手当の全部支給の対象者（平
成25年9月末）

ひとり親家庭住宅費助成支給者/児童
扶養手当全額支給対象者

0

43

60 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

新規住宅費助成申請受付者数

住宅費助成費支給者数

人

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
（目的）国立市在住で民間アパート等に居住するひとり親家庭に対し、住宅費の一部を助成することにより、ひとり親家庭の住居の安定と福祉の向上を図る。
(支給の手順）1.住宅賃貸借契約書の写し、前年の所得証明、ひとり親家庭であることの証明書類を添付して申請　2.審査を行い決定または却下　3.決定または却下通知送付　4.決定者
は、年3回家賃の領収書を添付して住宅助成費を請求　5.実際に支払った月額の住宅費の3分の1の額で、月額1万円を限度に支給　6.異動届の受付　7.状況調査、助成の取り消し

千円 0 0 2,152

差額

（決算）

3,129 0 421

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

3

200 80

30

0
22

嘱託職員人件費計（Ｅ） 42
時間 28

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

129 0

30

2
40

1

-24

-119

0

-120
0

2
16

3,000

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

物に係るコ
スト

2
143 0

0 123

2,4501,910

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

2,450

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -2,152 -2,573

その他 千円

-3,129 0 -421

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
8  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

0 3 0 2 0 3 0 1 2 5 9 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO） ✔  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標 ✔  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 ✔ 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

学童や保育園担当部署との連携が必要。利用者からの要望を聞き取り、東京都へ繋げる。

ひとり親家庭、特に母子家庭での継続的な就労に結びつきにくく経済的自立を阻害する。

×

広報などでの制度の周知。子ども家庭支援センター等関係機関との連携。事業所との連携。利用者のニーズ調
査。

成
果

向
上 ○

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

現在は、所得に応じて自己負担を頂いているが、全く自己負担が無い世帯に対しては、わずかでも自己負担を
求めることを考えても良いと思われる。ただ、現在は都の示された基準であるため、見直す際は都との調整が必
要となる。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

職員は申請受付、面接、事業所とのサービス変更連絡の業務が中心であり、削減の余地はない。

学童保育事業やひとり親家庭児童訪問援助事業も同様の目的であり、その連携は出来ている。

コスト
削減 維持 増加

自宅内での支援に限られること、就労要件での利用は、小学3年生の児
童がいる場合の為、制度の利用が出来なくなり、保護者の経済的負担の
増や安心して就労できないことも有り得る。都の基準に合わせている為市
独自で変えて行く事はむずかしいが、利用者の要望は上げていきたい。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

離婚の増加、また婚姻によらないひとり親家庭も増加傾向にある。このような状況を踏まえ、今後本事業に対する期待、役割はますます大きくなるもの
と考えられるが、利用者の減少もみられる。

大きな課題は無いが、利用する事業所の偏りがあり、調整が必要と思われる。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

単価、回数、時間は都の要綱に基づいているため、削減の余地はない。ただ、事業者によってはサービス利用
の差異が大きいところがあるため、課題はある。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

現在、子育てに費やす時間や経済的な負担がひとり親家庭には深刻な問題である。国民一人ひとりの生活の
安定は行政の責務である為、行政として行わなければならない。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

他市と比較すると、国立市は利用している世帯は多いが、年々利用者、利用時間、回数が減少している。成果
向上に向けて検討の余地がある。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

-2,796

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 6,177 3,381 5,645 0

0

101 -149
0

5,968 3,321 5,544

0

0

0

0

0

0

0
0

0
0

千円

4,289 7,254

0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

世帯

世帯

世帯

回

44%

子どもの成長に関して悩みや不安を抱
えており、身近に相談相手がいない保

0

-3,608

0

#DIV/0!

物件費
-3,608

0

（Ｂ）-（Ａ）

-2,647
0

0

1035

13

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

0

0

7,254

15

15 13

4,289

平成25年度

1922

平成26年度

19

ひとり親家庭の生活を支援することにより、経済的・精神的な負担が軽減され、安心し
て就労できる。

23

0

千円

千円

0
人

7,897
7,897

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

ひとり親家庭ホームヘルプサービス事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

％

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

子育てしやすい環境が整っていると思う
市民の割合

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

・小学３年生以下の子どものいるひとり親　　・緊急、一時的な援助が必要な中学生以下の子どものい
るひとり親家庭

0

（当初予算)

19

2

2,000

2
（目標値)

400

35% 50%

1,540

553 828

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

ひとり親家庭への家事援助者を派遣　　　13世帯、553回、2,922時間の派遣

子育ち・子育てしやすい環境の中、保護者がいきいきと地域の中で子育てをしている。子どもたちが心身ともに健やかに育つ。

前年度同様

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市ひとり親家庭ホームヘルプサービス事業運営要綱　　法令根拠

昭和57

子育て支援課

網谷　操

所属課子ども家庭部

ひとり親・女性支援
係

0

6,745

60

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

中学生以下の子どものいるひとり親世
帯

派遣世帯

派遣回数

0

7,254

456

3600 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

申請世帯数

派遣世帯

世帯

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
東京都の要綱に基づいて市で行う事業である。家事や育児等の日常生活を営むのに著しく支障があるひとり親家庭に対して、一定の期間（月に１２回、１回８時間まで）ホームヘルパーを派
遣し、日常生活の世話等に必要なサービスを行うことにより、ひとり親家庭の福祉を増進することを目的としている。対象となるひとり親家庭とは、小学生３年生以下のひとり親家庭を原則とし
ているが、緊急一時的な場合は子どもが中学生以下のひとり親家庭までを含めることがある。
具体的な方法は、①本人からの申請（単年度ごとに）　②面接にて家庭状況の把握（要件を満たす状況であること）③審査決定を行い、本人に結果を通知する。④本人が事業所の選択を行
う。⑤本人が毎月の予定表を作成し、予定表に基づいて派遣サービスを受ける。⑥翌月に事業所より報告を受け精算。

千円 0 0 9,437

差額

（決算）

10,070 0 -2,692

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

180

1,000 2,000

300

0
22

嘱託職員人件費計（Ｅ） 540
時間 360

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

2,816 0

300

2
200

1

200

916

0

1,000
0

2
400

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 7,897

千円

うち委託料 千円

-3,608

物に係るコ
スト

-60
-84456 0

0 2,456

4,289

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

209

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -3,260 -3,364

その他 千円

-4,425 0 -104

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
9  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

0 3 0 2 0 3 0 1 2 6 0 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO） ✔  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標 ✔  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア ✔  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 ✔ 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

対人援助技術の質的な向上、類似する「ひとり親福祉ホームヘルプ事業」との区別化を図るためにも、本来の目的のひとつである「児童の心のケア」とい
う意図を明確にする必要性がある。このために、援助員の質を維持させることは必要不可欠であり、事業所と行政が協力して人材の確保、援助員の能力
の向上に努める必要があると判断される。

ホームヘルプサービスの利用よりも、本事業の利用をするのが望ましいケースもあるため。

○

×

市報などによってさらに周知を図る必要があると思われる。（公平性）
本来であれば、心理系及び福祉系資格などの専門性を持った人材の確保に努めるなどして、本来の目的のひとつ
である児童の心理的ケアにも重点を置くべきである。しかし、現実にはそのような人材のみを派遣することは困難で
あるため、援助員は作成する児童に関する状況記録を詳細かつ体系的に記載するように努力する、あるいは行政
側は援助員の質を高める研修を積極的に行うなどして、組織的に質の高い援助が継続して行われるように制度を
改善する必要があると思われる。（有効性）

成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

市民への周知がさらに必要であると思われる。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

派遣事業自体はすでにNPO法人などに委託している。

現時点では、ホームヘルプサービスとの差異が不明瞭で統合する余地もあると思われるが、内容的には児童の
心理、環境的な問題に対応するなど革新的で、本来の目的に沿って運用されれば独自制度として存続させる
価値は高まる。

コスト
削減 維持 増加

対象者の全体数に対して制度利用者が少ない。（公平性）
状況報告書の内容から援助者が児童に対してどのような援助・関わりを
もっているか、あるいは、児童の心身がどのような状況であるかが見えに
くく、これをもって対象者の自立に資しているか否かが判断しずらい。（有
効性）

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

援助員の派遣により効果が得られたのか、利用者や事業所への確認がなされていない。

初年度の利用状況は派遣世帯5世帯、派遣回数67回であったのに対し、平成18年度は派遣世帯8世帯、派遣回数341回と増加していた。しかし、この5
年間では利用世帯が1、2世帯と少なく、制度の周知が徹底されていないことが考えられる。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

単価、回数は都の補助金要綱に基づいているため、削減の余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

ひとり親家庭は経済的に弱者である蓋然性が高く、児童のケアについては公費で行う必要性が高いと思われ
る。また、市内に居住する子どもに対する施策は、家庭との距離が近い市区町村が行うことが効率的であると判
断される。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

事業の性質上、成果を測ることは非常に困難である。しかし、派遣事業報告書の記録などを見る限り、当該事業
における本来の目的である「児童の心のケア」が効果的に行われているかどうかは疑問である。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

318

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 57 375 367 0

0

0
0

57 375 367

0

0

0

0

0

0

0
0

0
0

千円

511 511

0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

世帯

人

回

回

44%

子どもの成長に関して悩みや不安を抱
えており、身近に相談相手がいない保

0

424

0

#DIV/0!

物件費
424
0

（Ｂ）-（Ａ）

318
0

0

98

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

0

0

511

15

15 98

511

平成25年度

21

平成26年度

96

父若しくは母との死別又は父母の離婚等による心の葛藤の緩和及び地域での孤立化
を防ぐことにより、児童の心の支えとなり児童が自身の自立心を養うことができる。

2

0

千円

千円

0
人

87
87

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

ひとり親家庭児童訪問援助事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

％

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

子育てしやすい環境が整っていると思う
市民の割合

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

義務教育終了前の児童がいるひとり親家庭にあって、相談相手又は学習及び家事等に関する生活
指導を必要とする児童。

0

（当初予算)

96

2

100

2
（目標値)

20

64% 41%

71

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

派遣世帯：２世帯

子育ち・子育てしやすい環境の中、保護者がいきいきと地域の中で子育てをしている。子どもたちが心身ともに健やかに育つ。

前年度同様

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市ひとり親家庭児童訪問援助事業実施要綱法令根拠

平成17

子育て支援課

網谷　操

所属課子ども家庭部

ひとり親・女性支援
係

0

638

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

ひとり親家庭数

ひとり親家庭対象児童数

派遣回数

0

511

27

120 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

派遣世帯数

派遣回数

世帯

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
（目的）
ひとり親家庭の児童に対して、児童訪問援助員を派遣し、父若しくは母との死別又は父母の離婚等による心の葛藤の緩和及び地域での孤立化を防ぐことにより、児童の心の支えとなり自立
心を養い、もってひとり親家庭の福祉の増進に資すること。
（派遣対象）
市内に住所を有する義務教育終了前の児童がいるひとり親家庭であって、当該児童の相談相手又は学習及び家事等に関する生活指導を必要とするもの。
（活動内容）
児童の相談相手、話し相手、遊び相手になること。学習指導、簡単な家事の指導をすること。
（利用方法）
援助員の派遣を受けようとする者は、ひとり親家庭児童訪問援助員派遣申請書により市長に申請する。市長は派遣の適否を決定して申請者に通知し、児童訪問援助j事業派遣対象家庭登
録名簿に登録する。

千円 0 0 158

差額

（決算）

650 0 481

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

6

60 100

18

0
22

嘱託職員人件費計（Ｅ） 11
時間 7

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

139 0

18

2
12

1

8

57

0

40
0

2
20

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 87

千円

うち委託料 千円

424

物に係るコ
スト

11
1727 0

0 127

511

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -101 -263

その他 千円

-283 0 -163

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

0 3 0 2 0 7 0 1 2 7 6 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-6,739 0 -2,194

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -4,482 -6,676

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 5,683

83

物に係るコ
スト

47
752,183 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 910

千円

うち委託料 千円

0

75

0

0
0

3
700

5,611 0

1,263

2
700

嘱託職員人件費計（Ｅ） 2,108
時間 1,261

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

3,500 3,500

1,308

0
44

6,739 0 158

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
子育て相談事業は、児童福祉法に基づき18歳に満たない児童及び保護者を対象とし、国立市においては平成15年8月に子ども家庭支援センターを開設し嘱託相談員を１名配置して各種
相談事業を行ってきた。複雑な家庭事情を抱える多種多様な相談については、児童相談所及び関係機関などと連携し、専門的な対応を行っている。平成20年度から先駆型子ども家庭支
援センターに移行し虐待対策ワーカーとして正職員１名を増員し虐待への相談支援体制を強化した。さらに平成23年度に正職員１名を増配置し、虐待対策ワーカーの増員および虐待対策
コーディネーター配置を行った。相談方法は訪問・施設来所・電話にて実施し、施設開所時間内に対応している。

千円 0 0 6,518

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

開所日数

相談件数

日

2,111

00 0 0 0

1,128

6,676

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

１８歳未満の親族のいる一般世帯人員

子育て支援課

網　谷　　操

所属課子ども家庭部

子ども家庭支援セン
ター

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
児童福祉法、次世代育成支援対策推進法法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

電話・来所等により養護、保健、育成等の各種相談を５６３件受ける。

子育ち・子育てしやすい環境の中、保護者がいきいきと地域の中で子育てに取組み、子どもたちが心身ともに健やかに育つこと。

前年度同様

（決算）
単位

3
（目標値)

700

69% 100%

5,608

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

１８歳未満の子どもと家庭（子ども自身・保護者）

0

（当初予算)

4

3,500

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

児童虐待新規発生件数

千円
0

子育て相談事業

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

23

910
0

（決算）（Ａ）

0

千円

千円

0
人

平成26年度

500

相談内容に応じて、適格な対応を図ることで、対象者の不安等の軽減を図る。

275

49

323293

206 563

26070

993

平成25年度平成23年度
（決算）

0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

-1,519
0

0

100%

0

83

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

件

✔

27394 26070

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

993 1,128 0

0

0

0

-517

0
0

0
0

1,519

0
517

0

0
0

0 -2,036

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 2,036 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

相談内容の複雑化が現状としてあり、又児童福祉法の中でも「児童に関する家庭その他からの相談のうち、専
門的な知識及び技術を必要とするものに応ずること。」と掲げられ、行政の責務として関与することは妥当であ
る。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

相談員が経験を積むことや、研修等を受講することで成果の向上する余地はある。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

増加する相談数と内容が多岐に渡るためスキルアップが常に課題となる。

特になし

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

・人件費のみであり、これ以上のコスト削減は見出せない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

相談内容が複雑・多岐にわたることや、しょうがいや疾病等がある親から
の相談も増えていることから、相談員の資質の向上が必要であるととも
に、専門のカウンセラー配置や心理職によるスーパーバイズが必要であ
る。
予防的観点からの潜在的な相談ニーズの早期発見、早期対応が求めら
れており、庁内他相談窓口や他機関との連携強化策や、妊娠中からのよ
り丁寧な関わりの持ち方についても検討していく。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

相談する市民等は何らかの問題を抱えており、１回の面談で終了するのは半数程度であり、問題解決までに
は、長い期間を要するのが常である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

正職員を勤務時間数や日数、権限が限定される嘱託員に変えることは、相談業務やケースワークを行う上でマ
イナス面のほうが大きく成果は期待できない。

児童福祉法及び東京都子ども家庭支援センター事業実施要綱に定められている。

×

増加する相談件数を相談内容の複雑さに対応しつつ、相談時間を長引かせない工夫が必要である。

成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

・子ども家庭支援センターの設置基準（東京都）があるため休止できない。
・児童の健全育成のための専門相談支援部門がなくなる。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

0 3 0 2 0 7 0 1 2 7 8 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-4,485 0 -672

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

114

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -3,542 -4,214

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 3,648

114

-46

物に係るコ
スト

-14
373,648 0

131

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 498

千円

うち委託料 千円

0

37

0

0
0

3,720 0

2,604
嘱託職員人件費計（Ｅ） 3,611

時間 2,565

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

0 0

2,551

0
44

4,485 0 23

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
この事業は平成16年度から実施しており、育児の支援を行いたい者（市内在住で心身ともに健康な２０歳以上)と、育児の援助を利用したい者(市内在住で生後２ヶ月以上概ね１０歳未満の子
どもの保護者)を組織化し、相互援助活動（保育所等への送迎や一時預かりなど）を行う｡
(センターの業務)
会員の募集・登録、相互援助活動の調整、会員の講習会・交流会の開催、広報活動など
利用時間：午前７時から午後10時まで
利用料金：月から土曜日　１時間８２０円　その他は１時間１，０００円　交通費・飲食代その他の育児に必要な経費は実費
利用会員→センターに援助依頼→支援会員をセンターが選定→サポート開始→サポート終了に利用会員から支援会員料金支払い→サポーターからセンターへ活動報告提出

千円 0 0 4,191

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

会員数

活動件数

人

3,720

00 0 0 0

634

4,214

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表
す指標）

支援会員数

利用会員数

支援活動時間数

子育て支援課

網　谷　　操

所属課子ども家庭部

子ども家庭支援セン
ター

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市ファミリー・サポート・センター事業実施要綱法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

・支援会員：162人、利用会員873人、両方会員22人)派遣活動件数：2086回、時間数3696時間、・支援会員養成研修会2回（８日間）、支援会員フォローアップ講習会１回、利用会員説明会１
回、支援・利用会員交流会1回　機関紙発行　サブリーダー会　近隣市アドバイザー交流会参加

子育ち・子育てしやすい環境の中、保護者がいきいきと地域の中で子育てに取組み、子どもたちが心身ともに健やかに育つこと。

前年度に同じ

（決算）
単位

（目標値)

85% 100%

3,611

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

育児の援助を利用したい人と育児を支援したい人。

0

（当初予算)

4

0

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

児童虐待新規発生件数

千円

0

ファミリーサポートセンター運営事業

千円

平成24年度

人

平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

23

498

（決算）（Ａ）

82

0

千円

千円

0
人

平成26年度

利用会員は子どもの送迎や一時預かり等の支援を受けることで子育ての負担を減らす
ことができる。又、支援会員は育児の経験を生かして人の役に立つことで，充実感や満
足感を感じることができる。

1057

49

1006

2105 2086

452

平成25年度

823

3164

平成23年度
（決算）

131

0

0

（決算見込み)（Ｂ）

目標年度

3696

873

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

-200
0

0

100%

0

-46

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

人

人

✔

165 162

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 82

千円

452 634 0

0

0

0

-449

32
0

0
32

200

0
449

0

0
0

0 -649

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 649 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければなら
ないのか？税金を使う必要があるか、民
間や受益者ができる事業か？かつ、行
政が行うとした場合、国・都が行う事業
か、それとも市が行う事業か？

緊急・一時的に子どもを預かる、あるいは保護者に代わって送迎をする支援を行うことにより、施策である「子育
ち・子育てのしやすい環境づくりの推進」に直接貢献できる。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異はな
いか？何が原因で成果向上が期待でき
ないのか？

利用会員の登録数は伸びているが、支援会員は微増のため選定に偏りが発生する。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以外
他に方法はないか？類似事業との統廃
合ができるか？類似事業との連携を図る
ことにより、成果の向上が期待できる
か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

支援会員数と高年齢化。

特になし。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

研修・交流会・講演会を実施することによりスキル向上・会員同士の関係構築を図っているため。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

子育て支援事業として、市民の利用希望は高まっている。利用者は一般
的な事業所によるベビーシッター同様に、確実かつ緊急の利用にも対応で
きるサービスと捉える向きもある。一方、支援会員としては、万一の事故や
災害時の対応などに不安を強く感じる傾向もみられる。市民による有償ボ
ランティア、相互支援という意味合いについて十分に理解を求め、支援会
員を増やすよう努力し事業を継続していく。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

会員同士の相互支援に基づき実施されており公平公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響の
有無とその内容は？（そもそも、この事業
は、施策の目的や公益の増進に役立っ
ているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減で
きないか？成果を下げずにより正職員以
外の職員や委託でできないか？（アウト
ソーシングなど）

開設当初から嘱託職員で対応している。

×

利用会員を支える支援会員数が増えず、また、高齢化傾向にあるため、支援会員獲得が急務である。

成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

上記のとおり。

子育てが困難となる家庭が発生し、子どもの健やかな成長が望めなくなる。

○



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

0 3 0 2 0 7 0 1 2 7 6 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ✔  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

✔  削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア ✔  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-7,592 0 -552

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -8,244 -8,796

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 1,500

7,296

552

物に係るコ
スト

0
00 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 6,744

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

2
100

500 0

2
300

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

1,500 1,500

0

7,592 0 552

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
保護者の疾病、仕事、又は育児疲れ等の理由により家庭において養育を受けることが一時的に困難となった児童等に対し、児童養護施設等において養育又は保護する事業。

千円 0 0 8,244

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

利用延べ人数 件

0

00 0 0 0

7,092

8,796

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

１２歳までの児童数

子育て支援課

網　谷　　操

所属課子ども家庭部

子ども家庭支援セン
ター

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
次世代育成支援対策推進法法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

利用延べ人数５２人

子育ち・子育てしやすい環境の中、保護者がいきいきと地域の中で子育てに取組み、子どもたちが心身ともに健やかに育つこと。

前年度同様

（決算）
単位

2
（目標値)

300

100% 100%

1,500

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

２歳から小学校６年生までの子ども及びその保護者

0

（当初予算)

500

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

児童虐待新規発生件数

千円
0

子どもショートステイ事業

千円

平成24年度

人

平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

23

6,744
6,744

（決算）（Ａ）

0

千円

千円

0
人

平成26年度

保護者の疾病、仕事、又は育児疲れ等の理由や保護者の就労機会の拡大や就労形
態の多様化などによる個別化するニーズへの対応及び育児疲れが原因となる児童へ
の虐待の防止を図る。

52

49

117

7,296

平成25年度平成23年度
（決算）

0

0

7,092

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

552
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

0

552

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

✔

7556 7573

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

7,296 7,092 0

0

0

0

0

0
0

0
0

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

国・地方自治体としての施策・計画として掲げられており、市が子育て支援の事業として実施することが必要であ
る。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

安定して場を提供することにより、負の要因を軽減することが図られ成果は十分に期待できる。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

特になし。

利用者には等しく受益者負担を行うべきである。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

利用実績がなくとも管理運営費が毎月５０万円支払っており、見直しが必要である。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

申請理由の１つである「育児疲れ、育児不安等により身体又は精神の状態が不良のとき」が目に見える基準が
なく、利用者の訴えにより個別審査になってしまう。（生活保護受給者は利用負担がないため）

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

利用実績がなくとも管理運営費が毎月５０万円支払っており、見直しが必要である。

同じ内容の事業がほかにない。

×

管理運営費５０万円の精査が必要である。
利用者が増えない中にあって比較的特定世帯の利用が多い。利用率を上げるには、審査基準を低くするが、受益
者負担額を増やすことで、公平性を上げる必要がある。 成

果

向
上 ○

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

許可基準と受益者負担額の見直し。

保護者の様々な事情によって家庭での養育を受けることが一時的に困難となった児童について、保護・養育す
る場がなくなり、養育が困難な保護者への支援や子どもの健やかな育ちの保証ができなくなる。また従来の児
童相談所を通じての一時保護所や児童養護施設への入所となり、普段の通園・通学先に通うことができなくな
る。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

0 3 0 2 0 7 0 1 2 7 6 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

乳幼児を持つ保護者が「子育てひろば」を利用することにより、同じ立場にいる保護者との交流や職員への相談
ができ、子育てに関する不安感・負担感が軽減できる。児童虐待の発生件数の多い乳幼児の保護者が孤立す
ることを防止する、現在のひろば事業は妥当である。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

市報・ホームページ等で広く事業についての周知に努めており，いつでも，誰でもが地域で身近な場所で相談や
各種事業への参加ができ，受益機会・費用負担は公平である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響の
有無とその内容は？（そもそも、この事業
は、施策の目的や公益の増進に役立っ
ているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減で
きないか？成果を下げずにより正職員以
外の職員や委託でできないか？（アウト
ソーシングなど）

嘱託職員が主として事業展開しており，人件費を抑える余地はない。

地域において連携・統合により統廃合が可能な類似事業はない。

コスト
削減 維持 増加

子育てに不安・負担を感じている親が増えている中で、誰でも利用・参加
ができる場所の提供をすることにより交流や情報提供、リフレッシュの機会
となっている。
相談室を「ほっとルーム」と名付け、ひろば利用の保護者に対して、個別の
相談の要望や対応の必要性がある場合に抵抗なく利用できるよう工夫を
おこなったが実際の利用には結びつかなかった。引き続き、利用者全体へ
配慮しつつ、個別対応を働きかけたい。
「ひろばお楽しみ会」はひろば利用開始の契機として、また乳幼児同伴で
音楽等の催しに参加する機会として、広く市民に広報し提供していく。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

市内に一ケ所しかないため、来館者に地域の偏りがある。

立地場所による来館者の偏り。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

事業費は，相談・交流事業に係る消耗品費と子育て関連講座の講師謝礼であり，事業費を抑える余地はない。
住民による子育てボランティアを育成し事業の中での活動を依頼している。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければなら
ないのか？税金を使う必要があるか、民
間や受益者ができる事業か？かつ、行
政が行うとした場合、国・都が行う事業
か、それとも市が行う事業か？

相談等の実施をすることで，保護者の子育てに関する不安・負担の軽減が図られ，また，サークル等事業の実施
により保護者同士の交流を図ることができ，安心して子どもを産み育てられる環境づくりに結びついている。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異はな
いか？何が原因で成果向上が期待でき
ないのか？

相談については，個々に対応し必要に応じて関係各機関と連携を図っており，また，親子が集える場を安定的に
提供していることから，成果は十分に発揮されている。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以外
他に方法はないか？類似事業との統廃
合ができるか？類似事業との連携を図る
ことにより、成果の向上が期待できる
か？

-4,073

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 4,073 0 0 0

0

0
0

3,038

0
1,035

0

0

0

0

-1,035

0
0

0
0

千円

1,985 2,255

0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

11769 9753

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

100%

0

165

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

-3,038
0

0

（決算見込み)（Ｂ）

目標年度平成23年度
（決算）

0

0

9939 10961

1,985

平成25年度

49

323293

平成26年度

11000

親子の交流の機会やスタッフの関わりが増えることにより、子育てに関する不安感・負担
感の軽減を図る。

275

0

千円

千円

0
人

23

1,820

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

子育てひろば事業

千円

平成24年度平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

児童虐待新規発生件数

千円

0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

子育て中の保護者

0

（当初予算)

4

0

（目標値)

22% 100%

3,404

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

交流スペース解放や相談事業。また、親子交流事業（乳幼児と保護者を対象とした遊び・レクレーション等）

子育ち・子育てしやすい環境の中、保護者がいきいきと地域の中で子育てに取組み、子どもたちが心身ともに健やかに育つこと。

前年度同様

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
児童福祉法・次世代育成支援対策推進法法令根拠

子育て支援課

網　谷　　操

所属課子ども家庭部

子ども家庭支援セン
ター

0

5,136

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表
す指標）

6歳未満の親族のいる一般世帯

0

2,255

3,148

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

開所日数

ひろば利用人数

日

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
子育て中の保護者、これから子育てを始める保護者を対象に子育てに関する各種相談を受け、必要に応じて各関係機関と連携し、保護者の不安や負担の軽減を図る。
また、乳幼児サークルの支援、レクリｴーション等を行い、地域で身近な場所で保護者同士の交流・仲間づくりを支援する。

千円 0 0 5,224

差額

（決算）

5,403 0 -88

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

0 0

1,885

0
34

嘱託職員人件費計（Ｅ） 3,404
時間 2,040

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

3,148 0

1,885

0

-253

0

0
0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 1,820

千円

うち委託料 千円

165

物に係るコ
スト

-155
-2533,151 0

0 3,151
支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -1,151 -5,136

その他 千円

-5,403 0 -3,985

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

0 3 0 2 0 7 0 1 2 7 6 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

情報交換や親子の仲間づくりの機会、場が減り、育児に関する悩みやストレスを解消する機会が減る。ネット
ワーク作りの下地をつくる機会がなくなる。

○ ×
成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響の
有無とその内容は？（そもそも、この事業
は、施策の目的や公益の増進に役立っ
ているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減で
きないか？成果を下げずにより正職員以
外の職員や委託でできないか？（アウト
ソーシングなど）

嘱託職員が主として事業展開しており，人件費を抑える余地はない。

市内の各地域に限定したグループづくり支援を主としているため

コスト
削減 維持 増加

・グループ作り支援には一定程度の成果がみられるが、グループや講座
にも参加せず（できず）孤立化している親子を支援する事業展開が必要で
ある。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

より多くの参加者をどう募るか。

参加者が著しく減少すれば。

特になし。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

事業費は，相談・交流事業に係る消耗品費と子育て関連講座の講師謝礼であり，事業費を抑える余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければなら
ないのか？税金を使う必要があるか、民
間や受益者ができる事業か？かつ、行
政が行うとした場合、国・都が行う事業
か、それとも市が行う事業か？

現在は家庭での教育力の低下が叫ばれ､地域、家庭、幼稚園等で世代間の教え合い等の交流が薄れていてい
る。又､情報が氾濫している中で、あるべき姿を学ぶには、行政の指導が一定程度必要である。また、地域で親同
士のコミュニケーションが取りにくくなっている状況があり育児や仲間作り、自主的な活動を行政が支援する必要
がある。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異はな
いか？何が原因で成果向上が期待でき
ないのか？

この事業に参加できない、またはしない親子が、参加することができるようになれば成果の向上余地はある。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以外
他に方法はないか？類似事業との統廃
合ができるか？類似事業との連携を図る
ことにより、成果の向上が期待できる
か？

-1,221

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 1,221 0 0 0

0

0
0

911

0
310

0

0

0

0

-310

0
0

0
0

千円

595 676

0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

11769 9753

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

100%

0

49

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

-911
0

0

（決算見込み)（Ｂ）

目標年度平成23年度
（決算）

0

0

836 854

595

平成25年度

49

39

平成26年度

親子でのふれあい、親同士・子ども同士の交流をもとに、一人で悩みを抱え込まず、お
互いに助け合える仲間を作っていけるようにする。

22

0

千円

千円

0
人

23

546

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

子育てグループ育成支援事業

千円

平成24年度

人

平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

児童虐待新規発生件数

千円

0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

乳幼児と親（保護者）

0

（当初予算)

3

0

（目標値)

47% 100%

1,759

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

子育てグループ作り　12回開催、　地域講座：東、西、青柳、坂下、谷保東、公民館、福祉会館の7会場で述べ16回開催(参加延べ296人)　グループ交流会１回開催（119人）　「双子ちゃん交
流会」：2回開催（48人）

子育ち・子育てしやすい環境の中、保護者がいきいきと地域の中で子育てに取組み、子どもたちが心身ともに健やかに育つこと。

前年度同様

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
児童福祉法、国立市子ども家庭支援センター設置条例法令根拠

子育て支援課

網　谷　　操

所属課子ども家庭部

子ども家庭支援セン
ター

0

2,351

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表
す指標）

6歳未満の親族のいる一般世帯

0

676

1,754

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

開催日数

参加者数

日

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
◎グループ育成支援
・5ヶ月の乳児を持つ親を対象に、同じ月生まれの子どもと親の仲間づくりを呼びかけ、初回の集まりのコーディネートとグループ活動の支援を行っている。また、初回の集まりの会に、保健セ
ンターのウエルカム赤ちゃん教室に参加している妊婦との交流時間を設けている。１年間に誕生した12グループに呼びかけて年1回交流会を開催している。また「双子ちゃん交流会」を開催
し、双子以上を持つ親の交流、情報交換の機会をつくり、参加者による自主グループ化および活動の支援を行っている。
 ◎地域講座
・市内各地域において、手遊び・おもちゃづくりの講習ほか、子育ての悩み等についてお互いに話をすることを通して、親子が地域で仲間を作ることを目的とした、子育て講座を開催するととも
に、教室や講座参加者を中心とした地域単位の自主グループの育成、運営の支援を行う。
・「ママのブレイク」はファシリテーター進行のもと、母親が日頃の育児や家庭、自分自身を振り返り整理し、参加者同士の交流や共感を体験する。保育付き。

千円 0 0 2,305

差額

（決算）

2,430 0 46

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

0 0

1,050

0
33

嘱託職員人件費計（Ｅ） 1,759
時間 1,053

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

1,754 0

1,051

0

-3

0

0
0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 546

千円

うち委託料 千円

49

物に係るコ
スト

-3
-31,756 0

0 1,756
支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -1,084 -2,351

その他 千円

-2,430 0 -1,267

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

0 3 0 2 0 7 0 1 2 7 6 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

児童福祉法及び児童虐待の防止等に関する法律より実施のため廃止・休止はあり得ない。

○

×
成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

通告・相談に基づき強制的な保護・介入が前提となる事業のため公平・公正である。事業についての受益者費用
負担は発生しない。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響の
有無とその内容は？（そもそも、この事業
は、施策の目的や公益の増進に役立っ
ているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減で
きないか？成果を下げずにより正職員以
外の職員や委託でできないか？（アウト
ソーシングなど）

緊急を要する判断や行動、長時間の対応が必要な場合も多く、正職員を、勤務時間数や日数、権限が限定され
る嘱託員に変えることは、相談業務やケースワークを行う上ではマイナス面が大きく成果は期待できない。また民
間業者が自由に参入する事業ではないため削減は困難である。

市町村の役割は児童福祉法第２５条の７及び児童虐待の防止等に関する法律において定められており、児童相
談所とは協力し事案の解決を図るため統廃合は不可能である。

コスト
削減 維持 増加

児童虐待の件数は各市町村で増加傾向にある。その中でも養育に問題を
抱えるケースや精神疾患をともなうケースが増えている。子育ち・子育ての
しやすい環境づくりの推進という上位施策の目的を実現するために、早期
発見からネットワーク支援による取り組みのさらなる強化に向け関係機関
と情報共有や連携を深めることが必要である。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

特になし。

児童福祉法及び児童虐待の防止等に関する法律の改正。

特になし。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

児童虐待防止においては、被虐待児及びその家庭へは長期間の支援が必要となり、民生委員・主任児童委員
をはじめ他機関の協力を得ながら対応を図る。啓発活動による未然防止も重要でありコスト低減余地は全くない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければなら
ないのか？税金を使う必要があるか、民
間や受益者ができる事業か？かつ、行
政が行うとした場合、国・都が行う事業
か、それとも市が行う事業か？

法律の整備により児童虐待の未然防止、早期発見から被虐待児童の自立に至るまで国及び地方公共団体の責
務とされており、子どもや親への支援を行うことへの公共の関与は妥当である。都と市の権限や財政負担、市職
員の専門性確保に課題はあるが、住民に一番身近な市も分担して取組むべき問題である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異はな
いか？何が原因で成果向上が期待でき
ないのか？

児童虐待に関する相談対応件数は年々増加している。平成２０年以降新規の重篤ケースは発生していないが支
援機関が関与するも家庭状況が好転せず長期化するケースや虐待が繰り返し発生し対応が必要となるケースが
多くなっている。２３年度からの職員増（虐待対策コーディネーター配置）、スーパーバイザー配置、児童相談所
の地域支援体制強化により組織対応力の向上を図っている。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以外
他に方法はないか？類似事業との統廃
合ができるか？類似事業との連携を図る
ことにより、成果の向上が期待できる
か？

1,776

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 6,397 8,173 0 0

0

0
0

6,397 8,173

0

0

0

0

0

0

0
0

0
0

千円

0 0

0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

27394 26070

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

100%

0

0

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

1,776
0

0

（決算見込み)（Ｂ）

目標年度平成23年度
（決算）

0

0

平成25年度

49

11

平成26年度

（ｱ）早期に発見して適切な措置を図る。 （ｲ)地域で生活していけるような環境を作る。
（ｳ)不適切な育児をしている親を地域で早期に発見、連携し親を支援する

64

0

千円

千円

0
人

23

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

虐待防止事業

千円

平成24年度

人

平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

児童虐待新規発生件数

千円

0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

児童福祉法に定める児童（１８歳まで）とその保護者等。

0

（当初予算)

1

7,500

4
（目標値)

1,500

31% 8%

9,289

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

対応件数６２件（継続件数１３ケース　新規受理件数４９ケース）のうち、虐待該当４３ケース。個別ケース会議６０回開催。児童虐待早期発見及び対応を目的とした各小中学校別学校連絡会を
立ち上げる。また、関係機関の連携強化を目的とした関係部署職員を対象とした庁内研修を開催。

子育ち・子育てしやすい環境の中、保護者がいきいきと地域の中で子育てに取組み、子どもたちが心身ともに健やかに育つこと。

前年度同様

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
児童虐待の防止等に関する法律、児童福祉法法令根拠

子育て支援課

網　谷　　操

所属課子ども家庭部

子ども家庭支援セン
ター

0

8,864

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表
す指標）

１８歳未満の親族のいる一般世帯

0

1,788

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

要対協開催（個別ケース会議含む） 回

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
虐待等に対する通報(連絡)については基本的に次のような対応を行う。
①相談・通告の受付け、受理会議：相談・通告を受け付けた場合は、まず「受理会議(緊急受理会議)」で当面の方針や主たる担当者等を決定する。
②調　査：援助方針の決定に当たり必要な情報を把握するため、調査を行う。
③各会議：子ども、保護者に対する最も効果的な援助方針を決定する。(連絡会議、関係機関連絡会議、主任児童委員会議）
④援　助：市町村による援助の実施、児童相談所への送致等を行う。
⑤援助内容の評価：援助内容の評価、援助方針の見直し及び相談援助の終結のための会議を行う。
⑥終結
虐待防止に向けての取組として民生委員、主任児童委員、保育所・幼稚園・小中学校の教員等の児童に関わりの深い関係者を対象に研修を行うとともに、広く一般市民に対しチラシやパン
フレット等で正しい理解と適切な対応について啓発する。

千円 0 0 9,289

差額

（決算）

9,288 0 -425

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

7,500 7,500

826

0
11

嘱託職員人件費計（Ｅ） 1,789
時間 1,071

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

9,288 0

1,071

3
1,500 0

-425

0

0
0

4
1,500

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

物に係るコ
スト

-245
-4251,364 0

0 8,864
支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -2,892 -691

その他 千円

-9,288 0 2,201

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

0 3 0 2 0 7 0 1 2 7 6 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

保育所において、財政的な理由により保育士の雇用が困難になり、一時保育の実施ができなくなる。

○

×

現在２園で実施しているが、両園が市の南北に位置しているため、市中心部で実施が必要である。

成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

一時保育利用児童の受入実績に基づいて、補助金を交付しており、公平・公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響の
有無とその内容は？（そもそも、この事業
は、施策の目的や公益の増進に役立っ
ているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減で
きないか？成果を下げずにより正職員以
外の職員や委託でできないか？（アウト
ソーシングなど）

保育所では必要最小限の人員で担当しており、これ以上の削減余地はない。

一時的な保育を実施している部門がない。

コスト
削減 維持 増加

22年度までは２園各7名計14名の定員で実施していたが、２３年度は１園
が10名に増員した。23年度は22年度より各園ともに利用者数が増加して
いる。２園での利用者数は定員に対して満杯状態ではないが、利用希望
者は依然多く、今後も増加が予想される。現在の２園が、市内の北と南の
ともに西側地域という立地であり、地域的な偏在の解消も合わせ、次世代
育成計画に基づく３園目の開設についての具体的検討も必要と考えられ
る。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

現在２園で実施しているが、両園が市の南北に位置しているため、市中心部で実施が必要である。

特になし。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

都および国の補助基準額が定められており、市の補助金もそれに準じて交付しているため削減余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければなら
ないのか？税金を使う必要があるか、民
間や受益者ができる事業か？かつ、行
政が行うとした場合、国・都が行う事業
か、それとも市が行う事業か？

・一時保育を実施するためには、各保育所が通常保育の担当以外に保育士を増員する必要があるが、毎日利用
児童がいるとは限らないため、市からの助成がないと、事業を継続することができない。子育て支援の一環とし
て、誰もがいつでも一時保育を利用できるようにするために、市が助成することは妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異はな
いか？何が原因で成果向上が期待でき
ないのか？

・市内２箇所の保育所において、一時保育を実施しているが保護者が希望する保育所の利用ができない場合に
対応が不可能なため。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以外
他に方法はないか？類似事業との統廃
合ができるか？類似事業との連携を図る
ことにより、成果の向上が期待できる
か？

-5,226

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 5,226 0 0 0

0

0
0

4,132

0
1,094

0

0

0

0

-1,094

925
0

0
925

千円

0 0

0 5,552

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

1096 1131

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

100%

0

0

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

-4,132
0

0

3607

（決算見込み)（Ｂ）

目標年度平成23年度
（決算）

6,696

0

0

3109

平成25年度

49

22

平成26年度

ア）保育士の増員などにより、より多くの一時保育利用児童を受け入れることができる。
イ）急病や育児疲れ解消などの緊急・一時的な事情に対応できる。（保護者）

2

5,552

0

千円

千円

0
人

23

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

一時保育支援事業

千円

平成24年度平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

児童虐待新規発生件数

千円

0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

ア一時保育を実施した保育所
イ保育所・幼稚園に入所していない乳幼児(１歳児～５歳児）

0

（当初予算)

500

2
（目標値)

100

14% 100%

500

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

保護者の冠婚葬祭・出産・介護・育児疲れ解消、急病や入院等に伴う一時的な保育の実施を促進するため、一時保育の実施に必要な保育士配置のための運営費等に対し、保育所に補助
金を交付した。

子育ち・子育てしやすい環境の中、保護者がいきいきと地域の中で子育てに取組み、子どもたちが心身ともに健やかに育つこと。

前年度同様

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市保育所一時保育事業補助金交付要綱法令根拠

子育て支援課

網　谷　　操

所属課子ども家庭部

子ども家庭支援セン
ター

0

6,977

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表
す指標）

保育所・幼稚園に入所していない乳幼児
数

年間延べ一時保育利用児童数

0

0

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

補助金交付保育所数 園

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
保護者の冠婚葬祭・出産・介護・育児疲れ解消、急病や入院等に伴う一時的な保育の実施を促進するため、一時保育の実施に必要な保育士配置のための運営費等に対し、保育所に補助
金を交付する。
現在、私立保育園２園で実施。１日の定員が各７名と１０名の計１７名、利用する際は事前登録・予約及び一時保育料金が必要となる。
・補助基準額（児童一人あたり）半日(４時間以下）1,000円、 １日(４時間を超える)　 2,000円
・手順
 ①利用実績に基づき保育所から毎月交付申請を受付ける
 ②申請内容を審査し、保育所に対して交付決定を行う
 ③保育所から交付請求を受け、補助金を支払う（毎月）

千円 0 0 6,052

差額

（決算）

7,196 0 925

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

500 500

0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

500 0

2
100 0

0

0

0
0

2
100

6,696

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

物に係るコ
スト

0
00 0

0 500

6,477

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

6,477

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -826 -6,977

その他 千円

-7,196 0 -6,151

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

0 3 0 2 0 7 0 1 2 7 6 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-728 0 46

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

182

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -628 -582

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 400

182

0

物に係るコ
スト

0
00 0

328

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

2
80

400 0

2
80

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

400 400

0

728 0 -46

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
子ども家庭支援センターの運営その他必要な事項を協議するため、学識経験者　２名以内、主任児童委員　1名、東京都立川児童相談所職員　１名、市内の子どもに関する団体等の関係者
１名、　市内の小中学校児童の保護者　各１名、市内の幼稚園及び保育所の園児の保護者　１名、子育て中の市民　２名(公募)の10名以内をもって２年間を任期とし構成している。
協議会は年間３回開催し、視察（児童相談所・民間施設）及び課題についての意見を聞き、子ども家庭支援センター運営に反映させている。
事務局(子ども家庭支援センター)は、開催ごとに委員への事前通知、各種資料、会議録の作成、委員への報告、報酬の支払などの事務がある。

千円 0 0 628

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

協議会開催数： 回

0

00 0 0 0

582

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表
す指標）

子ども家庭支援センターの運営に係る課
題

委員の意見の数

子育て支援課

網　谷　　操

所属課子ども家庭部

子ども家庭支援セン
ター

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計 国立市子ども家庭支援センター設置条例
国立市子ども家庭支援センター運営協議会規則

法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

協議会開催：３回　　会議   第６期委員選出

子育ち・子育てしやすい環境の中、保護者がいきいきと地域の中で子育てに取組み、子どもたちが心身ともに健やかに育つこと。

前年度同様

（決算）
単位

2
（目標値)

80

100% 100%

400

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

子ども家庭支援センター

0

（当初予算)

10

400

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円

0

子ども家庭支援センター運営協議会運営事業

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

（決算）（Ａ）

228

0

千円

千円

0
人

平成26年度

子ども家庭支援センターの円滑な運営、今後のあり方についての方向性を示す。

3 33

3

平成25年度

10

平成23年度
（決算）

328

0

0

（決算見込み)（Ｂ）

目標年度

10

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

0

0

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

件

✔

3 3

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 228

千円

0 0 0

0

0

0

0

-46
0

0
-46

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければなら
ないのか？税金を使う必要があるか、民
間や受益者ができる事業か？かつ、行
政が行うとした場合、国・都が行う事業
か、それとも市が行う事業か？

公的機関・施設に関する協議会のため、市が設置し検討していく必要がある

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異はな
いか？何が原因で成果向上が期待でき
ないのか？

子ども家庭支援センター事業のチェック機関的な意味合いが強いので、新たな取り組みなどの意見がない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以外
他に方法はないか？類似事業との統廃
合ができるか？類似事業との連携を図る
ことにより、成果の向上が期待できる
か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

要綱では、センターの基本的な活動内容と運営について検討し市長に対し、必要な意見を述べるとあるが、実際、活発な意見が出ない。

特になし。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

あらゆる立場の市民から意見聴取する必要があるため、当該協議会の運営費を削減することは困難である

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

平成25年度は第５期の最終年度とともに、第６期委員の委員選出の年度
であった。第５期の協議会においては委員の発言があまり活発ではなく、
子ども家庭支援センター運営や事業展開について具体的な提案がなく、
事務局による誘導が必要であった。このため、第６期は課題レポートの作
成や他機関の施設見学など積極的な取り組みを行っていく。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

学識経験者や関係機関の代表委員は、市民などで構成されているいるので、公平・公正性が保たれている

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響の
有無とその内容は？（そもそも、この事業
は、施策の目的や公益の増進に役立っ
ているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減で
きないか？成果を下げずにより正職員以
外の職員や委託でできないか？（アウト
ソーシングなど）

運営に係る事務作業の負担は少なく、また本事業には人件費は含まれていない（報償費は含む）

独立した機関・施設のため意見聴取する場は必要である

×

運営方法の見直しも必要である。

成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

市民のニーズを把握することが困難となるとともに、事業に対する意見聴取が出来なくなる

○



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

0 3 0 2 0 7 0 1 2 7 6 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

計画的な設備の更新が望まれる。

安心、安全な利用施設の提供が困難になる。

○

×

全体総括に明記したとおり、施設の老朽化が深刻な状況になりつつある。

成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

受益者は不特定多数であり、利用者に対価を求めないことから、公平・公正は保たれている。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響の
有無とその内容は？（そもそも、この事業
は、施策の目的や公益の増進に役立っ
ているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減で
きないか？成果を下げずにより正職員以
外の職員や委託でできないか？（アウト
ソーシングなど）

全ての業務を民間委託しており、正規職員が行う軽微な事務部分が人件費となり困難である

コスト
削減 維持 増加

利用者が安心・安全に利用していくために、施設の維持に対し迅速な対応
が今後も必要となる。
施設としては老朽化が進んでおり、２５年度はトイレ壁タイルが剥離・落下
する事故が発生しており、また、給湯器劣化による取り替え、正面エレベー
ターや空調の老朽化が委託業者より指摘されている、。計画的な設備の
更新が望まれる。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

特になし。

特になし。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

施設の維持管理に関して必要最小限の内容を実施しており、削減は困難である。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければなら
ないのか？税金を使う必要があるか、民
間や受益者ができる事業か？かつ、行
政が行うとした場合、国・都が行う事業
か、それとも市が行う事業か？

施設の適切な維持管理は、子育て支援の拡充になる。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異はな
いか？何が原因で成果向上が期待でき
ないのか？

現時点では特に不具合による事故や市民のけが、苦情は発生していない。ただし、老朽化に伴い事故、けが、苦
情等の発生の危険性が高まっていくため、施設設備のより一層の点検整備、迅速な対応が必要である。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以外
他に方法はないか？類似事業との統廃
合ができるか？類似事業との連携を図る
ことにより、成果の向上が期待できる
か？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0 0

0

0
0

0

0

0

0

0

0

0
0

0
0

千円

2,041 2,267

0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

1 1

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

箇所

人

人

100%

0

115

0

#DIV/0!

物件費
115
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

0

1100010961

（決算見込み)（Ｂ）

目標年度平成23年度
（決算）

0

0

2,267

9939

0

1

2,041

平成25年度

55

平成26年度

適切な維持管理等を通じて安全・快適に利用できる

5

0

千円

千円

0
人

1,926
1,926

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

子ども家庭支援センター維持管理事業

千円

平成24年度平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円

0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

施設利用者（主として乳幼児及びその保護者）

0

（当初予算)

0

150

1
（目標値)

30

100% 100%

150

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

子ども家庭支援センターの施設、設備の保守点検・修繕及び施設管理上の警備

子育ち・子育てしやすい環境の中、保護者がいきいきと地域の中で子育てに取組み、子どもたちが心身ともに健やかに育つこと。

前年度に同じ

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市子ども家庭支援センター設置条例法令根拠

子育て支援課

網　谷　　操

所属課子ども家庭部

子ども家庭支援セン
ター

0

2,191

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表
す指標）

施設数

利用者数

不具合での事故や怪我・苦情の数

0

2,267

0

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

委託数 社

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
(事業の内容)
様々な子育て支援に係るニーズに総合的に応える拠点施設として利用ができるように、子ども家庭支援センター施設の維持及び管理を行う事業。
(業務の内容)
①設備メンテナンス(空調保守、自動ドア保守、消防設備保守、電気工作物保守）②修繕③警備（機械及び日常監視）
④施設清掃等（１・２階の清掃・消毒）
（契約内容)
子ども家庭支援センターが施設全て(教育センターを含む)の契約・支出を行っている。
（事業費）
委託費、修繕費

千円 0 0 2,076

差額

（決算）

2,417 0 115

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

150 150

0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

150 0

1
30 0

0

0

0
0

1
30

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 1,926

千円

うち委託料 千円

115

物に係るコ
スト

0
00 0

0 150

2,041

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -2,076 -2,191

その他 千円

-2,417 0 -115

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

0 3 0 2 0 7 0 1 2 7 6 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-1,924 0 -10

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

48

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -1,795 -1,805

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 1,564

48

-20

物に係るコ
スト

-6
171,564 0

56

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 213

千円

うち委託料 千円

0

17

0

0
0

1,596 0

1,116
嘱託職員人件費計（Ｅ） 1,547

時間 1,099

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

0 0

1,093

0
44

1,924 0 10

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
・対象者：（１）市内在住者で家族等から日中の支援が受けられない者　（2）ア母子健康手帳を取得した産前から産後６ヶ月（多産の場合１年）以内の母親 （2）イ就学前の児童を養育し心身
の状況により「育児支援サポーター（以下「サポーター」）による支援が必要と判断される者（要支援家庭）
・利用期間：アの対象者－退院語１ヶ月まで10日（多産の場合は１年まで、25日）　イの対象者-申請のあった日の属する年度内25日
・内容：家事に関すること、食事の支度補助・洗濯・居室の掃除、食材・生活必需品の買い物、育児に関すること、沐浴の補助、授乳、育児の助言、おむつ交換、上の子の保育施設への送
迎、関係機関への連絡などの母親の育児軽減を目的とする。
・利用者はサービスを利用前に市に登録し、利用者とサポーターの顔合わせを行い支援内容の事前協議を行う。１日4時間を限度とする。サービス料金は時給８２０円。尚、非課税・生活保
護世帯には減免がある。サービス提供時間帯は８時～19時。
・「サポーター」は、子ども家庭支援センターが開催する講習の全課程を受講した市民が登録可能となる。登録の段階で、保険の加入を行う。派遣された市民はサービス利用者から利用金
額を受け取る。

千円 0 0 1,795

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

登録者人数

サービス提供日数

人

1,596

00 0 0 0

272

1,805

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表
す指標）

出産者数

講習会参加者数

子育て支援課

網　谷　　操

所属課子ども家庭部

子ども家庭支援セン
ター

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
児童福祉法、次世代育成支援対策推進法法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

育児支援サポーター養成講習会　2日間　受講者6名　育児支援サポーター・フォローアップ研修会及び交流会１日　受講者7名　育児支援サポーター登録者　74名　派遣依頼者25名　活
動回数100回　　要支援家庭への育児サポーター派遣0回
・利用者とサポーターで顔合わせを行う。

子育ち・子育てしやすい環境の中、保護者がいきいきと地域の中で子育てに取組み、子どもたちが心身ともに健やかに育つこと。

前年度に同じ

（決算）
単位

（目標値)

100% 100%

1,547

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

ア)母子健康手帳を取得した産前から産後６ヶ月までの家庭（多産の場合は１年以内）
イ）就学前の児童を養育し心身の状況により支援が必要と判断される者（要支援家庭）
エ）育児支援を希望する市民

0

（当初予算)

4

0

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

児童虐待新規発生件数

千円
0

育児支援サポータ派遣事業

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

213

（決算）（Ａ）

35

0

千円

千円

0
人

平成26年度

ア）産後および乳幼児育児中の生活の負担を軽減し、子どもが健全に育つようにす
る。
イ）産後の母親が徐々に普段の生活に戻れるようにするために、事前の講習を受講し

7487

120 100

581

193

平成25年度

18

平成23年度
（決算）

56

0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

10

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

0

-20

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

日

✔

529 559

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 35

千円

193 272 0

0

0

0

0

13
0

0
13

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

次世代育成支援対策推進法に基づき、「国立市次世代育成支援対策行動計画」に策定しているため、行政の
責務として行なわなければならない。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

要支援家庭の利用がほとんどない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

要支援家庭（虐待に発展する恐れがある家庭）の認定と利用促進。

特になし。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

ファミリー・サポート・センター事業と類似しているが、国・東京都の所管する部局及び主たる目的も異なるため
統合は困難である

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

平成25年６月より利用対象の範囲を拡大したが、利用率アップには繋
がっていない状況である。要支援家庭への派遣についても平成２５年度
は０件であった。必要な家庭へ適切な支援が提供できるよう条件整備に
努めることが必要である。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

市民同士の相互支援に基づいて運営しているため、講演・講習会は市民を支援する公的機関として負担するこ
とは適正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

嘱託職員で対応しており、市民同士のコーディネート・マッチング時間を削減することは困難である。

民間等で実施しているところが無いため、支援を受けられない母親が孤立化する

×

告知方法等も含め検討が必要である。

成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

要支援家庭の発見と利用促進。

民間等で実施しているところが無いため、支援を受けられない母親が孤立化する。

○



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

0 3 0 2 0 7 0 1 2 7 6 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映 ;]
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

紙ベースよる情報提供ではなく、今後はネットを使った方法（こどもホームページのような）を検討する。

子育て情報の１つとして公的立場からの提供役がなくなり，多様化する情報やサービスを的確に提供することが
難しくなる恐れがある。

×
成
果

向
上 ○

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

子育て情報提供は，広く子育て中の保護者に対して実施されており，公平に利用機会があると言える。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響の
有無とその内容は？（そもそも、この事業
は、施策の目的や公益の増進に役立っ
ているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減で
きないか？成果を下げずにより正職員以
外の職員や委託でできないか？（アウト
ソーシングなど）

同上

公的機関において子育てに関する情報を発信するのは子ども家庭支援センターの重要な責務である。

コスト
削減 維持 増加

乳幼児を子育て中の市民にとっては、「ぽかぽか」掲載の情報は期待され
ている。23年度からは印刷製本をチャレンジ雇用職員に依頼し、職員業務
量軽減を図った。今後は掲示等の情報を精査し、より有効な情報提供を行
う。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

提供した情報がどの程度利用価値があるのか、また、実際にどの程度利用されているのか。

特になし。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

印刷や紙折作業をしょうがいしゃ支援課のチャレンジ雇用の職員に依頼し、職員の業務を減したほか、寄せられ
て情報等をファイルに入れ、自由に取り出しをしてもらっているので、現段階ではこれ以上の削減はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければなら
ないのか？税金を使う必要があるか、民
間や受益者ができる事業か？かつ、行
政が行うとした場合、国・都が行う事業
か、それとも市が行う事業か？

多様化する子育てのニーズに的確に対応するためには、地域の情報が集約されやすい公が中心となって提供
することが妥当であり，必要である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異はな
いか？何が原因で成果向上が期待でき
ないのか？

利用者のニーズに的確に対応することが不可欠となるため，子育て情報の内容・提供方法を随時点検し見直す
必要はある。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以外
他に方法はないか？類似事業との統廃
合ができるか？類似事業との連携を図る
ことにより、成果の向上が期待できる
か？

-816

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 816 0 0 0

0

0
0

608

0
208

0

0

0

0

-208

0
0

0
0

千円

397 451

0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

11769 9753

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

100%

0

33

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

-608
0

0

（決算見込み)（Ｂ）

目標年度平成23年度
（決算）

0

0

397

平成25年度

1515

平成26年度

子育てに関して必要としている情報が入手できる。

15

0

千円

千円

0
人

364

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

子育て情報提供事業

千円

平成24年度平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円

0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

子育て中の保護者、市民、関係機関職員。

0

（当初予算)

1

150

1
（目標値)

30

-13% 100%

357

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

子ども家庭支援センター情報誌「ぽかぽか」（毎月）の作成や幼稚園・保育園の園庭開放情報の提供、また、グループ活動報告や募集の告知や様々な講演会等の周知など。

子育ち・子育てしやすい環境の中、保護者がいきいきと地域の中で子育てに取組み、子どもたちが心身ともに健やかに育つこと。

前年度同様

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
児童福祉法、国立市子ども家庭支援センター設置条例法令根拠

子育て支援課

網　谷　　操

所属課子ども家庭部

子ども家庭支援セン
ター

0

754

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表
す指標）

6歳未満の親族のいる一般世帯

0

451

462

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

発行件数

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
行政や民間からの子育てに関するお知らせや、関連施設・制度などのさまざまな情報（パンフレット、チラシなど）を子育てひろばで提供するほか、情報紙の発行(毎月)と配布(毎月)、ホーム
ページの更新(随時)、施設パンフレットなどの配布を行う。

千円 0 0 721

差額

（決算）

1,063 0 33

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

150 150

123

0
21

嘱託職員人件費計（Ｅ） 207
時間 124

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

612 0

277

1
30 0

0

0

0
0

1
30

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 364

千円

うち委託料 千円

33

物に係るコ
スト

-1
0207 0

0 357
支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 95 -754

その他 千円

-1,063 0 -849

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

0 3 0 2 0 2 0 1 2 5 1 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-124,517 0 1,763

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

193,163

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 164,765 181,242 -118,735 -116,972

その他 千円 32,342 36,745 353

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

20,500 13,460

0

0

193,163186,101

9,263

-1,043

物に係るコ
スト

0
02,860 0

205,918

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 11,720

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

1
1,800

13,460 0

2,000

1
1,800

1
1,800

1

嘱託職員人件費計（Ｅ） 2,860

2

1

時間 2,000

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数 2

800
1

800

9,000 9,000

2,000

1,600
22

229,960 0 6,019

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
　児童の保健の向上と健やかな育成を図るため、医療費の一部を助成する事業。
　市内に住所を有する小学校就学前児童及び義務教育就学児童の養育者が対象(ただし、義務教育就学児童の養育者は所得制限あり)。
　医療保険の自己負担分及び入院時食事療養標準負担額を助成(ただし、義務教育就学児童は通院1回につき最大200円を自己負担)。
　対象者からの申請により、小学校就学前児童にはマル乳医療証、義務教育就学児童にはマル子医療証を交付。

千円 20,500 13,600 211,281

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

受給児童数(小学校就学前児童)(3月末)

受給児童数(義務教育就学児童)(3月末)

人

2,860

1,6000

1
800
1,600 1,600

800
0

10,582

0

217,300

393

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

小学校就学前児童数(4月)

義務教育就学児童数(4月)

受給率（小学校就学前児童）

受給率（義務教育就学児童）

子育て支援課

網谷　操

所属課子ども家庭部

手当･助成係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
こどもの医療費の助成に関する条例法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

資格申請・変更届・消滅届の受理及び審査
対象者には医療証を交付

・子どもをもつ世帯（保護者）が地域の中でいきいきと子育てをしている。
・子どもたちが心身ともに健やかに育つ。

前年と同様

（決算）
単位

2 1
（目標値)

1,800

56% 54%

13,460

62.9 0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

小学校就学前児童及び義務教育就学児童の養育者
　(ただし、義務教育就学児童の養育者は所得制限あり)

0

（当初予算)

0

2

9,000

％

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

子育てしやすい環境が整っていると思う
市民の割合

千円

2,000
3,000

こども医療費助成事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

千円

3,500

時間

千円

人

千円

0

11,720
9,582
0

（決算）（Ａ）

0

0

13,600

千円

千円

17,500
人

2,000

平成26年度

対象者が養育する児童の保健の向上と健やかな育成を図る。

3790

2966

3910 3841 3880

3980

2968 3491 3570

3943

10,677

平成25年度

98.2

5907 5804 5804

97.8 98.7

平成23年度
（決算）

0

0

3,000

9,000

9,160

0 0

（決算見込み)（Ｂ）

205,918

目標年度

51.1 60.1

96

56095674

-319
0

（Ｂ）-（Ａ）

7,742
0

0

54%

子どもの成長に関して悩みや不安を抱
える保護者の割合

0

-1,043

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

人

％

％

✔

3928 3928 3947

50.2

％ -1333%-804%

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0
0 186,101

千円

10,677 10,582 0

0

0

0

0

0
7,062

0
7,062

92,193 99,935 105,443

0
0 0 0

0 0 0
0 0 0

0

0 40

152,923 158,097

0

0

0 0 0

7,782

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

185,265 194,842 92,546 100,328 105,443

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

　本事業は東京都の要綱に基いており、行政及び市が行うのが妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

　義務教育就学児童の所得制限及び助成内容について成果の向上余地がある。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

　義務教育就学児童の所得制限及び助成内容について成果の向上余地がある。

国立市こどもの医療費の助成に関する条例及び国立市こどもの医療費の助成に関する条例施行規則等の改正

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

　本事業は東京都の要綱に基いており、事業費の削減余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

本事業は有効性･効率性･公平性ともに概ね適切と思われる。ただし、義
務教育就学児童の所得制限と助成範囲の見直しによる有効性の向上余
地がある。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

　本事業は東京都の要綱に基いており、公平・公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

　本事業の実施にあたっては、システムの導入や嘱託職員の配置を行っており、人件費の削減余地がない。

　本事業は東京都の要綱に基いており、類似事業との統廃合・連携による成果の向上は困難である。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

国立市こどもの医療費の助成に関する条例及び国立市こどもの医療費の助成に関する条例施行規則等の改正が必要となる。

　本事業を廃止・休止した場合、　対象者が養育する児童の保健の向上と健やかな育成を図れなくなるため、
本事業は施策の目的や公益の増進に役立っている。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

0 3 0 2 0 3 0 1 2 6 3 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可 m
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-13,264 0 -25,547

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

24,732

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 22,676 24,547 -11,231 -36,778

その他 千円 8,310 8,772

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

4,050 4,001

24,73226,128
24,592

物に係るコ
スト

0
01,001 0

28,096

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 1,276

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

1
600

4,001 0

700

1
600

1
600

嘱託職員人件費計（Ｅ） 1,001

1
時間 700

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数 1

3,000 3,000

700

0
11

33,360 0 23,196

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
  ひとり親家庭等の保健の向上と福祉の増進を図るため、医療費の一部を助成する事業。ひとり親家庭等の児童（１８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある児童又は２０歳未
満でしょうがいの状態にある児童）と、その児童を監護しているひとり親家庭の母又は父、その児童を養育している養育者が対象。申請により、ひとり親家庭等の医療費の助成に関する条例
に定められた所得制限内の申請者に対し、医療証を交付。前年度市町村民税非課税世帯については、本人負担分（保険診療分）を助成。前年度市町村民税課税世帯については、医療
費の１割負担有り。ただし、市単独事業として①入院時一部負担金の助成　②入院時食事療養標準負担額及び生活療養標準負担額のうち、食事療養標準負担額相当分を助成　③養育
費を算入することにより所得制限を超える場合も対象者とする助成を行っている。毎年１１月初旬に、受給資格確認のため、現況届により、所得要件などの確認事務を行っている。この事業
の手当額については、東京都の２／３の補助を受けている。

千円 4,050 4,050 31,405

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

受給世帯数（12月末）

受給対象者数（12月末）

世帯

1,001

00 0 0 0

1,263

54,601

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

受給世帯数（12月末）

受給対象者数（12月末）

１件当たり医療助成費

医療助成費

子育て支援課

網谷　操

所属課子ども家庭部

手当･助成係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
ひとり親家庭等の医療費の助成に関する条例法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

対象世帯に医療証を交付
各種変更届等の受理・審査

・子どもをもつ世帯（保護者）が、地域の中で子育てをしている。・就学前の乳幼児・義務教育の児童生徒 （公立、私立を問わず）・18歳までの子どもが、心身ともに健やかに育つ。
(ひとり親家庭等の福祉の増進)　(児童の健全な育成)

前年と同様

（決算）
単位

2 1
（目標値)

600

36% 67%

4,001

24732 28096

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

ひとり親家庭等の児童（１８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある児童又は２０歳未満
でしょうがいの状態にある児童）と、その児童を監護しているひとり親家庭の母又は父、その児童を養
育している養育者

0

（当初予算)

2496

1

3,000

％

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

子育てしやすい環境が整っていると思う
市民の割合

千円

700
1,050

ひとり親家庭等医療費助成事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

千円

600

時間

千円

人

千円

1,276

（決算）（Ａ）

4,050

千円

千円

3,000
人

700

平成26年度

862

医療費を軽減し、ひとり親家庭の福祉の増進を図る。

459 472

884

493 429 431

493

817 846 839

472

25,868

平成25年度

2402

884 817 846

2456 2457

平成23年度
（決算）

1,050

3,000

（決算見込み)（Ｂ）

28,096

目標年度

27265 26128

2452

862839

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

-2,351
0

0

40%

子どもの成長に関して悩みや不安を抱
える保護者の割合

0

24,592

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

世帯

人

人

円

千円

✔

429 431 459

25331

％ -606%-560%

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 26,128

千円

25,868 1,263 0

0

0

0

0

0
-1,396

0
-1,396

20,174 17,823 20,096

0

0

0

18,416 19,825

0

0 -2,351

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

26,726 28,597 20,174 17,823 20,096

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

　本事業は、都の要綱に基づき行われている事業である。低所得者のひとり親家庭に対し、医療費を助成する
ことにより、負担軽減と保健の向上を目的とする福祉施策の一環として行われている。医療証を早急に必要とす
る場合もあり、生活実態も確認しやすい市が認定権者として本事業を取り扱うことは妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

　本事業は、都の要綱に基づき行っているため、さらなる成果の向上は難しい。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？
事務事業自体に課題はないと思われる。

本事業は都の要綱に基づき行われている事業の為、市独自の判断で、見直し・廃止となることはない。

事務事業自体に課題はないと思われる。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

　本事業は、都の要綱に基づき行っているものであり、支出の大部分を占める医療助成費を削減することは困
難である。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

　本事業は東京都ひとり親家庭等医療費助成事業補助要綱に基づき、適
切に行われていると考える。平成２５年３月より「児童福祉総合システム」
を導入し、行政基本台帳のシステムとの連携により入力事務が軽減さ
れ、また、乳幼児・こども医療費助成制度との情報共有もできるようになっ
たことにより、昨年度見直す予知があった効率性に関しての問題は、解消
したと考える。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

　本事業はひとり親家庭等の保健の向上に寄与するとともに、ひとり親家庭等の福祉の増進を図ることを意図す
るものであり、都制度に基づき実施しており、公平・公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

　本事業は、ひとり親家庭等を対象とする手当と認定が重なるため、その担当の正職員が業務を行うことが効率
的である。また、嘱託職員や臨時職員と連携して作業を進めており、削減の余地はない。

　本事業は都の要綱に基づき行われている事業の為、事業の統廃合は不可能である。ただし、ひとり親家庭等
を対象とする手当等と認定が重なるため、認定審査において、すでに連携を行っている。

×

本事業は、ひとり親家庭等の保険の向上に寄与するとともに、ひとり親家庭等の福祉の増進を図ることを意図するも
のであり、公益の増進に役立っている。本事業を廃止・休止した場合の影響は多大である。

成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

　本事業は、ひとり親家庭等の保健の向上に寄与するとともに、ひとり親家庭等の福祉の増進を図ることを意
図するものであり、公益の増進に役立っている。本事業を廃止した場合の影響は多大である。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

1
№
1

0 3 0 2 0 2 0 1 2 4 8 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

 他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-13,251 0 3,301

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

997,370

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 1,185,340 1,273,354 -16,389 -13,088

その他 千円 136,962 139,531 169,099

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

12,450 11,850

997,3701,050,031

479

-3,301

物に係るコ
スト

0
01,950 0

1,006,920

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 4,539

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

1
1,700

11,850 0

1,300

1
1,600

1
1,700

1

嘱託職員人件費計（Ｅ） 1,950

1

1

時間 1,300

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数 1

700
1

700

8,500 8,500

1,300

1,400
11

1,020,171 0 -55,962

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
　父母その他の保護者が子育てについての第一義的責任を有するという基本的認識の下に、児童を養育している方に児童手当を支給することにより、家庭等における生活の安定に寄与するとと
もに、次代の社会を担う児童の健やかな成長に資することを目的とする事業。15歳に達する日以後の最初の3月31日までの間にある児童を養育する者が対象。
　支給対象児童1人につき、3歳未満の児童を養育する者には月額15,000円、3歳以上小学校修了前の児童（第1子・第2子）を養育する者には月額10,000円、3歳以上小学校修了前の児童（第3
子以降）を養育する者には月額15,000円、小学校修了後中学校修了前の児童を養育する者には月額10,000円を支給した。
なお、所得制限を超える者には、支給対象児童1人につき、特例給付として月額5,000円を支給した。

千円 12,450 11,550 1,066,420

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

対象年齢児童数(9月末)

受給対象児童数(9月末）

人

1,950

1,4000

1
800
1,600 1,400

700
0

1,401

1,010,458

151,028

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す

指標）

受給者数（9月末）

受給対象児童数（9月末）

受給率

手当支給額

子育て支援課

網谷　操

所属課子ども家庭部

手当･助成係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
児童手当法法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

対象者に児童手当等を支給

・子育ち・子育てしやすい環境の中、保護者がいきいきと地域の中で子育てをしている。
・子どもたちが心身ともに健やかに育っている。

前年と同様

（決算）
単位

2 1
（目標値)

1,700

2% 1%

11,850

997370 1006920

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

15歳に達する日以後の最初の3月31日までの間にある児童を養育する者

0

（当初予算)

87.67

1

8,500

％

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

子育てしやすい環境が整っていると思う
市民の割合

千円

1,300
1,950

児童手当支給事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

千円

2,100

時間

千円

人

千円

4,539
1,391

（決算）（Ａ）

11,550

千円

千円

10,500
人

1,300

平成26年度

8383

経済的負担の軽減を図る。

9562 9562

8695

9979 9849 9692

5689

8596 8555 8383

5666

1,238

平成25年度

87.13

8695 8596 8555

87.28 87.69

平成23年度
（決算）

1,950

8,000

0

（決算見込み)（Ｂ）

1,006,920

目標年度

1280881 1050031

87.67

83838383

-912
0

（Ｂ）-（Ａ）

-1,921
0

0

1%

子どもの成長に関して悩みや不安を抱え
ている保護者の割合

0

-3,301

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

人

％

千円

✔

5651 5568 5666

1188902

％ -11025%-9521%

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 1,050,031

千円

1,238 1,401 0

0

0

0

-32,669

0
-52,661

0
-52,661

153,640 151,719 153,468

0
925,749 1,003,747 727,292 694,623 669,982

0

183,470 -18,071

135,079 141,626

0

0 -52,661

←実施計画上の重点施策
重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

1,197,790 1,284,904 1,050,031 997,370 1,006,920

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければなら
ないのか？税金を使う必要があるか、民
間や受益者ができる事業か？かつ、行
政が行うとした場合、国・都が行う事業
か、それとも市が行う事業か？

　本事業は法定受託事務であり、行政及び市が行うのが妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異はな
いか？何が原因で成果向上が期待でき
ないのか？

　本事業は法定受託事務であり、成果の向上余地がない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以外
他に方法はないか？類似事業との統廃
合ができるか？類似事業との連携を図る
ことにより、成果の向上が期待できる
か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

手当が本当に子どものために使われたのか等の調査・報告資料がないため、ただ支給するのみとなっている。現物支給にするなど、目に見える形にする方法
もあるが、現段階では国の方針の変更はない。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

　本事業は法定受託事務であり、事業費の削減余地がない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減余
地

コスト
削減 維持 増加

　本事業は妥当性・有効性・効率性・公平性ともに適切と思われる。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

　本事業は児童の生活の向上に寄与するとともに、児童の安定した生活の増進を図ることを意図するものであり、児
童手当法に基づき実施しており、公平・公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響の
有無とその内容は？（そもそも、この事
業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減で
きないか？成果を下げずにより正職員以
外の職員や委託でできないか？（アウト
ソーシングなど）

こども医療費助成制度、ひとり親関係の手当との関わりが多く、認定・消滅等の処理が複雑になってきている。新シ
ステム導入により、事務処理の効率化が期待されるが、窓口対応・電話対応等の時間削減は市民対応の低下を招
く恐れもあり難しいと思われる。

　本事業は法定受託事務であり、類似事業との統廃合・連携による成果の向上は困難である。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

　本事業を廃止・休止した場合、家庭等における生活の安定に寄与するとともに、次代の社会を担う児童の健やか
な成長に資することができなくなるため、本事業は施策の目的や公益の増進に役立っている。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

0 3 0 2 0 2 0 1 2 5 0 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-138,642 0 2,614

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

192,994

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 186,395 194,341 -139,155 -136,541

その他 千円 128,471 134,594

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

6,300 7,286

192,994194,621

252

-1,761

物に係るコ
スト

0
0286 0

196,697

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 2,256

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

1
1,400

7,286 0

200

1
1,400

1
1,400

嘱託職員人件費計（Ｅ） 286

1
時間 200

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数 1

7,000 7,000

200

0
11

204,207 0 -3,388

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
 父又は母と生計を同じくしていない児童が育成される家庭の生活の安定と自立の促進に寄与し、福祉の増進を図るため、児童扶養手当を支給する事業。各支給要件に該当する児童（１８
歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある者又は２０歳未満で政令で定める程度のしょうがいの状態にある者）を監護する父又は母又は当該児童を養育する養育者が対象。申請
により、児童扶養手当法に定められた所得制限内の申請者に児童扶養手当を支給。児童扶養手当額は、全部支給の所得要件に該当した場合は、月額41，020円（平成26年4月時点での
金額、児童加算有り）。一部支給要件に該当した場合は、申請者の所得額により減額支給となる。毎年８月に、現況届により、所得要件などの確認事務を行う。また、児童扶養手当の当初
支給開始月の初日から起算して5年（又は手当の支給要件に該当する日の属する月の初日から起算して7年）を経過したときは、手当額の半額を支給停止することとなっているが、この支給
停止の適用除外となる事由に該当する場合は事由届を受理し、審査している。その他、手当受給者に対する優遇制度（JR定期券の割引証の発行等）の事務をあわせて行っている。この事
業の手当額については、国の１／３の補助を受けている。

千円 6,300 7,300 204,163

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

受給者数(9月末）

受給対象児童数(9月末）

人

286

00 0 0 0

224

200,775

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

受給者数(9月末）

受給対象児童数(9月末）

手当支給額

子育て支援課

網谷　操

所属課子ども家庭部

手当･助成係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
児童扶養手当法法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

児童扶養手当の資格認定・支給・その他変更届の受理・審査
児童扶養手当証書等の発行
児童扶養手当一部支給停止措置及び一部支給停止適用除外に係る受理・審査

子どもをもつ世帯（保護者）が、地域の中で子育てをしている。就学前の乳幼児・義務教育の児童生徒 （公立、私立を問わず）・18歳までの子どもが、心身ともに健やかに育つ。
（離婚等による生活の激変を緩和し、自立を促進する。）

前年と同様

（決算）
単位

1 1
（目標値)

1,400

68% 68%

7,286

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

父又は母と生計を同じくしていない児童（１８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある者
又は２０歳未満で政令で定める程度のしょうがいの状態にある者）を監護する父又は母又は当該児童
を養育する養育者

0

（当初予算)

196697

1

7,000

％

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

子育てしやすい環境が整っていると思う
市民の割合

千円

200
300

児童扶養手当支給事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

千円

1,200

時間

千円

人

千円

2,256
907

（決算）（Ａ）

7,300

千円

千円

6,000
人

200

平成26年度

638

父又は母と生計を同じくしていない児童が育成される家庭の生活の安定と自立の促進
を図る。

439 453

648

442 439 425

442

642 602 610

453

495

平成25年度

192695

648 642 602

201641 194621

平成23年度
（決算）

300

7,000

0

（決算見込み)（Ｂ）

196,697

目標年度

192994

638610

-655
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

68%

子どもの成長に関して悩みや不安を抱
えている保護者の割合

0

-1,761

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

人

千円

✔

439 425 439

％ -2662%-2959%

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 194,621

千円

495 224 0

0

0

0

-774

0
-1,627

0
-1,627

0
64,224 67,047 65,008 64,234 65,565

0

0
0

0 -774

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

192,695 201,641 65,008 64,234 65,565

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

本事業は、法定受託事務である。また、戸籍や住民票を主とする個人情報を多く扱い、認定には慎重を期する
ことから、行政が行うべき事業であると考える。市が生活実態の確認を行う必要もあることから、市が認定権者と
なり、本事業を行うことは妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

本事業は、法定受託事務である。現時点では成果向上は困難である。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？
事務事業自体に課題はないと思われる。

本事業は法定受託事務であり、市独自の判断で、見直し・廃止となることはない。

事務事業自体に課題はないと思われる。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

本事業は、支給要件、支給額など児童扶養手当法に定められており、事業費の削減は困難である。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

　本事業は児童扶養手当法に基づき行われている事業であり、法律の主
旨に基づき、適切に事務が行われていると考える。平成２５年３月より「児
童福祉総合システム」を導入し、行政基本台帳のシステムとの連携により
入力事務が軽減されるなど事務改善が行われ、昨年度見直す余地があ
る効率性に関しての問題は、解消したと考える。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

本事業は、国の厳密な審査基準により認定等審査を実施しているので、審査は公平・公正である。
ただし、審査対象となる内容は申請者の申告によるところが多く、正しい申告をしているかどうかの確証はとりよう
がないのが本事業の困難なところである。調査権はあるが、その実態を正確につかむことは難しい。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

本事業は、ひとり親家庭等を対象とする手当等の中でも、法律による厳密な審査基準が設けられている。児童
扶養手当の認定は、その他ひとり親家庭等を対象とする手当等の認定と深く関わっており、主に正職員が業務
を行うことが妥当である。また、嘱託職員や臨時職員と連携して作業を進めており、削減の余地はない。

本事業は、法定受託事務の為、事業の統廃合は不可能である。ただし、その他ひとり親家庭等を対象とした手
当等の認定とは深く関わってくるので、類似事業と認定を同時期に行うことで、作業の効率化を図ることはでき
る。

×

本事業は児童扶養手当法に定められた、支給用件、支給額をもとにおこなっている。ひとり親家庭等の児童が育成
される家庭の生活の安定と自立の促進に寄与するものであり、事業を廃止・休止の影響は多大なものである。

成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

事務事業自体に改革、改善を要するものはない。ただし、正しい事務だけでは把握することができない不正受給を減らすことが制度としての課題であり、
急務である。解決のために、受給者の生活実態をつかむことが難しく、また訴訟になる可能性もあることから、どこまで調査権を行使して実態調査できる
かという難しい問題がある。改善策としては、受給者へ資格喪失の要件の周知を図ること、また、不正申告をする抑止力になるよう職員が定期的に市内
をまわって実態調査を行うことが考えられる。

　本事業は、父又は母と生計を同じくしていない児童が育成される家庭の生活の安定と自立の促進に寄与す
るものであり、公益の増進に役立っている。本事業の廃止・休止の影響は多大なものである。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

1
№
1

0 3 0 2 0 2 0 1 2 4 9 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

　本事業を廃止・休止した場合、ひとり親家庭等の児童を養育する家庭に多大な影響があり、生活の安定を図るこ
とが難しくなるため、本事業は施策の目的や公益の増進に役立っている。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

　本事業は都の条例に基いており、公平・公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響の
有無とその内容は？（そもそも、この事
業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減で
きないか？成果を下げずにより正職員以
外の職員や委託でできないか？（アウト
ソーシングなど）

　本事業の実施にあたっては、対象者は増加傾向にあり窓口対応の時間は増加しており、システムの導入や嘱託
職員の配置により対応しているが、削減の余地はない。

　本事業は都の条例に基いており、類似事業との統廃合・連携による成果の向上は困難である。

コスト
削減 維持 増加

　本事業は妥当性・有効性・効率性・公平性ともに適切と思われる。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

　本事業は都の条例に基いており、事業費の削減余地がない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減余
地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければなら
ないのか？税金を使う必要があるか、民
間や受益者ができる事業か？かつ、行
政が行うとした場合、国・都が行う事業
か、それとも市が行う事業か？

　本事業は都の条例に基いており、行政及び市が行うのが妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異はな
いか？何が原因で成果向上が期待でき
ないのか？

　本事業は都の条例に基いており、成果の向上余地がない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以外
他に方法はないか？類似事業との統廃
合ができるか？類似事業との連携を図る
ことにより、成果の向上が期待できる
か？

-2,349

←実施計画上の重点施策
重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

147,043 147,481 136,783 134,434 139,710 0

0

0

145,522 146,120

0

136,783 134,434 139,710

0

0

0

0

0

0

0
-3,502

0
-3,502

千円

970 63

0 139,624

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ -5920%-5902%

✔

629 612 611

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

人

千円

2%

子どもの成長に関して悩みや不安を抱え
ている保護者の割合

0

-379

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

-2,349
0

0

136077

822822

（決算見込み)（Ｂ）

139,710

目標年度平成23年度
（決算）

45

450

2,000

145693

893 876 827

146121 139579

876 827 822

611

970

平成25年度

611

893

633 629 612

633

平成26年度

822

経済的負担の軽減を図る。

611

45

2,450

千円

千円

2,000
人

300

1,349
252

（決算）（Ａ）

千円

400

時間

千円

人

千円

児童育成手当支給事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

％

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

子育てしやすい環境が整っていると思う
市民の割合

千円

300
450

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

 ①　18歳に達する日以後の最初の3月31日までの間にあり、父または母が死亡し、もしくは重度の心身
障害の状態となり、または父母が婚姻を解消し、もしくはこれと同様の状態にある児童を養育する者(所
得制限あり)

0

（当初予算)

139710

1

2,000

1
（目標値)

400

5% 4%

2,429

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

対象者に児童育成手当を支給

・子育ち・子育てしやすい環境の中、保護者がいきいきと地域の中で子育てをしている。
・子どもたちが心身ともに健やかに育っている。

前年と同様

（決算）
単位

1

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
児童育成手当条例法令根拠

子育て支援課

網谷　操

所属課子ども家庭部

手当･助成係

0

139,521

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す

指標）

受給者数(9月末）

受給対象児童数(9月末）

手当支給額

0

63

429

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

受給者数(9月末）

受給対象児童数(9月末）

人

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
　児童育成手当を支給することにより、ひとり親家庭等の児童を養育する家庭の生活の安定と向上を図ることを目的とする事業。①18歳に達する日以後の最初の3月31日までの間にある児童で
あって、父または母が死亡、重度の心身障害の状態、または父母が婚姻を解消、もしくはこれと同様の状態にある児童または②20歳未満で条例に定める程度の障害を有する児童を養育する者が
対象(所得制限あり)。
　支給対象児童1人につき、①に該当する者には育成手当として月額13,500円を、②に該当する者には障害手当として月額15,500円を支給した。
　また、毎年6月に、現況届により、受給資格の確認を行っている。
　なお、本事業の支給額については、東京都の10/10の補助を受けている。

千円 2,450 2,450 143,402

差額

（決算）

142,247 0 -3,881

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

2,000 2,000

300

0
11

嘱託職員人件費計（Ｅ） 429

1
時間 300

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数 1

2,429 0

300

1
400

1
400 0

0

0

0
0

1
400

139,755

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 1,349

千円

うち委託料 千円

-379

物に係るコ
スト

0
0429 0

2,450 2,429

45
136,077139,579

252

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

1,361

その他

延べ業務時間

千円

千円

136,122

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 144,593 145,031 -6,619 -5,087

その他 千円 1,521

-2,537 0 1,532

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

0 3 0 2 0 2 0 1 2 5 0 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-738 0 -3

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 -907 -862 -629 -632

その他 千円 24 23 0

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

1,000 700

0

0

00

0

0

物に係るコ
スト

0
00 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 38

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

1
100

700 0

0

1
200

1
100

1

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0

1

時間 0

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

100
1

100

500 500

0

200
00

738 0 0

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
　精神又は身体に障害を有する児童について特別児童扶養手当を支給することにより、障害児の福祉の増進を図ることを目的とする事業。20歳未満で政令に定める障害の状態にある児童
を養育する者が対象（所得制限あり）。
　支給対象児童1人につき、平成25年4月から平成25年9月までは障害等級が1級の児童を養育している者に月額50,400円、2級の児童を養育している者に月額33,570円を支給した。平成
25年10月から平成26年3月までは障害等級が1級の児童を養育している者に月額50,050円、2級の児童を養育している者に月額33,330円を支給した。
　ただし、認定・支払事務等は都が行っており、市が行っている事務は以下のとおりである。
①受給資格認定請求及び手当額改定請求の受理、その請求に係る事実についての審査に関する事務
②諸届等の受理及びその届出に係る事実についての審査に関する事務
③手当証書交付に関する事務
④印鑑・住所・支払郵便局・通帳記号番号・有期期日の変更に係る証書の記載事項の訂正に関する事務

千円 1,000 1,000 738

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

受給者数(9月末）

受給対象児童数(9月末）

人

0

2000 0 200
100

0

38

0

738

0

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

受給者数(9月末）

受給対象児童数(9月末）

手当支給額

子育て支援課

網谷　操

所属課子ども家庭部

手当･助成係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
特別児童扶養手当等の支給に関する法律法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

特別児童扶養手当の資格認定・支給・その他変更届の受理・審査
特別児童扶養手当証書等の発行
特別児童扶養手当一部支給停止措置及び一部支給停止適用除外に係る受理・審査

・子育ち・子育てしやすい環境の中、保護者がいきいきと地域の中で子育てをしている。
・子どもたちが心身ともに健やかに育っている。

前年と同様

（決算）
単位

1 1
（目標値)

100

85% 86%

700

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

20歳未満で政令に定める障害の状態にある児童を養育する者
（所得制限あり）

0

（当初予算)

0

500

％

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

子育てしやすい環境が整っていると思う
市民の割合

千円
0

特別児童扶養手当支給事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

千円

200

時間

千円

人

千円

0

38
0
0

（決算）（Ａ）

0

0

1,000

千円

千円

1,000
人

平成26年度

対象者が養育する障害児の福祉の増進を図る。

61

50

48 53 60

48

54 61 62

38

平成25年度

50 54 61

平成23年度
（決算）

0

0

0

1,000

0

0 0

（決算見込み)（Ｂ）

0

目標年度

62

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

子どもの成長に関して悩みや不安を抱
えている保護者の割合

0

0

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

人

円

✔

53 60 61

％ 86%91%

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0
0 0

千円

38 38 0

0

0

0

-3

0
0

0
0

0 0 0

0
69 115 109 106

0 0 0
0 0 0

0

0 0
0

0

0 0 0

-3

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

93 138 109 106 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

　本事業は法定受託事務であり、行政及び市が行うのが妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

　本事業は法定受託事務であり、成果の向上余地がない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

特別児童扶養手当等の支給に関する法律等の根拠法に改正があった場合

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

　本事業は法定受託事務であり、市は認定請求書等の受理・審査、都への提出、都から送付される関係書類の
受理・交付を行っているため、事業費の削減余地がない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

　本事業は妥当性・有効性・効率性・公平性ともに適切と思われる。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

　本事業は法定受託事務であり、公平・公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

　本事業の実施にあたっては、市は認定請求書等の受理・審査、都への提出、都から送付される関係書類の受
理・交付を行っているため、人件費の削減余地がない。

　本事業は法定受託事務であり、類似事業との統廃合・連携による成果の向上は困難である。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

　本事業を廃止・休止した場合、対象者が養育する障害児の福祉の増進を図ることができなくなるため、本事
業は施策の目的や公益の増進に役立っている。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
1

0 3 0 2 1 1 0 1 2 9 1 7 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア ✔  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-18,720 0 -15,193

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 0 -15,193

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 13,680

15

3,026

物に係るコ
スト

2,068
3,6803,680 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

2,000

13,680

0

10,000
0

1
2,000

24,062 0

7,900
嘱託職員人件費計（Ｅ） 0

時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

0 10,000

2,068

0
6

28,131 0 16,706

1 ひとを育てる、守る

施策１　子育ち・子育てのしやすい環境づくりの推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
　　国立市内に居住する発達段階において配慮を必要とする子ども及びその家族並びに関係機関の職員等を支援することを目的とした、「子どもの発達総合支援事業」を行うため、平成２５
年４月より子ども家庭支援センター内に「発達支援室」を設置、正規職員１名、常勤嘱託員１名に、教育委員会就学相談員１名（週２．５日）の体制で７月より相談事業を開始する。
　　相談事業は、電話および面接による相談のほか、保育園等の支援者からの要請による巡回相談にも対応する。また、市内における対象児童の現状の把握と相談員の専門性を高めるた
め、児童青少年課の事業である「障害児保育充実指導・相談事業」（医師・心理士による市内認可保育園１２園の巡回相談）に同行する。
　　発達支援室のPRおよび発達に偏りのある子どもたちへの理解を啓蒙するためのプレイベントや講演会を実施する。
　　年度内に保健センター２階を利用した通所事業を開始することを目指し、準備を進める。

千円 0 0 0

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

相談室開所日数（７月～）

相談件数

日

14,062

00 0 0 0

4,069

16,706

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

子育て支援課

網谷　操

所属課子ども家庭部

発達支援室

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
発達障害者支援法法令根拠

平成２５

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

相談事業：発達に心配のある１８歳までの児童を対象に７月より開始。普及啓発事業：発達に課題のある児童への理解や支援に関する普及啓発の目的で、小児総合医療センター　田中
哲医師を講師に招き講演会を開催。親子講座：発達支援室のPRおよび親子への支援を目的に各種講座を実施。施設視察：通所事業の開始に向けて、市外の通所療育施設９カ所を視
察。保育園巡回相談同行：児童青少年課の事業である「障害児保育充実指導・相談事業」（医師・心理士による市内認可保育園１２園の巡回相談）および小児総合医療センターによる公立

子育ち・子育てしやすい環境の中、保護者がいきいきと地域の中で子育てをしています。子どもたちが心身ともに健やかに育っています。

保護者等への相談対応を継続するほか、新規事業である２歳から就学前の幼児を対象にした通所事業の円滑な運営。地域の保育施設等への巡回相談を他機関と連携する中で円滑に実
施する。

（決算）
単位

1
（目標値)

2,000

#DIV/0! 91%

0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

相談事業：発達に心配のある１８歳までの児童の保護者、保育園等の支援者。
通所事業：２歳から就学前までの発達支援の必要な子どもとその保護者。

0

（当初予算)

5

10,000

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

子どもの発達総合支援事業

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

（決算）（Ａ）

0

千円

千円

0
人

平成26年度

対象児の発達の課題を明確にし、保護者から児童への関わり方や保育園等の支援者
に支援の内容について助言をおこなう。

181

42

3,026

平成25年度平成23年度
（決算）

0

0

20

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

15
0

（Ｂ）-（Ａ）

1,513
0

0

67%

0

3,026

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

件

✔

✔

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

3,026 4,069 0

0

0

0

0

0
0

0
0

1,513 9,411

0

0

0
0

0 1,513

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 1,513 9,411

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

保健・福祉・教育の連携が図られる必要があるため公共関与は妥当である。
通所事業については法外事業であるため、民間での運営では困難である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

相談員・支援員がさらに経験を積むことに、専門性やチームワークの向上が図られ、よりよい相談・支援が期待
できる。
また、関係機関との連携も強化される。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？
市民および関係機関等に発達支援室が認知され、相談数が増加し支援の内容により専門性が求められるようになるた職員のスキルアップが課題とな
る。

市民および関係機関からの期待に応えるためには、現状の職員体制、制約の多い環境面に改善の必要性がある。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

現状でこれ以上のコスト削減は見出せない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

  　年度当初、年度内の開始を予定していた通所事業が、実施場所であ
る保健センターの改修工事が３月下旬までかかり、開始が次年度にずれ
込んだ。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

通所事業が平日の３日・午前中のみで行われているため、働いている親には利用しづらい面がある。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

現状でこれ以上のコスト削減は見出せない。

新規事業で、これまで市内に無かった事業であり、かつ市民や支援者から求められてきたものであるため。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

現在、子ども家庭支援センターと保健センターに分かれて執務をいるため、単一の場所で行える環境へ移すこと。
相談室でありながら、専有の面接すぺーすがないこと。通所事業が平日の３日・午前中のみで行われているため、働いている親には利用しづらい面があ
ること。

新規事業で、これまで市内に無かった事業であり、かつ市民や支援者から求められてきたものであるため、廃
止は考えられない。

○


